
自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

三重県 生活環境 交通施設バリアフリー化事業 平成１１年度 41,325 　駅舎における移動の円滑化を進めるため、事業者が行うエレベーター等の設置に対して支援する

三重県 教育・育成
特別支援学校等スクールバス運行委託事業

（特別支援教育室）
昭和５４年度 269,235 　特別支援学校に通学用のスクールバスを運行し、児童生徒の通学の安全を図る

三重県 教育・育成
特別支援学校メディカ ル・サポート事業

（特別支援教育室）
平成１１年度 4,137 　看護師免許を有する教員と教員が協働して、医療的ケアを必要とする児童生徒への対応を行う

三重県 教育・育成
障がい児者就労・自立支援事業

（特別支援教育室）
平成１９年度 6,951

　障がい児者が地域において自立した生活を送るため、関係機関との連携を強化し、地域での就労や地

域社会への参加を支援する

三重県 教育・育成
特別支援教育総合推進事業

（特別支援教育室）
平成１９年度 4,752

　特別支援学校が地域におけるセンター的機能を発揮できるよう、自校の専門性向上に係る取組を支

援する

三重県 教育・育成
子どもの発達支援ネットワーク事業

（特別支援教育室）
平成１９年度 6,409

　市町における早期からの一貫した支援体制を目指し、医療、福祉、教育、労働等の関係機関が連携し

た地域連携ネットワークの構築を支援する

三重県 教育・育成
特別支援教育移行緊急対策事業

（特別支援教育室）
平成１９年度 9,738 　高等学校における特別支援教育体制整備のため、特別支援教育推進員を配置する

三重県 雇用・就業
心身障害者小規模作業所事業費補助金

（障害福祉室）
昭和５３年度 281,507

　一般企業等に雇用されることが困難な心身障がい者が、日中活動の場として利用している小規模作業

所の運営費等に対し、補助を行う

三重県 雇用・就業 チャレンジ支援事業 平成１５年度 25,279
　障がい者の就労を支援するため、就労サポート事業、障がい者人材センター、県庁舎における職場実

習事業等を行う

三重県 保健・医療
心身障害者医療費補助金

（生活保障室）
昭和４８年度 1,971,083

　心身障がい者の医療を受けられる環境を整え、福祉の向上と健康の保持増進を図ることを目的として

市町が心身障がい者に対して実施する医療費助成事業を支援し、その費用の一部を補助する
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

滋賀県 啓発・広報
ユニバーサルデザイ ン県民フォ ーラ ムの開催

（健康福祉政策課）
平成１４年度 300

　ユニバーサルデザイ ンの考え方を広く県民、事業者等に普及啓発するため、県民フォ ーラ ムを開催

する

滋賀県 啓発・広報
高等学校等開放講座

(生涯学習課）
昭和５７年度 5,130 　高等学校、特別支援学校の教育機能を広く県民に開放するため、学校開放講座を実施する

滋賀県 啓発・広報
糸賀一雄記念財団運営費補助金

（障害者自立支援課）
平成８年度 14,082

　今後の滋賀の福祉の発展と人づくり・意識づくりに資するため、第９回糸賀一雄記念賞の授賞式等事業

が円滑に行われるよう運営経費の助成を行う

滋賀県 啓発・広報
障害児・者地域活動推進事業

（障害者自立支援課）
平成１５年度 4,000

　障害者団体等が行う各地域での活動や、障害に対する理解を促進するために実施する啓発事業に対

して助成する

滋賀県 啓発・広報
ボーダーレス・アート企画展開催事業

（県民文化課）
平成１８年度 7,900

　障害の有無に関わらず、素晴らしい芸術作品を作品本位で評価する土壌を作るために、「（仮称）ボー

ダーレス・アート展」を開催する

滋賀県 生活支援
福祉用具センター運営事業

（健康推進課）
平成８年度 67,795

　高齢者や障害者の自立と社会参加の促進、ならびにこれらの人々の介護者の負担軽減を図るため、福

祉用具の展示および普及、改造・製作、研修等を行う福祉用具センターを運営する

滋賀県 生活支援
あったかほーむづくり事業

（健康福祉政策課）
平成１５年度 1,500

　高齢者や障害者、子どもなど、誰もが自然に集い、憩い、ふれあって「地域家族」といえるような関係を

保ちつつ暮らしていけるよう、ＮＰＯ法人等が「あったかほーむ」を設置・運営しようとする場合に、コー

ディネーター配置費に対して補助を行う

滋賀県 生活支援
自閉症等発達障害支援体制整備事業

（障害者自立支援課）
平成１７年度 5,753

　自閉症等発達障害のある人たちの支援に関係する職員の実践的研修の実施や知的に遅れのない高

機能自閉症等に対する支援のあり方についてグループホームでの生活を通して検討を行う

滋賀県 生活支援 発達障害者支援キーパーソン養成事業 平成１９年度 1,300
　地域生活支援センター等の職員を発達障害者支援センター「いぶき」へ派遣し、福祉圏域における発

達障害者支援のキーパーソンを養成する

滋賀県 生活支援
市町精神障害者生活支援推進事業

（障害者自立支援課）
平成１５年度 3,530

　市町が行う精神障害者通所授産施設等通所交通費補助事業および就業促進補助事業に要する経費

に対して補助を行う

滋賀県 生活支援
精神障害者社会復帰施設運営改善事業

（障害者自立支援課）
平成１０年度 2,640

　精神障害者社会復帰施設通所者の処遇改善および施設の運営改善等に必要な経費に対して補助す

る

滋賀県 生活支援
障害児受入環境改善事業

（子ども・青少年局）
平成１７年度 666

　放課後児童クラ ブにおける障害児の受入に必要となる障害児用の設備の整備や障害児用の遊具・器

具等の購入などの環境改善を行う

滋賀県 生活支援
放課後児童健全育成事業

（子ども・青少年局）
昭和６０年度 41,046

　障害児の在籍する児童クラ ブにおいて、運営費や障害児発育を促すための活動事業に要する経費を

助成する

滋賀県 生活支援
障害児保育事業

（子ども・青少年局）
昭和５５年度 184,500

　保育所に障害児が入所している場合において、障害児の保育に従事する専任の保育士等に係る人件

費に対し補助を行う

滋賀県 生活支援
２４時間対応型利用制度支援事業

（障害者自立支援課）
平成９年度 15,616

　知的障害児(者)やその家族の視点に立ち、障害者のニーズに応じて、各種の在宅サービスを組み合わ

せて、総合的に提供できるようにするための事業を実施する
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

滋賀県 生活支援
重症心身障害児（者）生活支援事業

（障害者自立支援課）
平成１２年度 14,471

　常時の医療的ケアを要する重度障害児（者）を地域で支えるため、ケアマネジメント事業を行うととも

に、養護学校等での医療的ケアのための訪問看護利用助成事業を行う

　さらに重症心身障害者が自立的な地域生活を営むことができるよう医療的ケアホーム運営事業を実施

する

滋賀県 生活支援
在宅重度障害者通所生活訓練援助事業補助

（障害者自立支援課）
平成６年度 35,463

　在宅の重症心身障害児（者）等重度障害者に対する通所による生活訓練等の事業を実施する市町村

に対して補助する

滋賀県 生活支援
在日外国人障害者福祉給付支給助成事業

（障害者自立支援課）
平成８年度 6,300

　昭和５７年１月１日以前に居住している在日外国人障害者で国民年金の給付を受けることができない者

に福祉給付金を支給する市町村に対し補助する

滋賀県 生活支援
スモン障害者採暖費補助

（障害者自立支援課）
昭和５３年度 367 　スモン障害者に対して採暖費の一部を補助する

滋賀県 生活支援
障害者地域生活移行促進事業

（障害者自立支援課）
平成１３年度 117,170

　各福祉圏域のサービス調整会議等の運営に対する支援と三障害の生活支援センターの運営に対す

る支援を行うことにより、地域ケアサービスの充実を図る

　あわせて、障害者アートギャラ リーの運営や音楽祭の開催を支援することにより、障害者芸術・文化活

動の振興を図る

滋賀県 生活支援
障害者自立支援緊急特別対策事業

（障害者自立支援課）
平成１８年度 114,900

　障害者自立支援法の施行によって、障害福祉サービス等の利用者および事業者が受ける急激な変化

を緩和するための緊急かつ特別の対策を行うことにより、障害者のさらなる地域移行の促進を図るとと

もに、障害者自立支援制度を持続可能な制度として確立させることを目的に、市町及び事業者に対し補

助する

滋賀県 生活支援
障害児サポート推進事業

（障害者自立支援課）
平成１６年度 1,723 　軽度障害児の預かり等のサポートを行い、保護者の介護負担の軽減を図る

滋賀県 生活支援
重症心身障害児特別加算事業

（障害者自立支援課）
昭和４５年度 143,616 　重症心身障害児施設の介護体制の改善向上を図り、入所児の処遇の向上を目的に助成する

滋賀県 生活支援
患者と親と医師の地域交流事業補助

（障害者自立支援課）
昭和５９年度 160

　日本精神病院協会滋賀県支部および滋賀県精神神経科医会による患者の社会適応能力の回復と正

しい知識の普及を目的とする事業に対し助成する

滋賀県 生活支援
障害者生活ホーム運営費補助金

（障害者自立支援課）
昭和５６年度 17,952

　家庭環境、住宅事情等の理由により住居を求めている障害者を入居させる障害者生活ホームの運営

に要する経費に対して助成する

滋賀県 生活支援
滋賀県グループホーム整備費補助金

（障害者自立支援課）
平成８年度 16,302

　新たに障害者グループホームを設置するための住居建設、住居購入、住居増改築、住居改修、備品購

入に要する経費に対して助成する

滋賀県 生活支援

自活訓練棟・グループホーム等整備促進事業費補助

金

（障害者自立支援課）

平成１７年度 14,186

　入所施設を運営する法人が、入所者の地域生活への移行を進めるため新たにグループホーム等を

設置するための住居建設、住居購入、住居増改築、住居改修、備品購入に要する経費に対して助成す

る
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

滋賀県 生活支援
知的障害者地域移行モデル事業費負担金

（障害者自立支援課）
平成１９年度 46,645

　県立知的障害者入所更生施設の通所施設等への形態変更に際し、移行先となる事業所等を設置・経

営する法人に対して、障害者の地域での自立生活や就労訓練を総合的に支援するための体制整備に

要する経費の一部を負担する

滋賀県 生活支援
滋賀県児童成人福祉施設協議会補助金

（障害者自立支援課）
平成９年度 400

　心身障害児者を対象に、音楽の持つ力を用いて、情緒の回復、運動機能の回復等を図るために実践

される音楽療法を普及させるため、施設の直接処遇職員等への研修講座の開催および施設や在宅障

害児者への実践活動に要する経費に対して助成する

滋賀県 生活支援
知的障害者自立生活支援事業

（障害者自立支援課）
平成１８年度 3,782 　グループホームに通勤寮の機能付加した自立生活支援ホームの運営に要する経費に対して助成する

滋賀県 生活支援
盲知的障害児生活支援事業

（障害者自立支援課）
平成１８年度 1,050

　視覚障害と知的障害を併せ持つ障害児で養護に欠ける場合に適切な教育を受けられる生活環境を

提供する経費に対して助成する

滋賀県 生活支援
社会的引きこもり対策事業

（障害者自立支援課）
平成１８年度 1,582 　ひきこもりの専門相談窓口を各保健所に設置し、ひきこもり支援体制の確立を図る

滋賀県 生活支援
児童福祉施設利用者負担軽減事業

（障害者自立支援課）
平成１８年度 17,935 　障害児の子育てを支援するため、児童福祉施設利用にかかる負担金を軽減する

滋賀県 生活支援
精神障害当事者活動推進事業

（障害者自立支援課）
平成１８年度 28 　精神障害当事者が自らの経験や能力を生かした支援活動が行えるよう、当事者の人材養成を行う

滋賀県 生活支援
精神障害者地域生活定着支援事業

（障害者自立支援課）
平成１９年度 2,220

　精神科病院に入院中の精神障害者のうち、退院促進の対象となる者の退院後の活動の場としての障

害者支援施設での体験または施設受入を促進し、地域生活への定着を支援する

滋賀県 生活支援
信楽通勤寮ＯＢ相談支援事業

（障害者自立支援課）
平成１９年度 6,144

　信楽通勤寮廃止後も信楽通勤寮ＯＢ等が地域生活を継続できるよう、平成１８年度まで信楽通勤寮が

実施してきた信楽通勤寮ＯＢ等への相談支援事業（アフターフォ ロー事業）を実施する

滋賀県 生活支援
ふれあいホーム推進事業

（障害者自立支援課）
平成１９年度 306

　身体障害者、高齢者または児童が知的（精神）障害者と共に生活するふれあいホームの運営に要する

経費に対して助成する

滋賀県 生活支援
障害者自立支援緊急特別対策事業

（障害者自立支援課）
平成１９年度 6,000

　グループ（ケア）ホームおいて質の高いサービスを確保できるよう、従事する世話人等の人材養成研

修の開催および人材確保のための情報提供事業を実施する

滋賀県 生活環境
公益的施設等整備資金貸付事業

（健康福祉政策課）
平成７年度 51,498

　事業者が行う公益的施設等の新築または既存建築物の整備改善に要する資金の貸付を行うことによ

り、円滑な施設整備を進め、高齢者、障害者等の利便向上と行動範囲の拡大を図る

滋賀県 生活環境
淡海ユニバーサルデザイ ン化事業

（健康福祉政策課）
平成１３年度 68,310

　誰もが利用しやすい施設への整備改善を図るとともに、先導的な取組として県民や事業者へ普及啓発

することを目的として、ユニバーサルデザイ ンの考え方に基づく県立施設の整備を重点的に実施する

滋賀県 生活環境
人にやさしいバス導入促進事業

（健康福祉政策課）
平成１０年度 900

　民間バス事業者が、ノンステップバス導入に要する経費に対し市町村が補助を行う場合、これに要す

る経費に対し補助する
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

滋賀県 生活環境
滋賀県コミュニティバス運行対策費補助事業

（交通政策課）
平成１５年度 －

　コミュニティバス路線の運行を確保するため、当該路線の運行の用に供する車両の購入等を行う市町

を補助することにより、コミュニティバス路線におけるノンステップバス等の導入を支援する

滋賀県 生活環境
単独都市公園事業

（都市計画課）
平成１４年度 39,000 　湖岸緑地にユニバーサルデザイ ンに基づくトイ レを整備する（仮設トイ レを再整備）

滋賀県 生活環境
やさしく歩きやすい道づくり

（道路課）
370,000

　歩行者の安全確保や障害者の社会参加を支援するため歩道の平坦性の確保や、幅の広い歩道の整

備等を行う

滋賀県 生活環境

市町振興総合補助金

（在宅重度障害者住宅改造助成）

（地域振興課）

平成１４年度

既決予算内

(総合補助金

全体額

464,000円)

　市町が行う重度障害者住宅改造助成事業に対して助成する

滋賀県 生活環境

市町振興総合補助金

（身体障害者自動車利用支援）

（地域振興課）

平成１６年度

既決予算内

（総合補助金

全体額

464,000円

　市町が行う身体障害者自動車利用支援事業に対して助成する

滋賀県 教育・育成
世界にひとつの宝物づくり事業

（新産業振興課）
平成１８年度 3,700

　子どもや障害者が、陶芸家やＮＰＯとの協働により「土」という素材を用いて、ものを作ることの喜びや

感動を体感できる教育プログラ ムを実施する

滋賀県 教育・育成
要医療的ケア児童生徒学習支援事業

（学校教育課）
平成１０年度 3,307

　経管栄養や吸引等の医療的ケアを必要とする児童生徒が、宿泊行事（修学旅行含む）や校外学習等の

学校行事に参加しやすくし、かつ安心して学習できるよう支援するため、看護師を派遣する

滋賀県 教育・育成
病弱教育巡回訪問指導教員派遣事業

（学校教育課）
平成９年度 13,707

　病弱養護学校および院内学級のない病院等に長期入院し、教育の機会に恵まれない病気療養児童生

徒（小中）を対象に、学習の補完をはじめ、心理的な安定が図れるよう指導するため、巡回訪問指導教

員を派遣する

滋賀県 教育・育成
特別支援学校運営事業

（教育総務課）
252,011 　県立特別支援学校（１４校）の学校運営を行う

滋賀県 教育・育成
特別支援学校施設管理事業

（教育総務課）
79,031 　県立特別支援学校の学校施設・設備の管理・維持修繕を行う

滋賀県 教育・育成
特別支援学校建設事業

（教育総務課）
4,523,822 　養護学校の再編整備に係る造成工事・校舎建築工事、聾話学校の耐震改修工事等行う

滋賀県 教育・育成
県立障害児教育諸学校への看護師の配置

（教職員課）
平成１７年度 42,589 　医療的ケアを必要とする児童生徒への在籍校へ看護師（非常勤）を配置し、教育環境の充実を図る

滋賀県 教育・育成
私立幼稚園特別支援教育事業

（総務課）
昭和５９年度 1,568

　心身に障害を有する幼児の幼稚園への就園を促進するため、学校法人が行う特別支援教育事業に

対して補助を行う
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（所管課）
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滋賀県 教育・育成
医療従事者の資質の向上

（医務薬務課）
45

　医療従事者の資質向上を図るため、（社）滋賀県理学療法士会が実施する研修会の開催に要する経

費に対して助成する

滋賀県 教育・育成
「（仮称）滋賀の福祉」編纂発行事業

（障害者自立支援課）
平成１８年度 4,700

　糸賀一雄氏に端を発する本県障害福祉の先駆的な取り組みやその風土を後世に伝えていくために、こ

れらの取り組みを総括し、福祉職やそれを目指す者への教材として冊子にまとめる

滋賀県 教育・育成
特別支援教育推進体制整備事業

（学校教育課）
平成１６年度 2,469

　ＬＤ，ＡＤＨＤ、高機能自閉症等を含めた障害のある児童生徒の自立や社会参加に向けて、その一人ひ

とりの教育的ニーズに応じた適切な教育支援を行う特別支援教育の推進体制を整備するため、特別支

援教育コーディネーターを養成し、巡回相談員によるコーディネーター等への相談、助言等を行います

（対象）特別支援教育体制推進事業（国事業）の対象市町以外の市町

滋賀県 教育・育成
特別支援教育担当教員派遣研修の実施

（教職員課）
平成１９年度 14,259

　地域の特別支援教育のリーダーとなる中核的な教員を育成するため、小・中学校教員を大学へ研修派

遣する

滋賀県 雇用・就業
障害者雇用創出事業

（障害者自立支援課）
平成１７年度 28,980

　継続的に働くための支援を行う機能を有しつつ、労働法規を適用する新たな就労の場「社会的事業

所」の運営や整備に必要な経費に対して助成する

滋賀県 雇用・就業

働き・暮らし応援センター事業

（障害者自立支援課）

（労政能力開発課）

平成１７年度
9,844

12,833

　地域の障害者の職業生活における自立を図るため必要な支援を継続して行う「働き・暮らし応援セン

ター」を整備し、生活支援ワーカ ー、就労サポーター、雇用支援ワーカ ー、職場開拓員を配置する経費

に対して補助する

　また、働き・暮らし応援センターの機能が有効に発揮されるようバックアップ体制を整備するとともに、

障害者の就労体験を実施するために必要な経費に対して補助する

滋賀県 雇用・就業
雇用開発協会（障害者雇用）補助事業

（労政能力開発課）
昭和５０年度 500

　社団法人滋賀県雇用開発協会が行う、障害者の雇用の促進およびその職業の安定を図るために行う

事業に対して助成する

滋賀県 雇用・就業
障害者雇用支援事業

（労政能力開発課）
平成７年度 3,847

　就職が特に困難な障害者の職業的自立を図るための職場実習訓練等を行う「障害者雇用支援セン

ター」の運営費に対して助成する

滋賀県 雇用・就業
チャレンジドＷＯＲＫ運動推進事業

（労政能力開発課）
平成１７年度 1,606

　障害者の就労に関する事業者や県民の理解・関心を深め、障害者雇用の促進を喚起するとともに、企

業との連携により障害者の就労を支援するため、トラ イ ＷＯＲＫ推進事業、知事表彰や就職面接会など

を実施する

滋賀県 雇用・就業
障害者雇用好事例集作成事業

(労政能力開発課）
平成１９年度 3,500

　障害者の雇用管理に対する理解を促進し、障害者雇用の意欲を高めるため、積極的に障害者を雇用

している企業事例を収集し、障害者未雇用企業等への普及啓発用資料として事例集を発行する

滋賀県 雇用・就業
障害者共同作業所利用事業

（障害者自立支援課）
昭和５９年度 300,527

　運営費補助では、一般企業で働くことが困難な障害者の就労及び活動の場である共同作業所が、安定

した事業を継続できるよう、運営面での支援を行う

滋賀県 雇用・就業 地域活動支援センター運営費補助金 平成１８年度 110,668
　障害者の働く場、重度障害者の創作活動など日中活動の場として役割を明確にした「地域活動支援セ

ンター」に対する運営費の助成を行う
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滋賀県 雇用・就業
障害者職場実習推進事業

（障害者自立支援課）
平成１３年度 5,364

　知的障害者および精神障害者の就労支援および障害者理解の促進を図ることを目的として、県の職

場を活用した職場実習を行う

滋賀県 雇用・就業
法定事業移行促進整備事業

（障害者自立支援課）
平成１９年度 3,500

　共同作業所が障害者自立支援法の法定事業へ移行するために必要な施設・設備の整備および地域

活動支援センターの整備を促進する

滋賀県 雇用・就業
就労継続支援事業（Ａ型）設置促進事業

（障害者自立支援課）
平成１９年度 3,564

　就労継続支援事業Ａ型への移行事業所に対し、社会保険料事業主負担の一部を補助し、Ａ型事業所

の設置を促進する

滋賀県 雇用・就業
社会就労事業振興センター運営事業

（障害者自立支援課）
平成１０年度 10,139

　共同作業所や授産施設等の安定した収益の確保や障害者のニーズに応じた授産事業等の促進を図

るための総合的な支援機能を持つセンターの運営事業費に対して助成する

滋賀県 雇用・就業
湖西なごみの森づくり推進事業

(高島県事務所）
平成１９年度 1,136

　森の荒廃を防ぎ陽光の射す健康な森づくりを障害者とともに取り組むことで、障害者に地域における就

労の場と社会に貢献する場を創出するとともに、豊かな森と障害者が暮らしやすい地域づくりを進める

滋賀県 雇用・就業

精神保健職業リハビリテーショ ン事業

（精神障害者社会適応訓練事業）

（障害者自立支援課）

平成６年度 5,727

　回復途上にある精神障害者を一定期間事業所に通わせ、実際の就労の場において集中力や対人能

力、環境適応能力等の涵養を図るための社会適応訓練を行い、再発防止および社会的自立を促進し、

社会復帰を図る

滋賀県 雇用・就業
精神障害者共同作業所設置運営助成事業

（障害者自立支援課）
平成３年度 65,051

　精神障害者の社会復帰を促進すべく、精神障害者共同作業所の整備および運営に要する経費を助

成する

滋賀県 保健・医療
精神障害者通院医療費助成事業

（障害者自立支援課）
平成１４年度 26,896

　精神障害者の社会参加を支援していくためには、精神障害者が入院することなく在宅で安心して通院

医療を受けられることが必要であることから、自立支援医療（精神通院医療）にかかる自己負担分を助

成する

滋賀県 保健・医療
酒害対策事業

（障害者自立支援課）
昭和５９年度 150

　滋賀県断酒同友会が実施する酒害相談および酒害指導に係る事業の実施に要する経費に対して補

助する

滋賀県 保健・医療
発達障害児支援対策事業

（健康推進課）
平成１７年度 486 　発達障害児の早期発見・早期支援体制の充実のため、母子保健関係者への研修等行う

滋賀県 保健・医療
臓器移植普及啓発事業

（健康推進課）
平成２年度 800 　臓器移植に関する正しい知識の普及啓発事業を（財）滋賀県健康づくり財団に委託して実施する

滋賀県 保健・医療
骨髄移植対策推進事業

（健康推進課）
平成５年度 490 　骨髄提供希望者確保のため、保健所でのドナー登録受付を行う

滋賀県 保健・医療
透析患者対策事業費補助金

（健康推進課）
平成２年度 900

　（社）滋賀県腎臓病患者福祉協会が実施する救急時用の透析患者識別物品作成事業、腎移植等につ

いての学習会の開催に対して助成する

滋賀県 保健・医療
臓器移植コーディネーター設置費補助

（健康推進課）
平成７年度 7,103

　臓器移植の円滑な実施を図るために、（財）滋賀県健康づくり財団における臓器移植コーディネーター

の設置に対して助成する
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滋賀県 保健・医療

療育発達相談指導事業

（小児慢性疾患児等支援事業）

（健康推進課）

昭和５２年度 2,794
　市町が行う乳幼児健康診査、発達相談指導事業を支援するため、複雑困難事例等に対して、児童を総

合的に把握し、問題解決のため保健所で医師、保健師等のチームによる相談事業を行う

滋賀県 保健・医療
小児保健医療センター運営費（保健指導部運営費）

（健康推進課）
昭和６３年度 124,412

　乳幼児健康管理システムの三次レベルの事業を展開し、小児保健サービスを提供する（精密検査事

業、専門職員の派遣、研修事業、遺伝相談事業、調査研究事業等）

滋賀県 保健・医療
障害児（者）歯科治療事業

（健康推進課）
昭和５５年度 25,872

　 （社）滋賀県歯科医師会に委託して、在宅および施設に入所している心身障害児（者）の歯科治療・歯

科健診および関係者への歯科衛生教育を行う

滋賀県 保健・医療
障害児巡回歯科保健指導事業

（健康推進課）
昭和６０年度 1,625 　地域療育教室に通う乳幼児を対象に歯科保健指導を行う

滋賀県 保健・医療
在宅重症心身障害児（者）訪問指導

（障害者自立支援課）
647 　在宅重症心身障害児（者）を子ども家庭相談センター職員、療育指導員等が訪問し、指導・助言を行う

滋賀県 保健・医療
障害児童クラ ブ支援事業費補助

（障害者自立支援課）
平成１３年度 15,763

　学齢障害児を対象に、当該児童の健全育成等に資する活動を行う団体に助成を行う市町村に対して

補助を行う

滋賀県 保健・医療
サマーホリデーサービス事業費補助

（障害者自立支援課）
平成２年度 8,768

　夏期休暇期間中の心身障害児に対し、創作的活動やレクレーショ ン等のサービス事業を実施する市

町村等に助成を行う

滋賀県 保健・医療
こなん障害者歯科にこにこ事業

（南部振興局）
平成１６年度 1,402

　管内の障害者授産施設、作業所等通所施設利用者に対して歯科健診および歯科保健指導等を実施

し、歯科医療関係者の障害者への対応方法や認識の変化を求め、障害者歯科医療を積極的に行う歯科

医療機関の増加を図るとともに、本人、家族や通所施設職員の歯科保健意識の向上を図り、地域の身

近な歯科医療機関で治療や定期検診等が安心して受けられる体制を構築する

滋賀県 保健・医療
重度障害者（児）福祉医療費補助

（障害者自立支援課）
昭和４８年 1,133,314 　重度心身障害者（児）の保健の向上と福祉の増進を図るために、医療費の一部を助成する

滋賀県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

広報テープ版・点字版の発行

（広報課）
3,290

　県広報誌「滋賀プラ スワン」より、県政情報をテープ版および点字版にして発行（テープ版：４１８本*１

２回/年、点字版：３１０部＊１２回/年）

滋賀県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

県ホームページのバリアフリー化

（広報課）
平成１７年度 690 　県ホームページに音声読み上げや文字拡大の機能等を付加するなどバリアフリー化を進める

滋賀県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

県政放送番組における手話通訳の導入

（広報課）
平成１４年度 16,900

　県政情報を、手話と字幕スーパーでお知らせする「手話タイ ムプラ スワン」（月・１０分間）を放送（年４０

回）

滋賀県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

甲賀地域障害者自立支援・ふれあいねっとモデル事

業

（甲賀県事務所）

平成１８年度 2,078

　「甲賀地域の障害者・家族等に福祉サービス情報を提供するホームページ（Webサイ ト）」の掲載内容

を充実するとともに、「障害福祉相談支援機関等を結ぶ情報通信ネットワーク（グループウェ ア）」の利用

の拡大を図る
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滋賀県 国際協力
糸賀一雄記念財団運営費補助金

（障害者自立支援課）【再掲】
平成８年度 14,082

　今後の滋賀の福祉の発展と人づくり・意識づくりに資するため、第１１回糸賀一雄記念賞の授賞式等事

業が円滑に行われるよう運営経費の助成を行う

滋賀県 その他
県民活動支援総合推進

（県民活動課）
平成９年度 9,082

　ボラ ンティア活動やＮＰＯ活動など県民の自主的で社会的な活動がより広範で活発なものになるよう、

セミナー等の普及啓発活動を実施するとともに、ＮＰＯと行政の協働を推進するために、しがＮＰＯ協働

プロジェ クトの実施や、お互いの持つ情報を公開、共有できる情報ネットワークシステム（協働ネットし

が）の運用を行う

滋賀県 その他
（財）淡海文化振興財団支援

（県民活動課）
平成９年度 82,851

　県民の主体的な活動を総合的に支援するため、（財）淡海文化振興財団が実施する情報提供、交流、

活動活性化、人材育成等事業の運営に対して支援を行う
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京都府 生活支援
重症心身障害者通所援護事業

（障害者支援室）
平成２年度 33,960

　在宅重症心身障害者にデイ サービスの機会を設けて、日常生活動作、運動機能等に係る訓練指導等

を行うことにより、運動機能の低下防止・発達と保護者の介護負担の軽減を図り、もって在宅重症心身障

害者の福祉の向上を図る

京都府 生活支援
重度障害者等サービス利用支援事業費

（障害者支援室）
平成１５年度 24,974

　重度・重複障害者等が支援費制度サービスを適正かつ円滑に利用するため、府独自の単価加算を行

う

京都府 生活支援
総合相談支援体制整備事業

（障害者支援室）
平成１７年度 35,000 　障害別となっている生活支援センターを３障害対応の総合窓口として機能強化する

京都府 生活支援
重度重症心身障害児特別保護費

（障害者支援室）
昭和４４年度 93,727

　重度知的障害児、重症心身障害児が入所する民間児童福祉施設の円滑な運営を図るため、特別保護

費を支給し、重度重症心身障害児施設の受入の積極化及び処遇の充実を図る

京都府 生活支援
全国車いす駅伝競走大会開催費

（障害者支援室）
平成元年度 16,500

　全国車いす駅伝競走大会の開催に要する経費を助成し、障害者スポーツの一層の振興を図るととも

に、障害に対する理解と認識を深める

京都府 生活支援

障害者ふれあい広場「スポーツ・レクリエーショ ン

フェ スティバル」

（障害者支援室）

昭和３８年度 9,900

　障害者をはじめ多くの府民が参加し、ともに楽しみ、ふれあい交流できる大会として実施し、障害者に関

する理解の促進を図るとともに、障害者スポーツの振興と合わせて障害者のレクリエーショ ンの機会の

増大を図る

京都府 生活支援

京都障害者芸術祭（「京都とっておきの芸術祭」）開催

事業

（障害者支援室）

平成７年度 2,500
　京都の歴史と文化を基盤として、障害者の芸術紹介、育成を行う「京都とっておきの芸術祭」の開催等

を通じて、障害者の芸術文化活動の可能性を切り拓き障害者の社会参加の促進を図る

京都府 生活支援
ひきこもり専門相談窓口設置事業

（障害者支援室）
平成１７年度 2,700   精神保健福祉総合センターに「ひきこもり専門相談窓口」を設置する

京都府 生活支援
在日外国人無年金障害者特別給付金補助事業

（障害者支援室）
平成１６年度 15,220

　国民年金制度の改正に伴い、障害基礎年金を受け取ることのできない重度の障害のある在日外国人

に対し、支援措置として給付金を支給する

京都府 生活支援
京都府障害者福祉サービス等利用支援事業

（障害者支援室）
平成１８年度 294,522 　障害者自立支援法の施行（平成18年4月）に伴う自己負担額の増加に対し、府独自の支援策を実施

京都府 生活支援
京都府障害児福祉サービス等利用支援事業

（障害者支援室）
平成１８年度 15,449

　障害者自立支援法により障害児施設利用について1割負担及び食費等の実費負担が導入されるが保

護者の急激な負担増に対し子育て支援激変緩和の視点から府独自策を実施

京都府 生活環境
福祉のまちづくり推進事業（普及・啓発）

（福祉のまち推進室）
平成７年度 2,000

　「福祉のまちづくり」を府民総参加で進め、府民や事業者の福祉のまちづくりへの理解を深めるため、

様々な啓発活動を行う

京都府 生活環境
歴史的文化財共有のための環境づくり推進事業

（福祉のまち推進室）
平成７年度 5,000

　歴史的文化財を広く一般に公開している既存の施設について、障害者等に配慮された整備を行う事業

者に対し補助する

京都府 生活環境
住宅資金融資対策事業

（住宅課）
昭和４６年度 3,616

　一般の住宅建設・リフォ ームに融資を行うほか、バリアフリー化等、一定の要件を満たす住宅リフォ ー

ムに対し、低利融資を行う

91



自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

京都府 生活環境
鉄道駅舎バリアフリー化設備整備事業

（交通対策課）
平成７年度 105,300

　府域における交通拠点となる鉄道駅舎を対象に、高齢者・身体障害者等の移動円滑化を図るため、

関係市町とともに鉄道事業者に対し、バリアフリー化に係る整備費の一部を補助する

京都府 生活環境
ファ ックス警察110番・メール１１０番

（警察本部）

ＦＡＸ：

平成２年度

メール：

平成１３年度

－
　言語機能又は聴覚に障害のある人が、不測の事態に陥いるなどした場合の通報手段として、ファ ック

ス警察１１０番及びメール１１０番を運用している

京都府 教育・育成
特別支援学校文化・スポーツ交流事業

（特別支援教育課）
平成２年度 4,420

　特別支援学校の幼児、児童及び生徒が優れた文化に直接触れ、また、スポーツを通じた交流を行うこ

とにより、豊かな心を育てるとともに、社会性や協調性など社会自立の基礎を養う

・芸術鑑賞会（音楽、観劇等）

・高等部スポーツ交流会（ソフトボール、卓球、卓球バレー等）

京都府 教育・育成
特別支援学校ふれあい体験学習実施費

（特別支援教育課）
平成８年度 2,300

　高等部生徒の自立と社会参加を支援し、障害のある生徒に対する理解啓発、企業の理解促進のた

め、京都市内のデパート展示場において、学習成果の発表・販売学習等を行う

京都府 教育・育成
特別支援学校ボラ ンティア活動推進事業

（特別支援教育課）
平成１１年度 1,600

　特別支援学校において、ボラ ンティア養成講座を実施し、障害のある児童・生徒の地域生活を支える

ボラ ンティアを養成するとともに、児童・生徒がボラ ンティア活動に取組み、自立と社会参加を促進する

京都府 教育・育成
特別支援学校医療専門職派遣事業

（特別支援教育課）
平成１５年度 2,000

　障害の重度・重複化、多様化に伴い、教職員に対し校内研修等様々な機会に、児童生徒の障害の状況

や対応等について医師等専門職の指導助言を得る

　また、医療的ケアが必要な児童・生徒が校外活動等に参加する際、看護師を派遣する

京都府 教育・育成
特別学校・地域等連携推進事業

（特別支援教育課）
平成１５年度 3,000

　地域における様々な資源と連携を取りながら、障害のある児童・生徒や保護者並びに幼稚園、小・中・

高等学校教員等に対する相談と支援を行う

　更に、平成１９年度からは全府立特別支援学校に地域特別支援センターを設置及び専任で相談業務や

支援計画の調整などを行う「地域支援コーディネーター」の配置により、地域の学校等の障害のある子

どもへの教育相談等の支援の充実を図る

京都府 教育・育成
京のわくわく探検事業

（社会教育課）
平成１７年度 8,000

　障害のある子どもも一緒になり、地域の実情にあわせて伝統文化に触れるなど京都らしい体験活動や

学校を活用した体験活動を市町村又は団体に委託して実施

京都府 教育・育成
聴覚障害者社会教育指導者研修会

（社会教育課）
平成１６年度 400

　聴覚障害者の豊かな生活に向けての学習活動や社会参加の促進を図るため、実践活動を交流・協議

するとともに、聴覚障害者の人権に関する学習活動を推進するために必要な指導者の資質向上を図る

ための研修会を実施

京都府 教育・育成
視覚障害者社会教育指導者研修会

（社会教育課）
平成１６年度 424

　視覚障害者の豊かな生活に向けての学習活動や社会参加の促進を図るため、実践活動を交流・協議

するとともに、視覚障害者の人権に関する学習活動を推進するために必要な指導者の資質向上を図る

ための研修会を実施
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京都府 教育・育成
特別支援教育充実事業

（教職員課）
平成１８年度 220,000

　ＬＤ、ＡＤＨＤ等の発達障害により学習や生活面で困難を示す児童生徒に対して、必要な教育的支援を

行うため、府内の小中学校に非常勤講師を配置

京都府 雇用・就業
障害者共同作業所入所訓練助成事業

（障害者支援室）

心身

昭和５１年度

精神

昭和５２年度

359,794

　就業又は一般企業に雇用されることが困難な在宅の障害者を対象に、生活指導や作業訓練（医学的

管理のもとに機能回復指導や生活適応訓練）等を行う共同作業所の運営に対して助成を行い、障害者

の自立と社会参加の促進を図る

京都府 雇用・就業
授産振興センター運営費

（障害者支援室）
平成７年度 30,033

　授産製品の販路拡大や共同受注、製品技術向上事業などを推進し、授産事業の振興を目指す「京都

授産振興センター」の運営に対し助成する

京都府 雇用・就業
共同作業所等フロンティア事業

（障害者支援室）
平成１６年度 1,000

　授産活動の新分野として「農業」に着目し、事業実施に必要な施設設備整備に助成し授産活動活性化

を図る

京都府 雇用・就業
ゆめこうば支援事業等

（障害者支援室）
平成１７年度 29,000

  障害者の職業能力を開発し、福祉的就労から一般就労への移行を促進するために、施設(授産施設・

小規模通所授産施設)入所・通所者を対象に就労訓練及び企業実習を行う

　また、就労意欲がある障害者に雇用の場を確保するため、障害者雇用を前提に起業した事業所に助

成を行う

京都府 雇用・就業
障害者就職促進対策事業

（総合就業支援室）
平成５年度 2,000

　障害者の有効求職者が年々増加する中、求職者により多くの企業情報を提供するとともに、企業に障

害者を紹介する場を提供することにより、障害者の就職促進を図る

京都府 雇用・就業
障害者雇用促進セミナー開催

（総合就業支援室）
平成１０年度 520

　集中的に啓発すべき事業所を対象に障害者雇用促進セミナーを開催し、障害者の能力の正しい理解

と府内の障害者雇用の促進を図る

京都府 雇用・就業
障害者雇用促進事業助成

（総合就業支援室）
昭和５１年度 1,000

　障害者の雇用に関する諸問題を自主的に研究し、啓発することを目的とする（社）京都府高齢者・障害

者雇用支援協会に助成し、障害者の雇用促進を図る

京都府 雇用・就業
障害者就労支援特別チーム事業

（総合就業支援室）
平成１９年度 8,500

　高等技術専門校に新たに特別チームを設置し、障害者一人ひとりの就業支援や事業所への求人開拓

等を総合的・機動的に行う

京都府 雇用・就業
中小企業金融対策

（金融・組合室）
平成１５年度 －

　中小企業を対象とした融資制度の中で、障害者雇用に積極的に取り組んでいる企業向けの貸付メ

ニューを設けている

京都府 雇用・就業
京都産業立地戦略21特別対策事業費補助金

（企業立地推進室）
平成１９年度 800,000

　企業誘致・雇用確保のための補助金。うち、新規地元雇用者の数に応じて交付される部分について、

障害者の場合、その単価を高く設定している

京都府 保健・医療
重度心身障害児（者）医療助成事業

（医療保険室）
昭和５０年度 1,364,974

　重度心身障害児（者）の健康の保持と福祉の向上を図るため、市町村が実施する重度心身障害者事

業に要する経費について、補助金を交付する

京都府 保健・医療
視力障害児療育訓練委託事業

（障害者支援室）
昭和５６年度 15,937

　在宅視力障害児を通所させ、あるいは指導員の家庭訪問により、社会生活適応訓練を実施するととも

に、保護者に対し療育に関する助言・指導を行う
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京都府 保健・医療
心身障害児季節療育支援事業

（障害者支援室）
平成２年度 7,000

　養護学校に在籍する障害児の夏休み期間等の長期休暇期間中における必要な療育を確保すること

により、障害児の健全な育成に寄与するとともに、保護者の介護負担を軽減する

京都府 保健・医療
じん臓機能障害者通院交通費助成事業

（障害者支援室）
昭和５０年度 3,000

　じん臓の機能に障害のある者が、障害に基づく症状を軽減又は除去する目的で、医療機関において

慢性透析療法による医療の給付を受けるため、通院交通費を支払った場合、その一部を助成すること

により、負担の軽減を図る

京都府 保健・医療
障害者自立支援医療特別対策費

（障害者支援室）
平成１９年度 17,000

　身体障害者手帳３級認定者のうち、主に呼吸器機能障害で在宅酸素療法を受けている者及び直腸機

能障害に伴い身体機能の低下を補うために継続的に医療を受けている者に対し、その医療費の助成を

行う

京都府
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

情報バリアフリーの人・まちづくり事業

（障害者支援室）
平成１６年度 2,000

　手話奉仕員で、手話を通じたボラ ンティア活動を希望する府民を対象に手話技術の向上やボラ ンティ

ア活動に必要な知識の習得等の講座を実施する
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大阪府 啓発・広報
障害者週間事業

（障害保健福祉室計画推進課）
昭和５６年度 1,403 　障害者週間中、「大阪ふれあいキャンペーン」等の啓発活動を実施

大阪府 啓発・広報
障害者問題啓発事業

（障害保健福祉室計画推進課）
昭和６０年度 700 　「障害者作品展」開催にかかる経費に対する助成

大阪府 生活支援
身体障害者手帳診断助成事業

(障害保健福祉室地域生活支援課)
昭和２５年度 27,765

　身体障害者手帳の交付を申請するときは、大阪府が指定する医師の診断書が必要であるが、この診

断料について、市町村民税非課税世帯に属する者に対し市町村が診断料助成を行う場合、市町村に対

し補助を行う

大阪府 生活支援
身体障害者相談員設置事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
昭和４２年度 6,928

　身体に障害のある者の相談に応じ、必要な指導を行うとともに、地域活動の推進、関係機関の業務に

対する協力、身体に障害のある者に対する府民の認識と理解を深める等身体障害者の福祉の増進に

資する

大阪府 生活支援
知的障害者相談員設置事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
昭和４３年度 3,648

　知的障害者の地域における日常生活、療育上の諸問題について、知的障害者又はその保護者からの

相談に応じるとともに、関係機関の業務の円滑なる遂行及び府民の知的障害者援護思想の普及に努め

ることによって知的障害者の福祉の増進を図る

大阪府 生活支援
大阪府重度身体障害者浴そう等給付事業

(障害保健福祉室地域生活支援課)
昭和４７年度 5,862

　日常生活がより円滑に行われるために要綱（大阪府重度身体障害者浴そう等給付事業実施要綱）別

表の障害のある者に対し、必要に応じて浴そう等を給付する

大阪府 生活支援
特別補聴器交付事業

(障害保健福祉室地域生活支援課)
昭和４８年度 891

　児童福祉法により補装具として交付される補聴器以上の高性能の補聴器を必要とする重度難聴児及

び身体障害者手帳の交付対象とならない軽度難聴児に対して特別補聴器を交付する

大阪府 生活支援
在宅重度障害児（者）介護手当給付事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
昭和４９年度 233,746

　常時複雑な介護を必要とする在宅の重度障害者の介護者に対して手当を支給することにより、介護者

の負担の軽減を図り、もって重度障害者の福祉の増進に資する

大阪府 生活支援
重度障害者特例支援事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
平成６年度 51,637

　重度の障害がある在日外国人等で、年金制度上の理由により国民年金法に規定する障害基礎年金

を受給できない障害者に対し、その自立生活を支援し、もってこれらの者の福祉の増進に資することを目

的とする

大阪府 生活支援
障害児（者）地域療育等支援事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
平成８年度 133,690

　在宅の重症心身障害児（者）、知的障害児（者）、身体障害児の地域における生活を支えるため身近な

地域で療育指導、相談等が受けられる療育機能の充実を図るとともに、これらの療育機能を支援する都

道府県域における療育機能との重層的な連携を図ることで、福祉の向上を図る

大阪府 生活支援
障害者グループホーム等設置促進事業

（障害保健福祉室地域生活支援課）
平成１５年度 1,000

　グループホーム・ケアホームの世話人の確保、基本的な知識・技能の修得のための養成研修を実施す

るとともに、現在、世話人、生活支援員として働いている者を対象に現任研修を実施し、グループホー

ム、ケアホームのサービス向上を図る

大阪府 生活支援
地域移行促進事業

（障害保健福祉室施設課）
平成１５年度 29,569

　入所施設利用者の地域生活への移行の促進や、施設における自活訓練事業への取り組みを促進させ

るため、施設に対する設備等の助成や、訓練成果向上等に資する事業メニューの実施、また、重度身体

障害者向けにも、自活訓練モデル事業を創設

95



自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

大阪府 生活支援
地域における障害児等の受入れのための支援事業

（児童家庭室子育て支援課）
平成１５年度 208,080 　保育所及び放課後児童クラ ブにおいて障害者を受け入れる事業について市町村に対して助成する

大阪府 生活支援
視覚障害幼児療育指導事業

（児童家庭室子育て支援課）
昭和６１年度 2,639

　視覚障害幼児の発達保障に寄与するため、就学前の視覚障害幼児とその保護者に対し、必要な指導と

援助を行う

大阪府 生活支援
精神障害者相談員設置事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
平成１６年度 2,703

　精神障害者の相談に応じ、必要な助言を行うとともに、地域活動の推進、関係機関の業務に対する協

力、精神障害に対する府民の認識と理解を深める等精神障害者の保健・医療・福祉の増進に資する

大阪府 生活支援
障害者ピアカ ウンセラ ー現任研修事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
平成１６年度 3,982 　障害者ピアカ ウンセラ ー養成研修事業修了者等に対してスキルアップのための現任研修を実施する

大阪府 生活支援
障害者生活支援センターパワーアップ事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
平成１６年度 32,000

　生活支援センターにケアマネジメント推進員を配置し、より専門的なケアマネジメント相談支援体制の構

築を図る

大阪府 生活支援
障害者サービス利用サポート事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
平成１７年度 64,000

　地域における障害者の相談支援をきめ細かく実施することができるように、障害者施設に新たに地域

生活サポーターを配置し、身近な地域における相談支援機能を拡充するとともに入所施設からの地域

移行の推進を図る

大阪府 生活支援
障害者地域移行支援センター事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
平成１７年度 197,800

　居住の場（グループホーム）及び日中活動の利用調整をおこなうとともに、グループホーム等の社会資

源の開拓取り組む地域移行支援センターを設置することにより、地域生活基盤の整備並びに施設から

地域への移行促進を図る

大阪府 生活支援
大阪あんしん賃貸支援事業

（居住企画課）
平成１８年度 0

　府内の民間賃貸住宅に入居を希望する障害者、高齢者、外国人、子育て世帯等（以下「障害者等」とい

う）が円滑に入居できるよう、府、市町村、宅地建物取引業団体等が連携して、障害者等の入居を拒まな

い民間賃貸住宅等の登録及びこれら情報の提供を行う

大阪府 生活支援
障害者自立相談支援センター事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課）
平成１９年度 23,173

　大阪府身体障害者更生相談所と大阪府知的障害者更生相談所を統合し、障害特性に応じた総合的な

支援を行う

大阪府 生活支援
障害者グループホーム緊急対策事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
平成１９年度 49,600

　グループホーム等の新体系への円滑な移行を支援するとともに、安定した運営を図るため、新体系で

の指定基準、報酬基準等において安定した運営を継続するための規模拡充や入所施設等からの地域移

行者を受け入れるため、グループホーム等の設置促進を図るとともに、グループホーム等利用者の入

院等の緊急事態に対応するための支援体制の強化を図る

大阪府 生活支援
障害者グループホーム等機能強化支援事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課）
平成１９年度 228,738

　グループホーム等の利用者に対し、ソーシャルスキルを高める働きかけや日中活動に向けた指導、関

係機関との調整を行う機能を持つグループホーム等に補助することで、入所施設、病院等からの障害者

の地域移行を促進するとともに、グループホーム等を利用する障害者が地域において自立した生活を

行うことを支援する
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大阪府 生活環境
音声付歩行者感知信号機整備事業

（府警本部交通規制課）
昭和６３年度 2,299

　これまでの歩行者感知信号機（横断歩行者を光センサーで感知し、青色に変える）に音声（「ピンポー

ン青になるまでしばらくお待ち下さい」等）を付加し、信号表示を案内することにより、高齢者や弱視者等

の安全横断支援及び乱横断の防止を図ろうとするもの

大阪府 生活環境
交通安全施設整備事業

（交通道路室交通対策課）
平成５年度 143,500 　歩道の段差解消や有効幅員の確保等を実施する

大阪府 生活環境
重度障害者等住宅改造助成事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
平成７年度 100,000

　重度障害者等が、住み慣れた地域で、自立し、安心して生活ができるよう日常生活の基礎となる住宅の

改善を促進し、生活の利便性を図る

大阪府 生活環境
ヒーリングガーデナー養成・支援事業

（公園課）
平成８年度 0

　高齢者や障害者が安心して府営公園を利用できるようにサポートを行うボラ ンティアの養成・支援を

行う

大阪府 生活環境
障害者芸術・文化促進事業

（障害保健福祉室自立支援課）
平成１３年度 28,377

　障害者の芸術・文化の拠点として設置された国際障害者交流センター（ビック・アイ ）において、障害者

の芸術・文化活動を通じた社会参加の促進を図るため、日頃の練習成果を発揮できる機会を提供する

「大阪府障害者芸術・文化フェ スタ」の開催や、障害者が、芸術・文化活動を行うきっかけとなるよう、演

劇、音楽等の専門家による指導を行う「大阪府障害者芸術・文化オープンカ レッジ」を開催している

大阪府 生活環境
触知式信号機設置事業

（府警本部交通規制課）
平成１７年度 5,252

　従来、整備してきた視覚障害者用の音響ポール先端部に青信号と連動して鳴動するバイ ブレーター機

能を追加することにより、視覚障害者等の交差点における安全な横断を確保しようとするもの

大阪府 生活環境
福祉施設指導者のための農産園芸福祉実践講座

（農政室推進課）
平成１７年度 865

　障害者等が農産園芸活動を実践し、その効果を最大限に活かせるよう、「社会福祉施設等指導者のた

めの農産園芸福祉現場研修コース」を開催し、農産園芸活動を効果的に実施するための栽培技術等に

ついて、現地指導を行う

大阪府 教育・育成
フレンドシップキャンプ事業

（生活文化部次世代育成支援室青少年課）
昭和５７年度 1,380

　障害のある青少年が自然の中で野外活動を行い、仲間との共同生活を通して、社会参加の契機とす

る

　また、障害のない青少年との相互交流を深める契機とする

大阪府 教育・育成
知的障害のある生徒の教育環境整備事業

（教育委員会教育振興室障害教育課）
平成１８年度 56,435

　知的障害のある生徒の後期中等教育の充実のため、府立高校において「共に学び、共に育つ」を推進

する環境を整備する

大阪府 教育・育成
市町村医療的ケア体制整備推進事業

（教育委員会教育振興室障害教育課）
平成１８年度 43,990

　医療的ケアを必要とする児童生徒のために、看護師を配置する市町村に対し、その経費の一部を補

助する

大阪府 教育・育成
ワークチャレンジネットワーク事業

（教育委員会教育振興室障害教育課）
平成１９年度 1,000

　養護学校が商工会・商工会議所との緊密な連携を図りながら、地域に根ざした継続的な就労支援を展

開し、就職先や実習先の開拓、企業の理解啓発を促進する

大阪府 雇用・就業
視覚障害施術者知識普及事業

（医務・福祉指導室医療対策課）
昭和４８年度 2,587 　視覚障害施術者に対し、最新の技術の習得と資質の向上を図るために講習会を実施する

大阪府 雇用・就業
視覚障害者施術所整備運営助成事業

（医務・福祉指導室医療対策課）
昭和４９年度 3,443

　視覚障害者が開設する施術所の施設・設備整備を行う際の事業資金融資について、信用保証料を交

付することにより、設備促進を図る
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大阪府 雇用・就業
障害者福祉作業所運営事業

（障害保健福祉室施設福祉課）
昭和５３年度 518,500

　障害者が通所する小規模な福祉作業所に対して、市町村を通じて助成することにより、事業運営の安

定化並びにこれらの障害者の自立・社会参加の促進を図る

大阪府 雇用・就業
大阪府授産事業振興センター管理費

（障害保健福祉室施設福祉課）
平成５年度 12,575

　大阪府内の授産事業の振興と授産施設運営の安定を図ることにより、授産施設における障害者の処

遇向上と障害者の社会参加の促進に資する

大阪府 雇用・就業
障害者就業・生活支援センターステップアップ事業

(雇用推進室雇用対策課）
平成１２年度 30,000

　障害者就業・生活支援センターの指定に向けた実績づくりを行う社会福祉法人等に対する市町村への

補助

大阪府 雇用・就業
障害者就業・生活支援準備センター活動促進事業

(雇用推進室雇用対策課）
平成１３年度 1,884

　障害者就業・生活支援センターの指定に向けた実績づくりを行う社会福祉法人等にアドバイ ザーを派

遣する

大阪府 雇用・就業
小規模通所授産施設運営費助成事業

（障害保健福祉室施設福祉課）
平成１３年度 1,184,650

　社会福祉法の施行により、「小規模通所授産施設」の設立が可能となり、障害者福祉作業所の認可施

設への移行を促進するため、市町村を通じて助成することにより、障害者の自立と社会参加を支援する

大阪府 雇用・就業
重度障害者職域、訓練科目開発研究事業

(雇用推進室雇用対策課）
平成１３年度 2,086 　重度視覚障害者の職域・訓練科目の開発に関する研究会の開催

大阪府 雇用・就業
企業研修会開催事業

(雇用推進室雇用対策課）
平成１３年度 415 　企業担当者が障害者雇用を自ら考える機会を提供するためにシンポジウムを開催

大阪府 雇用・就業
障害者雇用情報誌発行事業

（雇用推進室雇用対策課）
平成１４年度 1,664 　障害者向け雇用情報誌の発行

大阪府 雇用・就業
障害者雇用貢献企業表彰事業

(雇用推進室雇用対策課）
平成１７年度 500 　障害者雇用貢献企業の表彰式を開催

大阪府 雇用・就業
重度聴覚障害者ワークラ イ フ支援事業

(雇用推進室雇用対策課）
平成１４年度 8,825 　手話のできる雇用相談員(聴覚障害者支援ワーカ ー）を２名配置し、聴覚障害者の雇用に関する支援

大阪府 雇用・就業

建設工事の入札参加資格者に対する障害者雇用の

啓発

(契約第一課）

平成１４年度 －

  大阪府の建設工事に係る入札参加資格登録時に、申請者から障害者の雇用人数の報告を求め、「障

害者の雇用の促進等に関する法律」に規定する法定雇用率を超えている場合には、格付けの基となる

評点に福祉点（８点）を加点している

大阪府 雇用・就業

府の清掃業務を活用した総合評価一般競争入札制度

の導入

（契約第二課）

平成１５年度 －

　府の大規模施設（９件）及び中規模施設（５件）に総合評価一般競争入札制度を導入し、評価項目に障

害者等の雇用の視点を設定するなど、本府の施策を推進する上で最も有利なものを総合的に勘案し、

落札者を決定する

大阪府 雇用・就業
ＩＴステーショ ンにおける障害者雇用支援事業

(雇用推進室雇用対策課）
平成１６年度 41,043

　「大阪府ＩＴステーショ ン」の「企業相談・雇用情報提供コーナー」において、雇用支援コーディネータを

中心に、「企業啓発」「企業相談」「情報提供」「就職促進」を基本とした総合的な障害者雇用支援事業を

展開
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事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

大阪府 雇用・就業
ジョ ブラ イ フサポーター登録派遣事業

（障害保健福祉室自立支援課）
平成１７年度 51,685

　応募・要請があった授産施設等に入通所する障害者に対して支援計画を策定し、登録されたジョ ブラ

イ フサポーターを派遣することにより、職場開拓から職場定着に至る一連の就労面及び生活面の支援

を行い、障害者の就労を促進する

大阪府 雇用・就業 精神障害者コーディネーター就労支援事業 平成１７年度 16,666

　精神障害者を対象に、コーディネーターの指導のもと、授産施設や民間事業所においてグループによ

る就労訓練を実施し、訓練終了後も、コーディネーターが訓練生の就職活動の支援、就労後の定着のた

めの相談を引き続き行う。担当コーディネーターによる訓練から就職、就労定着に向けた一貫した支援

のもと精神障害者の就労を促進する

大阪府 雇用・就業 企業開拓強化事業 平成１９年度 33,552
　企業開拓等のノウハウを持った民間活力を導入し、関係機関等と連携しながら、障害者個々人の特性

にあった実習先や雇用先企業等の開拓を実施する

大阪府 雇用・就業 職場実習等強化事業 平成１９年度 20,790
　障害者の就労に対する意識の醸成・知識の習得や受入企業に対する啓発を進めるために、職場実習

等受入企業に対し奨励金を支給する

大阪府 雇用・就業 就労支援員人材養成研修事業 平成１９年度 940 　就労支援員を対象に、高度なノウハウやスキルを持った講師による人材養成研修を実施する

大阪府 雇用・就業 職場定着支援強化事業 平成１９年度 5,660
　障害保健福祉圏域毎に就労アドバイ ザー（ボラ ンティア）を登録。企業等の派遣要請に応じ、就労アド

バイ ザーを派遣し、生活面を中心とした支援を行い、就職後の職場定着を図る

大阪府 雇用・就業
障害者雇用企業啓発冊子作成事業

(雇用推進室雇用対策課）
平成１７年度 2,537 　障害者雇用未達成企業に対する障害者雇用の手引きとなるガイ ドブックを作成

大阪府 雇用・就業
地域障害者雇用啓発事業

（雇用推進室雇用対策課）
平成１９年度 1,336

　地域における障害者の雇用・就業支援の取り組み等の紹介を通じた障害者雇用への理解の促進及び

障害者の就職に向けた意識とスキルを高めるガイ ダンス等を開催

大阪府 雇用・就業
障害者雇用企業啓発推進事業

（雇用推進室雇用対策課）
平成１９年度 3,600

　企業啓発推進員が個別企業を訪問し、企業の障害者雇用に関する意識啓発を行うことで、知的障害者

や精神障害者等の雇用機会の拡大につなげる

大阪府 保健・医療
重度障害者（児）医療費公費負担事業

（国民健康保険課）
昭和４８年度 7,027,585

　市町村が実施する身体障害者及び知的障害者医療費助成事業に対し、補助金を交付する

　○対象者

・１、２級の身体障害者手帳所持者（児）

・重度の知的障害者（児）

・中度の知的障害者で身体障害者手帳所持者　ただし、附加給付を受ける被用者保険本人を除く（特定

疾病療養受療証所持者は対象者に含む）

　○所得制限　　本人所得４６２万１千円以下（単身の場合）

大阪府 保健・医療
障害者歯科診療施設の人件費補助事業

（地域保健福祉室健康づくり感染症課）
昭和４９年度 17,689 　障害児（者）の歯科診療を行う公的医療機関等に対して、人件費の補助を行う

大阪府 保健・医療
障害者歯科診療センター運営事業

（地域保健福祉室健康づくり感染症課）
昭和４９年度 17,000 　大阪府における障害者の拠点施設として障害者歯科診療センターを運営委託
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（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

大阪府 保健・医療
在宅障害者健康管理事業

(障害保健福祉室・地域生活支援課)
平成７年度 3,716

　在宅の障害者を対象に健康診断等各種保健事業を実施することにより、これら障害者の病気の早期

発見並びに二次障害の発生予防を図る

大阪府 保健・医療
訪問看護利用料助成事業

(障害保健福祉室地域生活支援課)
平成８年度 36,504

　重度障害者(児)の在宅医療を推進し、訪問看護制度の利用を促進するため、在宅の重度障害者(児)が

知事の指定した訪問看護ステーショ ンを利用する際に、利用料の助成を行う市町村へ補助する

大阪府 保健・医療
授産活動総合的支援事業

（障害保健福祉室施設福祉課）
平成１７年度 59,544

　授産施設や小規模作業所に通所している障害者の経済的自立を推し進めるため、施設側がより多く

の賃金を利用者に還元する目標を設定し、その実現に向けて取り組めるよう支援するとともに、販路の

場を提供していくことにより、従来の福祉的就労から脱却する

大阪府 保健・医療
障害福祉施設機能強化推進事業

（障害保健福祉室施設福祉課）
平成１７年度 492,060 　障害児・者の施設種別毎の課題に対応するため、施設に対し助成し、利用者支援の向上を図る

大阪府 保健・医療
小規模通所授産施設機能強化推進事業

（障害保健福祉室施設福祉課）
平成１７年度 169,000

　授産活動の活性化を図るため、販路先開拓・経営等授産事業に専任で取り組む「授産事業開拓員」を

配置することにより、小規模通所授産施設の持つ授産機能の向上を支援する
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（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

兵庫県 啓発・広報
障害のある方への声かけ運動推進事業

（ユニバーサル課）
平成１５年度 4,135

　「こころのユニバーサル化」の一環として、障害のある方が、まちなかで困っている場合に、必要な手助

けを積極的に行うよう呼びかける県民運動を展開する

兵庫県 啓発・広報
兵庫県率先行動計画推進事業

（ユニバーサル課）
平成１７年度 1,405

　ハード・ソフト事業両面から県自らが率先して取り組むべき具体的行動を示し、ユニバーサル社会づくり

活動の普及推進に取り組む

兵庫県 生活支援
知的障害者地域生活援護事業

（障害福祉課）
平成元年 59,200

　知的障害者が家庭から独立して地域の中で生活していく足場として、また、施設退所者等の生活の場と

しての「生活ホーム」への助成を実施する

兵庫県 生活支援
知的障害者自立生活訓練事業

（障害福祉課）
平成４年 66,307

　在宅の知的障害者を対象として、一定期間保護者から独立させ、宿泊による生活訓練を行う「訓練

ホーム」への助成を行う

兵庫県 生活環境
民間施設改修費補助事業

（都市政策課）
平成９年度 6,000

　民間施設のうち、中小企業者等の施設のバリアフリー化の改修費用の一部を市町とともに補助し、面的

な福祉のまちづくりを推進する

兵庫県 生活環境

人生８０年いきいき住宅助成事業〔住宅改造・特別型、

増改築型〕

（都市政策課）

平成７年度 395,608

　障害者等の居住する住宅を身体の状況に応じた改造又は増改築する世帯に市町とともに補助し、人

にやさしい住まいづくりを推進する

　なお、高齢者も対象とした住宅改造・一般型及びマンショ ンの共用部分をバリアフリー化する共同住宅

(分譲)共用型は、地域住宅交付金の交付を受けて実施

兵庫県 生活環境

ユニバーサル社会づくり実践モデル地区整備推進事

業

（都市政策課）

平成１８年度 10,300

　誰にでも優しいまちづくりをめざすユニバーサル社会づくりの早期実現を図るため、住民、企業、NPO

等と協働して道路や施設のバリアフリー化などのハード整備とともに、高齢者、障害者等の社会活動への

参画や子育て支援などソフト事業に取り組む市町の区域を「ユニバーサル社会づくり実践モデル地区」

に指定し、支援を行うことにより、ユニバーサル社会のモデルを提示する

兵庫県 教育・育成
障害の多様化等に対応した指導体制の充実事業

（特別支援教育課）
平成１４年度 50,437 　障害の重度・重複化や多様化等に対応するため、県立特別支援学校に理学療法士等を配置する

兵庫県 教育・育成
医療的サポート推進事業

（特別支援教育課）
平成１４年度 31,137 　医療的ケアの必要な児童生徒が在籍する県立特別支援学校に看護師を配置する

兵庫県 教育・育成
ＹＵ・らいふ・サポート事業

（特別支援教育課）
平成１２年度 8,050 　社会的自立や交流教育の推進を図るため、社会参加活動を行う

兵庫県 教育・育成
障害児の自然体験活動推進事業

（特別支援教育課）
平成１２年度 10,230 　自然の中でのキャンプ等の自然体験活動等を公立特別支援学校で実施する

兵庫県 教育・育成

特別支援教育（ＬＤ、ＡＤＨＤ等）に関する支援体制強

化事業

（特別支援教育課）

平成１９年度 5,604

　ＬＤ、ＡＤＨＤ等支援を必要とする児童生徒に対する学校内外での支援体制の充実を図るため、市町別

研修会の実施を支援するとともに、「ひょうご学習障害相談室」の運営、ＬＤ等巡回教育相談、ひょうご専

門家チームの派遣などを行う
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兵庫県 教育・育成
特別支援教育コーディネーター研修

（特別支援教育課）
平成１７年度 892

　本年度からの「特別支援教育体制」が円滑に実施できるよう、公立幼稚園、小・中学校、高等学校、特

別支援学校、市町教育委員会の教員を対象にした研修会を実施し特別支援教育コーディネーターを養

成する

兵庫県 教育・育成
就学サポート連携推進事業

（特別支援教育課）
平成１８年度 1,920

　就学前教育と小学校教育との連携を推進するため、各市町における保育所、幼稚園、小学校、関係機

関の連携体制について支援を行う

兵庫県 教育・育成
学校生活支援教員配置事業

（特別支援教育課）
平成１８年度 ―

　支援地域の地域拠点校に「学校生活支援教員」を配置し、小学校の通常の学級に在籍するＬＤ児、ＡＤ

ＨＤ児、高機能自閉症児等の支援体制の在り方について実践的研究を行う

兵庫県 教育・育成
スクールアシスタント配置事業

（義務教育課）
平成１８年度 302,564

　ＡＤＨＤ等により行動面で著しく不安定な児童やその児童が在籍する学級への支援のほか、暴力行為

等の問題行動や不登校などに対応するためスクールアシスタントを小学校に配置し、児童一人一人の実

態に応じた効果的な指導・支援のための補助活動を行うとともに学校・学級運営の支援に努める

兵庫県 教育・育成
後期中等教育の充実事業(はばたきサポート)

（特別支援教育課）
平成１９年度 4,268

　特別支援学校生徒の卒業後の自立に向け、就労を見据えた職業教育等の充実に関する調査研究を

行う

兵庫県 教育・育成
発達障害者支援センターブラ ンチ運営事業

(障害福祉課）
平成１７年度 24,576

　発達障害児（者）及びその家族からの相談により、身近な地で対応し、適切な指導・助言を行うため、発

達障害者支援センターに加え、県内２箇所にブラ ンチを設置する

兵庫県 雇用・就業
障害者雇用・就業支援事業

（しごと支援課）
平成１４年度 1,217

　障害者就業対策を効果的に促進するため、「障害者雇用・就業支援ネットワーク（事業主団体による連

携支援）」の整備等を実施する

兵庫県 雇用・就業
障害者雇用率1.8％達成大作戦

（しごと支援課）
平成１８年度 35,032 　障害者専門職業紹介所の開設、県養成ジョ ブコーチによる職場定着促進等を実施する

兵庫県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ユニバーサル社会づくり情報発信事業

（ユニバーサル課）
平成１７年度 6,218

　ユニバーサル社会づくりに関する考え方や理念、実践活動の参考となる先導的事例などの情報を情

報誌及びイ ンターネットにより提供する

兵庫県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

兵庫県率先行動計画推進事業

（ユニバーサル課）
平成１７年度

1,405

（再掲）

　だれもがわかりやすく利用しやすい広報・情報提供を行うため、点字プリンター・点字ラ ベラ ー・磁気

ループシステムを設置し情報提供を行う
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奈良県 生活環境
住みよい福祉のまちづくり推進事業

（建築課）

平成６年度

～
309

　障害者・高齢者等をはじめとするすべての県民が自らの意志で自由に行動し、安全で快適に生活でき

る地域社会の実現を目指し、「奈良県住みよい福祉のまちづくり条例」等に適合した建築物の福祉整備

を推進する

奈良県 生活環境
「住みよい福祉のまちづくり施設賞」表彰事業

（建築課）

平成８年度～

（H14以前毎

年,H16,H19)

843
　奈良県住みよい福祉のまちづくり条例の普及及び優良な公共的施設の整備促進を図るため、優良な

福祉整備のなされた建築物等の公共的施設を表彰

奈良県 生活環境
視覚障害者用交通信号機付加装置等の整備

（交通規制課）
昭和５０年度 4,540 　交差点の信号機に音響装置を設置し、視覚に障害のある方の道路横断時の安全を確保する

奈良県 生活環境
ファ ックス110番・メール110番

（通信指令課）

ファ ックス：

平成元年度

メール：

平成１４年度

－

　聴覚、音声機能又は言語機能に障害のある方が、ファ ックス、携帯電話の電子メール機能及びパソコ

ンのイ ンターネット機能を利用して110番通報を行えるよう、ファ ックス受信機及び専用パソコンを警察

本部通信指令課に設置し、障害のある方からの緊急通報への迅速かつ的確な対応を図る

奈良県 教育・育成
障害児保育事業費補助

（こども家庭課）
昭和４９年度 32,908

　障害児を受け入れている保育所が保育士の増員配置を行う場合に必要な経費を補助し、障害児の円

滑な受入を推進する

奈良県 教育・育成
医療的ケア体制整備事業

（教育研究所）
平成１１年度 1,614 　特別支援学校における医療的ケアを円滑に実施するための体制整備を図る

奈良県 雇用・就業
障害者雇用啓発事業

（雇用労政課）
昭和４５年度

277

(他事業含む)

　障害者雇用優良事業所や永年勤続障害者に対する知事表彰や講演等を行う「高年齢者・障害者雇用

フェ スタ」を関係団体と共催し、就労につなげる

奈良県 保健・医療
心身障害者医療費助成事業

（保険福祉課）
昭和４８年度 679,000

　心身障害者（児）の健康の保持と福祉の増進を図るため、心身障害者（児）に対する医療費助成事業

を実施する市町村に補助を行う（H20.4月～年齢制限撤廃）

奈良県 保健・医療
重度心身障害老人等医療費助成事業

（保険福祉課）
昭和５８年度 484,000

　心身障害者の健康の保持と福祉の増進を図るため、心身障害者（児）に対する医療費助成事業を実

施する市町村に補助を行う（H20.4月～後期高齢者医療制度加入者を対象）

奈良県 保健・医療
心の健康づくり推進事業

(医務課）
平成１８年度 1,976

　各保健所において、地域の特性により対象者を選択し、心の健康づくりのための事業を実施する

・未熟児・低体重児の親

・働き盛り世代

・思春期の若者

・中高年を中心とした住民

奈良県 保健・医療
精神障害者医療費助成事業

（健康増進課）
平成７年度 42,549

　公費負担を受けている精神障害者の医療費の自己負担金に対する市町村が行う助成に対し補助を

行う
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和歌山県 啓発・広報
広報紙刊行事業

（広報室）
昭和４２年度 －

　広報紙「県民の友」を活用し、各種啓発記事を掲載するとともに、「県民の友　点字版」及び「声の県民

の友」を配布する

　また、平成１５年度から、県ホームページ上で、音声読み上げソフトに対応した「県民の友ＷＥＢ版」を掲

載する

和歌山県 啓発・広報
テレビ広報事業

（広報室）
昭和５５年度 －

　「きのくに２１」「県民チャンネル」などテレビ放送を活用した広報啓発番組を制作、放送（一部手話通訳

挿入）する

和歌山県 啓発・広報
ラ ジオ広報事業

（広報室）
昭和５０年度 － 　「県庁だより」などのラ ジオ放送を活用し、広報啓発番組を制作、放送する

和歌山県 啓発・広報
人権啓発市町村助成事業

（人権施策推進課）
平成１４年度 38,633 　人権問題に対する県民の正しい理解と認識を深めるため、市町村が行う啓発事業に対して補助を行う

和歌山県 啓発・広報
青少年ボラ ンティア体験事業

（生涯学習課）
昭和５８年度 969

　中・高校生を対象に、福祉施設等での実習など、ボラ ンティア活動に関する知識・技能を身につける

研修を実施する

和歌山県 啓発・広報
「県議会手話だより」放送

（県議会事務局）
平成８年度 7,854 　議会の審議内容を要約し、手話によるテレビ番組を、定例会（年４回）毎に制作・放送する

和歌山県 啓発・広報
広報紙刊行事業

（県議会事務局）
112 　「県民の友　点字版」に合本する形で、年１回「県議会だより　点字版」の制作・配布を実施

和歌山県 生活支援
人権相談事業

（人権施策推進課）
平成１５年度 3,033

　人権に関わる様々な相談に対し、人権尊重の視点に立った助言を行い、相談者が主体的に解決の糸

口をつかむ手助けをする

和歌山県 生活支援
人権課題克服のための調査・支援事業

（人権政策課）
平成１７年度 21,507 　人権に関する今日的課題を把握するための調査を実施する

和歌山県 生活支援
日常補助用具給付

（障害福祉課）
平成７年度 1,643 　重度の障害児（者）の日常生活を支援するため紙おむつの給付を行う市町村に対して補助を行う

和歌山県 生活支援
障害者グループホーム運営補助

（障害福祉課）
平成元年度 6,000 　身体・知的・精神障害者３～６名が共同で生活するグループホームの運営に対して補助を行う

和歌山県 生活支援
障害者地域移行促進

（障害福祉課）
平成１９年度 5,250 　地域での受け入れ体制整備のための啓発活動・交流活動に要した費用の一部を補助する

和歌山県 生活支援
地域生活支援事業利用者負担上限月額超過額補助

（障害福祉課）
平成１８年度 9,646

　地域生活支援事業の利用者負担額と法第２９条に規定する指定障害福祉サービスの利用者負担額の

合計額が当該利用者の介護給付費等の負担上限月額を超過した場合、その超過額を市町村が補助す

る場合に費用の一部を補助する

和歌山県 生活支援
全国障害者スポーツ大会参加

（障害福祉課）
昭和４０年度 10,507   全国障害者スポーツ大会参加経費
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和歌山県 生活支援
障害児者文化・スポーツ活動支援

（文化遺産課）
昭和６２年度 300

　障害児者の文化・スポーツ活動を支援するため、障害児者家族のつながりを広める文化祭及びス

キー教室の開催に対して補助を行う

和歌山県 生活支援
障害者に配慮した運転免許事務

（警察本部）
平成１０年度 168

　交通センターを訪れる聴覚障害者の方々の運転免許手続きがスムーズにできるよう、窓口業務に必

要な手話を習得した職員を配置し、応接の向上を図る

和歌山県 生活環境
交通施設バリアフリー化設備整備推進事業

（総合交通政策課）
平成１８年度 9,500 　ＪＲ黒江駅のホームと車両との段差解消を実施するＪＲへ補助を行う海南市に対し補助金を交付する

和歌山県 生活環境
重度身体障害者住宅改造助成事業

（障害福祉課）
平成７年度 7,950

　在宅の重度障害者の日常生活における利便を図るため、住宅改造助成を行っている市町村に対し補

助金を交付する

和歌山県 生活環境
福祉のまちづくり県有施設整備

（障害福祉課）
平成１０年度 7,449 　県有施設の自動ドア、スロープ、オストメイ ト対応トイ レ等の整備を図る

和歌山県 生活環境
福祉のまちづくり民間施設整備補助

（障害福祉課）
平成８年度 7,500

　自動ドアやスロープ等の施設のバリアフリー整備や幹線道路沿いの施設に障害者用トイ レを設置する

民間事業者に助成を行う市町村に対し補助金を交付する

和歌山県 生活環境
観光施設整備補助事業

（観光振興課）
平成１７年度 24,000 　観光客ニーズの変化や高齢者や障害者など全ての人々が容易に観光できる観光地整備を行う

和歌山県 生活環境
元気のくに観光創生事業

（観光振興課）
平成１７年度 1,500 　高齢者や障害者など、全ての観光客へのおもてなしの向上を進めるため、セミナーを実施する

和歌山県 生活環境
福祉のまちづくり施設アドバイ ザー派遣事業

（都市政策課）
平成９年度 678

　既存の公共的施設（民間）、住宅等のバリアフリー化を促進し、高齢者、障害者の使いやすい施設とす

るため、（社）和歌山県建築士会と協力し、施設改善のアドバイ ザーを派遣する

和歌山県 生活環境
「わかやま・福祉のまちづくりマップ」情報提供事業等

（都市政策課）
平成９年度 1,841

　障害者、高齢者、子どもを連れた親等、行動に一定の制約がある人に対し、必要な情報を継続的にイ

ンターネット等の媒体を通じ提供し、ハード面の福祉のまちづくりの成果を周知することによって、実際

に活動ができる福祉のまちづくりを推進する

和歌山県 生活環境
聴覚障害者用メール１１０番の回線使用料

（警察本部）
平成１４年度 121

　聴覚障害者が携帯電話のメール通信機能を利用して、外出先からでも迅速に通報することができる聴

覚障害者用の１１０番受理システムを通信指令室に整備し運用している

和歌山県 教育・育成
私立幼稚園障害児教育教育費補助金（県単独分）

（総務学事課）
昭和６２年度 1,960 　心身障害児が就園する私立幼稚園に対し補助を行う

和歌山県 教育・育成
特別支援学校の充実

（教育委員会総務課）
平成３年度 87,504 　特別支援学校校舎等整備・防災機能整備等を図る

和歌山県 教育・育成
学力アップ非常勤配置事業

（給与課）
平成１７年度 15,299 　高等学校における多様化する生徒（ＬＤ等）に対応するため非常勤を配置する

和歌山県 教育・育成
障害者教育講座の開設

（生涯学習課）
昭和６１年度 936 　障害者の社会参加と生涯学習を支援するための講座を実施する
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和歌山県 教育・育成

肢体不自由児童生徒が在籍する養護学校への看護

師派遣事業

（県立学校課）

平成１７年度 24,095
　医師法の制限により教員が行えない医療行為に対応するため、医療的ケアを要する児童生徒が在籍

する特別支援学校に１名ずつの看護師を派遣する（一部複数配置となる）

和歌山県 教育・育成
特別支援教育スペシャリスト養成塾

（県立学校課）
平成１８年度 3,406

　小・中学校でLD、ADHD、高機能自閉症等の児童生徒に対する指導・支援を中核となって行う教員を養

成するための研修会や盲・ろう・養護学校教諭免許に係る認定講習を実施する

和歌山県 教育・育成
子どもが輝くサポートプラ ン

（県立学校課）
平成１９年度 1,634

　発達障害等の幼児児童生徒に対する適切な指導方法及び優れた教材を開発すること等を通じ、小・中

学校等教員への発達障害児等への適切な指導・支援に資する

和歌山県 教育・育成
特別支援学校体育・スポーツ活動振興補助

（健康体育課）
平成１７年度 300 　特別支援学校近畿大会等への派遣や、県内各種大会運営の補助を行う

和歌山県 教育・育成
障害児夏休み支援事業

（障害福祉課）
平成１５年度 2,000

　夏休み中、特別支援学級や養護学校在学の障害児を預かる事業を実施する市町村に対し補助金を

交付する

和歌山県 教育・育成
障害児（者）地域療育等支援事業

（障害福祉課）
平成１５年度 44,513

　専門的な療育機能を有する施設にスタッフを置き、在宅療育等に関する相談、各種福祉サービスの提

供の援助、調整等を行い在宅障害児（者）の援助を図る

和歌山県 教育・育成
障害児保育対策事業

（子ども未来課）
昭和５４年度 20,804

　障害児保育を推進するとともに障害児の処遇向上を図るため、障害児を受け入れている保育所に対

して助成する

和歌山県 雇用・就業
小規模作業所チャレンジ支援

（障害福祉課）
平成１９年度 50,000

　小規模作業所が障害者自立支援法に基づく新たなサービス事業所に円滑に移行できるよう、市町村

が行う運営費補助に対し助成を行う

和歌山県 雇用・就業
授産活動活性化資金融資制度

（障害福祉課）
平成１６年度 －

　県社会福祉協議会に対し融資資金を補助し、その資金を基に同協議会が授産施設等に運転資金及び

設備資金を融資し、授産活動の活性化を図る

和歌山県 雇用・就業
障害者就労イ ンターンシップ事業

（障害福祉課）
平成１７年度 2,944 　県庁や企業において障害者の職業体験を実施する

和歌山県 雇用・就業
障害者就業支援事業

（雇用推進課）
平成１６年度 3,450

　ＮＰＯとの連携により障害のある人が就業しやすい環境づくりを行うとともに、ジョ ブサポーターの育成

及び派遣と障害のある人の雇用への理解を図り、雇用の開拓を事業所を訪問して行う

和歌山県 雇用・就業
障害者就業・生活サポートセンター事業

（雇用推進課）
平成１９年度 11,780

　雇用支援ワーカ ーを配置し、就職面と生活面の一体的な支援、就労後の定着支援を行う

　障害者の地域での就労を支援し、自立と社会参加を実現する仕組みを整備する

和歌山県 雇用・就業
社会参加リハビリテーショ ン事業

（障害福祉課）
平成１５年度 10,958

　回復途上にある通院中の精神障害者の再発防止と社会的自立を図るため、協力事業所（職親）で一定

期間職業指導、生活指導等の訓練を行う

和歌山県 雇用・就業
人権課題克服のための調査・支援事業（就労ナビ）

（人権政策課）
平成１７年度 4,866

　働く意欲がありながら、それぞれが抱える人権課題により、就労が実現できない「就職困難者」等に支

援を行い就労に結びつける

和歌山県 保健・医療
難病等長期療養児支援

（子ども未来課）
平成１１年度 2,385 　難病の子どもの療養相談・情報の提供、子どもの難病団体の支援等を行う
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和歌山県 保健・医療
子どもメンタルクリニック運営

（子ども未来課）
平成１７年度 2,716

　広汎性発達障害やＡＤＨＤ等、さまざまな障害のある子どもの診療や親ガイ ダンス、育児不安や産後う

つ病等、心の問題を抱える母親に対する診療を行う

和歌山県 保健・医療
重度心身障害児（者）医療費補助

（障害福祉課）
昭和５０年度 1,667,052

　重度心身障害児（者）の健康の保持と福祉の増進を図るため、重度心身障害児（者）に対する医療費

支給事業を実施する市町村に補助を行う

和歌山県 保健・医療
ひきこもりお助けネット

（障害福祉課）
平成１６年度 6,316

　「社会的ひきこもり」者の自立と社会参加を支援するため、「ひきこもり」者社会参加支援センターに対す

る補助、保健所を中心としたひきこもりサポートネットワークの構築及び保健所における相談窓口の開設

等を行う

和歌山県 保健・医療 こころのレスキュー隊事業 平成１８年度 2,530
　災害や事故発生時の「こころのケア」に対応するため精神科医等の専門家からなるこころのレスキュー

隊を設置し、事件発生直後の現場に派遣する

和歌山県 保健・医療
先天性代謝異常等検査

（子ども未来課）
平成１３年度 17,020

　先天性代謝異常及び先天性甲状腺機能低下症等を早期に発見し治療するために、新生児に対してマ

ス・スクリーニング検査を実施する

和歌山県 保健・医療
和歌山県障害児（者）・高齢者歯科口腔保健センター

運営（医務課）
平成１６年度 19,906

　一般歯科診療所では治療が困難な障害児（者）・高齢者に対し、必要な歯科治療を行うほか、保健指導

や研修会を実施し歯科に関する知識の普及啓発を図る

和歌山県 保健・医療
臓器移植推進

（健康対策課）
平成７年度 1,000

　角膜及び腎臓等の臓器移植に関する医療を確保するため、臓器移植に関する普及啓発、体制の整備

及び連絡調整を行う

和歌山県 保健・医療
臓器移植体制づくり

（健康対策課）
平成１９年度 1,523

　院内コーディネーターを養成研修し、医療機関の臓器移植に関する体制づくりを行うとともに、企業等

への出張講座の実施や県オリジナル啓発物資の作成により、普及啓発を行う
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鳥取県 啓発・広報
啓発活動強化推進事業

（障害福祉課）
平成１８年度 770

　発達障害や高次脳機能障害等を含め、障害に関する知識や必要な配慮を、より身近なところで周知す

るなど、県民の誰もが障害や障害のある人に対する配慮などを正しく理解し、お互いに協力しあえる社

会づくりを目指し、啓発活動を充実する

鳥取県 啓発・広報
心のバリアフリー推進事業

（福祉保健課）
2,092 　高齢者、障害者等への理解を深め、福祉のまちづくりを推進するため、県民への普及啓発を行う

鳥取県 啓発・広報
発達障害支援体制整備事業（普及啓発）

（障害福祉課）
平成１７年度 439

　発達障害支援体制整備モデル事業（倉吉市実施）で構築した支援システムを他市町村に普及させるた

めの市町村対象セミナー等を開催する

鳥取県 啓発・広報
高次脳機能障害者相談支援事業

（障害福祉課）
平成１５年度 2,042

　高次脳機能障害に関する普及啓発、県内の高次脳機能障害者及び家族等への相談事業の費用につ

いて、家族会に助成する

鳥取県 啓発・広報
鳥取県精神障害者家族会連合会支援事業

（障害福祉課）
1,600

　鳥取県精神障害者家族会連合会による各種研修会・交流会の開催や精神障害者に対する正しい知

識・理解の普及啓発事業等の実施に要する経費を助成する

鳥取県 生活支援
３障害手帳統合プロジェ クト事業

（障害福祉課）
平成１８年度 8,564

　障害者自立支援法による障害福祉サービスの一元化を踏まえ、公共的な各種サービスの拡充を推進

するための基盤づくりを行うため、各障害者手帳の統合等を検討し、適時適切なサービス提供への活用

を図る

鳥取県 生活支援
障害者地域生活支援センター設置事業

（障害福祉課）
平成１５年度 33,778

　障害者の相談サービス等の調整を行う専任職員を配置して、障害者の地域生活を支援する「障害者

生活支援センター」を配置する市町村に対して助成する

鳥取県 生活支援
障害児等地域療育支援事業

（障害福祉課）
平成１２年度 10,802

　在宅の障害児等が身近な地域で指導・相談を受けられる体制の充実を図るため、療育等支援施設事

業、療育拠点施設事業、及び地域療育担当支援員配置事業を実施する

鳥取県 生活支援

身体障害者更生相談所費

知的障害者更生相談所費

（障害福祉課）

6,284
　障害者更生相談所（県内それぞれ3か所）において障害者の医学的・心理的判定や、専門的な相談等

に対応する

鳥取県 生活支援
聴覚障害者相談員設置等事業

（障害福祉課）
平成１７年度 4,496

　新たに聴覚障害者専門相談員を配置し、面接・訪問等の必要な聴覚障害のある方の拠点的な相談事

業を実施する

　17年度はモデル的に西部圏域に相談員を配置する

鳥取県 生活支援
福祉サービスに関する情報提供

（障害福祉課）
－ 　障害者が利用できる福祉サービスに関する情報を県のホームページで提供する

鳥取県 生活支援
鳥取県社会福祉・保健サービス評価事業

（福祉保健課）
915

　措置制度から利用制度への移行が進展する中、利用者が施設・事業所を選ぶための情報の提供及び

事業者のサービスの質の向上に資するため、社会福祉・保健サービス評価事業を実施する

鳥取県 生活支援
障害のある方による相談・支援事業

（障害福祉課）
平成１６年度 900 　障害者団体が継続的に実施する相談事業のうち、優秀なものに対してその経費の一部を助成する
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
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鳥取県 生活支援
総合療育センター在宅遠隔診療システム整備事業

（総合療育センター）
平成１７年度 2,562

　常時医療を必要とする重症心身障害児（者）に対し、自宅で安心して暮らせるよう、遠隔診療システム

による医療的支援を提供し、重症心身障害児（者）の在宅志向を推進する

鳥取県 生活支援
重度障害児・者短期入所相互利用助成事業

（障害福祉課）
平成１８年度 219

　在宅の重症心身障害児・者の居宅支援として、短期入所サービスを実施する介護老人保健施設に助

成する市町村に対して補助を行う

鳥取県 生活支援
児童デイ サービス機能強化事業

（障害福祉課）
平成１６年度 2,890

　自閉症などの発達障害のある児童を受け入れるため、基準を超えて専門職員を設置する経費を助成

する事業を行う市町村に対して補助する

鳥取県 生活支援
身体障害者グループホーム運営支援事業

（障害福祉課）
平成１６年度 3,602 　身体障害者が地域で共同生活をおくる「身体障害者グループホーム」の運営に対して助成する

鳥取県 生活支援
障害者グループホーム夜間世話人配置事業

（障害福祉課）
平成１５年度 13,995 　障害者グループホームに夜間世話人を配置する社会福祉法人等に助成する

鳥取県 生活支援
障害児・者地域生活体験事業

（障害福祉課）
平成１６年度 3,500 　家族と同居している障害者がアパートなどで地域生活を体験する事業に対して支援を行う

鳥取県 生活支援
障害者のための生涯学習講座開設事業

（生涯学習センター）
894 　知的障害者を対象とした生涯学習講座をモデル的に開催し、講座開設のノウハウを確立する

鳥取県 生活支援
芸術・文化に親しみやすい環境整備事業

（文化芸術課）
1,714

　県民が組織する実行委員会等が、イ ベントに手話通訳者・要約筆記者等を配置し、障害者の参加につ

いて配慮する場合や、障害者等の無料招待等を行う場合にその経費の一部を助成する

鳥取県 生活支援
福祉の店振興支援事業

（障害福祉課）
平成１２年度 6,992 　障害者製作品の常設販売を行う福祉の店の運営費補助を行う市町村に対し助成する

鳥取県 生活支援
地域生活支援事業（精神障害者退院促進支援事業）

（障害福祉課）
平成１５年度 5,100

　精神科病院に入院している精神障害者のうち、症状が安定しており受け入れ条件が整えば退院可能と

される人の退院促進の取組みをモデル的に実施する

鳥取県 生活支援
障害児・者在宅生活支援事業

（障害福祉課）
平成１５年度 3,478

　支援費制度の対象外となる発達障害児・者等への支援を行うとともに、支援費制度外のサービスを利

用する障害児・者等に対して助成する

鳥取県 生活支援
発達障害支援体制整備事業

（障害福祉課）
平成１７年度 1,500

　発達障害のある方に対し、乳幼児期から成人期まで、成長過程に応じ一貫した支援を行うための体制

を整備する

（倉吉市においてH17～H19モデル事業実施）

鳥取県 生活支援
小規模作業所支援事業

（障害福祉課）
平成１２年度 184,639 　小規模作業所に運営費補助を行う市町村に対し助成する

鳥取県 生活支援
精神障害者スポーツ大会

（障害福祉課）
928

　スポーツを通じて社会参加の促進や交流の輪を拡げることを目的として県大会を行うとともに、中四国

ブロック大会の障害者大会へ県内から選抜チームを派遣する
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鳥取県 生活支援
障害者文化・芸術振興事業

（障害福祉課）
平成１７年度 1,729

①文化芸術活動支援事業

障害者団体（障害者4人以上で構成）が継続して行う文化・芸術活動のうち、活動内容が優れているもの

に対し、活動費の一部を助成する

②障害者作品展等開催支援事業

県内の福祉施設の関係者で組織する「アートとっとり」による公募作品展、講演会、ワークショ ップ等の

開催に係る企画・立案、開催に対し補助金を交付する

鳥取県 生活支援
障害者等県立施設利用促進事業

（福祉保健課）
平成１３年度 3,169

　県立観光施設における障害者等の利用促進を図るため、定額委託方式対象施設に対する使用料減

免相当額を補填する

鳥取県 生活支援
鳥取県立鹿野かちみ園研修拠点事業

（障害福祉課）
平成１８年度 6,000

　強度行動障害者や要介助高齢知的障害者に対する支援の充実を図るため、鳥取県立鹿野かちみ園

を研修拠点とし、専任の職員を配置し県下の施設職員を対象とした研修を実施する

鳥取県 生活支援
介護実習普及センター運営費

（長寿社会課）
53,375

　地域住民及び専門職員への介護知識・技術の普及を図るとともに、福祉用具の利用・住宅改修の適正

な実施について啓発を図る

○委託先　鳥取県社会福祉協議会

　　　　　　　米子市社会福祉協議会

○事業内容

　・一般県民・専門職対象の研修会開催

　・福祉用具の利用や住宅改修について、効果的な相談支援、情報提供を行うための体制整備

　・介護機器の展示、福祉機器展の開催　等

鳥取県 生活環境
バリアフリー環境整備促進事業

（景観まちづくり課）
20,170 　福祉のまちづくり条例の整備基準を充たしている公共的施設の整備に対する助成

鳥取県 生活環境
心のバリアフリー推進事業

（福祉保健課）
3,500

　障害者の社会参加等を推進するため、特に不特定多数の利用の多い県有施設のトイ レについて、整

備の遅れているオストメイ ト対応設備等を計画的に整備する

鳥取県 生活環境
浜村警察署多目的トイ レ整備

（警察本部）
3,451 　浜村警察署に多目的トイ レを整備する

鳥取県 生活環境
安心な道整備事業

（道路企画課）
81,141

　国、県、市町村、警察及び地元関係者から構成される「安心な道協議会」において地域住民の意見をも

とに整備地区を選定し、地区内における市町村道を含む既存道路を有効活用した整備を行うことによ

り、早期効果、面的整備を図り、全ての人が利用しやすい歩行エリアを創出する

鳥取県 生活環境
公園の整備

（公園自然課）
7,174 　布勢総合運動公園内多目的トイ レの自動ドア化、ストレッチャー設置及び階段の手摺り設置等

鳥取県 生活環境
あんしん入居支援事業

（住宅政策課）
5,000

　障害者等の方の入居を拒まない住宅（あんしん入居賃貸住宅）として登録している既存民間賃貸住宅

について、その改修経費を補助する市町村の負担額の一部を県が助成する

鳥取県 生活環境
交通信号機の改良事業

（警察本部）
16,405 　視覚障害者用付加装置の設置、信号機の高齢者感応化整備
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鳥取県 教育・育成
研修医等受入事業

（総合療育センター）
平成１８年度 13,649

　県の療育機関の中核施設である総合療育センターにおいて、専門医の育成及び将来の医師の確保を

容易にするため、短期研修医の受入を行う

　また、療育分野における人材育成に貢献するため、総合療育センターにおいて、看護・介護・リハビリ

テーショ ン等の研修生の受入れを行う

鳥取県 教育・育成
発達障害児童生徒支援事業

(特別支援教育室）
5,874

　ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等、特別な支援や配慮が必要な児童生徒に対する支援体制の充実を図る

（ＬＤ等専門員の配置、教員の大学でのＬＤ等専門研修派遣、ＬＤ等特別支援非常勤講師の配置等）

鳥取県 教育・育成
特別支援学校管理運営事業

（特別支援教育室）
4,140

　障害の種類や程度の応じた特別支援教育ができるよう特別支援学校の管理・運営及び充実・整備を行

う

・特別支援学校のセンター的機能の充実

・特別支援学校への看護師配置

鳥取県 教育・育成
私立学校特別支援教育ネットワークづくり事業

（青少年・文教課）
平成１９年度 90

　私立学校（高等学校・専修学校）で受け入れている軽度発達障害の生徒の状況等に応じた支援

（教育）をどのように充実させるのか、私立学校と関係機関等で検討を行う委員会を開催する

鳥取県 教育・育成
（発達の）気になる児童保育支援事業

（子ども家庭課）
648

　専門的な診断の必要な注意欠陥多動性障害（ADHD）、高機能自閉症等とともに、診断による障害は少

ないが「多動が激しい、集団生活での環境の変化によるパニック」等の精神・運動面において気になる

症状を有する、いわゆる「気になる児童」への保育の充実を図るために保育士の研修を行い、保育技

術の向上を図る

鳥取県 教育・育成
特別支援教育県民啓発推進事業

（中部教育局）
平成１８年度 301

　教職員や一般県民に対して、ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等を含めた障害のある幼児、児童生徒の正し

い理解と適切な指導及び支援の必要性を啓発するための研修会、講演会を開催する

鳥取県 教育・育成
特別支援学校児童生徒支援事業

（特別支援教育室）
20,886

　特別支援学校の児童生徒の通学に対する支援、休日の活動に対する支援を行う

（特別支援学校通学バス委託、特別支援学校指導員設置等）

鳥取県 教育・育成
白兎養護学校周辺機能整備事業

（教育環境課）
平成１９年度 14,304

　白兎養護学校の児童・生徒の通学バス乗降の安全確保を図るため、乗降スペース及びバス待機ス

ペースを整備する

鳥取県 雇用・就業
実習受入れ謝金の支給

（労働雇用課）
平成１９年度 3,900 　実習の受け入れ企業に対し、謝金を支給することで、障害者の就労に向けた実習を活性化する

鳥取県 雇用・就業
各種セミナーの開催

（労働雇用課）
平成１９年度 669

　福祉施設職員、養護学校教員へ就労支援のノウハウの研修、企業向けに障害者雇用のPRのセミナー

や障害者本人・保護者への意欲喚起のためのセミナーを開催する

鳥取県 雇用・就業
障害者雇用優良事業所等表彰

（労働雇用課）
45

　障害者を積極的に多数雇用した事業所及び職業自立について成果の著しい障害者に対して知事表彰

を行い、その努力を讃えるとともに、広く一般に周知し、障害者の雇用の促進に資する

鳥取県 雇用・就業
障害者雇用を促進するための事業所訪問の実施

（労働雇用課）
347 　障害者の雇用に関する理解を促すため、法定雇用率を達成していない企業を中心に企業訪問を行う
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鳥取県 雇用・就業
知的障害者職域開発

（労働雇用課）
1,502

　知的障害者を実際雇用することにより、就業状況を分析し、モデル事例として県庁、市町村役場、事務

系職場への拡大を図る

鳥取県 雇用・就業
障害者就労事業振興センター運営支援事業

（障害福祉課）
平成１６年度 8,864

　障害者小規模作業所や授産施設等における障害者の仕事の活性化のための調整・支援を行う「障害

者就労事業振興センター」の運営に対して助成する

鳥取県 雇用・就業
精神障害者社会適応訓練事業

（障害福祉課）
9,196 　精神障害者の社会参加を支援するため、企業に就労訓練等を委託する

鳥取県 雇用・就業
知的障害者3級ホームヘルパー養成研修事業

（障害福祉課）
平成１５年度 2,651

　知的障害者を対象とした介護福祉に関する基本的な研修（3級ホームヘルパー研修）を行うとともに、

研修修了者を対象とした福祉施設での就労適用訓練を行う

鳥取県 雇用・就業
在宅障害者就業支援事業

（労働雇用課）
平成１９年度 1,000

　就業する能力がありながら職場への通勤が困難な在宅障害者が、その能力を生かして自立するため

に、在宅で就業ができ、能力にあった就業ができ、能力にあった収入が得られるよう、在宅障害者へ直接

業務を発注する企業・団体へ支援する

鳥取県 雇用・就業
障害者就業・生活支援センターの体制強化

（労働雇用課）
平成１９年度 19,027

①東部・中部・西部地区に障害者就業支援員（企業で労務等の経験者）を各１名増員（３名→４名）し、福

祉・教育への支援を含め、対企業活動を充実する

②東部・西部地区にアルバイ ト職員を１名配置し、就業支援員及び生活支援員がより活発に直接支援が

できる体制をつくる

鳥取県 雇用・就業

中部地区障害者就業・生活支援センターの県単独設

置

（障害福祉課・労働雇用課）

平成１８年度 14,129
　障害者の身近な地域に就業面及び生活面での一体的かつ総合的な支援を提供する支援センターを

設置することにより、中部地区の障害者の雇用の促進及び職業生活における自立を図る

鳥取県 保健・医療
母子保健指導振興事業

（健康政策課）
867

　乳幼児等の健康保持増進を図るため、保健指導、健康診査を行う

○事業内容

・乳幼児健康従事者研修会・検診精度管理

・新生児聴覚障害支援検討会・事業評価

・未熟児訪問指導等

鳥取県 保健・医療
乳幼児すこやか発達相談指導事業

（健康政策課）
2,922

○乳幼児発達健康診査

　市町村で行う健康診査及び健康相談等の中から発達の遅れが疑われる乳幼児を対象に、脳神経小児

科医による発達面を中心とした健康診査及び個別指導を行う

○乳幼児発達健康教室

　乳幼児発達健康診査において要観察となった幼児とその保護者を対象に、集団指導による家庭ででき

る遊びを通しての発達指導を行う

鳥取県 保健・医療
すくすく子育て健康支援事業

（健康政策課）
787

　未熟児、多胎児、発達障害児、長期療養児などのハイ リスク児を抱える保護者の子育てを支援するた

め、健康教室や保護者交流会等を開催し、育児不安の軽減を図る
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鳥取県 保健・医療
ひきこもり対策推進事業

（健康政策課）
3,515

○ひきこもり対策推進事業

・社会参加促進事業委託

・地域ケアネットワーク事業

・家族教室の開催

・精神科医による相談

鳥取県 保健・医療
特別医療費助成事業

（障害福祉課）
1,480,403

　重度心身障害者、精神障害者、小児等の医療費（本人負担額部分）を助成する市町村に対して補助す

る

鳥取県 保健・医療
自殺予防対策事業

（健康政策課）
3,127

・うつ病予防対策事業

　うつ状態を早期に発見し、医療機関へつなげる体制をつくる

・自殺予防対策検討会の開催

　平成17年度こころのセーフティネット事業の検証と推進

・鳥取いのちの電話への支援

　相談環境の整備と相談員の確保を行うとともに、団体の安定した運営を支援する

鳥取県 保健・医療
精神保健福祉センター運営費

（健康政策課）
9,714

　精神保健に関する技術指導・援助、教育研修、広報普及、精神保健相談、協力組織の育成、調査研究

等の各種事業の実施

　社会不適応・重複障害者を対象とした社会参加訓練及び社会生活支援の確立を行い、医療機関での

デイ ケアへの技術支援を行う

鳥取県 保健・医療
アルコール関連問題対策事業

（障害福祉課）
平成１７年度 1,804

　精神科医師の配置などにより、アルコール依存症等の相談体制の充実を図るとともに、広報等により

アルコールによる健康被害の正しい知識の普及啓発を図る

鳥取県 保健・医療
看護職員等修学資金貸付事業

（医療政策課）
306,678

　県内に就業する看護職員、理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士の確保のため、看護師等養成施

設及び理学療法士・作業療法士・言語聴覚士養成施設に在学している学生に対して修学資金を貸し付

ける

鳥取県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

障害者情報バリアフリー化支援事業

（障害福祉課）
5,600

　在宅や施設入所の重度の障害者のために「出前IT講習」を実施し、また電話などによる障害者からの

IT関連の相談に対して助言や指導等を行う

鳥取県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

県政だより等広報費

（広報課）
73,562

　文字を大きくし、行間を広くとったり、写真やイ ラ ストを活用し、誰にでも読みやすい紙面づくりを行う

　※別途、障害福祉課予算で点訳・音訳版を作成

鳥取県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

イ ンターネット広報費

（広報課）
7,862

　ホームページ作成支援システムを導入し、利用者が見やすく情報を探しやすい県のホームページとす

る

鳥取県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

図書館運営費

（図書館）
26,602

　県立図書館に設置している高齢者や弱視の方のための拡大読書機2台について、最新機種に更新した

ものの運営、保守管理等

鳥取県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

県政テレビ番組の聴覚障害者対応事業

（広報課）
35,879

　県政テレビ番組に字幕を同時に挿入（生放送部分を除く）するとともに、年4回の放送に手話を導入す

る
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鳥取県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

バリアフリーマップホームページの運用

（景観まちづくり課）
915 　県内公共施設のバリアフリー情報をホームページにより県民に情報提供を行う
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島根県 啓発・広報

特別な支援の必要な子どもの総合支援事業

～ふるさとあったかスクラ ム事業２～

（生涯学習課）

平成１７年度 500

　障害のある子どもたちが自分たちの住む地域で、体験活動を豊かにするための体制づくりを進めてい

くモデル事業

○体験活動推進協議会、○体験活動モデル事業、○指導者・サポーターの養成○相談支援事業の充実

島根県 生活支援
障害者はつらつ生活支援事業

（障害者福祉課）
平成１３年度 30,000

　市町村が実施する在宅の障害者のニーズや地域の実情に応じたきめ細やかな事業を支援することに

より、障害者の地域における自立と社会参加の促進を図る

島根県 生活支援
療育等支援施設事業

（障害者福祉課）
平成８年度 82,660

　在宅心身障害児（者）の地域における生活を支えるため、障害児（者）施設が有する専門性を活用し、

身近な地域で療育指導、相談を行う

島根県 生活支援
障害者スポーツ振興事業

（障害者福祉課）
平成１２年度 39,483

　障害者がスポーツを通じて、機能の回復と体力の維持増進を図るとともに、障害者の自立と社会参加

の促進に寄与することを目的とする

島根県 生活支援
ケアホーム・グループホーム整備事業

（障害者福祉課）
平成１７年度 45,000 　圏域ごとに自立のための生活の場を確保するため、グループホームの整備を行う

島根県 生活支援
重症心身障害児者サービス基盤整備事業

（障害者福祉課）
平成１７年度 19,780 　重症心身障害児･者に対するショ ートステイ 等が可能な施設を圏域ごとに整備を行う

島根県 生活環境
学校施設バリアフリー化事業

（教育長施設課）
平成１２年度 64,000

　障害を持つ人などがより広く教育を受けることができるようにバリアフリー化をすすめ教育環境の充

実を図る

島根県 教育・育成
特別支援教育コーディネーター研修

（高校教育課）
平成１５年度 861

　各学校において中心的な役割を担う「特別教育コーディネーター」を養成し、校内体制づくりの推進を

図るため、研修講座を開催する

島根県 教育・育成
特別支援学校センター機能充実事業

（高校教育課）
平成１５年度 1,200

　特別支援学校が、施設や支援のノウハウを活用し、地域におけるセンター的役割を果たすことにより、

地域における相談支援体制の充実を図る

島根県 教育・育成
特別支援学校進路開拓推進事業（あいワーク）

（高校教育課）
平成１０年度 3,276 　特別支援学校卒業後の生徒一人一人に応じた進路保障を目指し、職業教育の推進と職場開拓を行う

島根県 教育・育成
特別な支援のための非常勤講師配置事業

（義務教育課）
平成１７年度 162,509

　小学校の通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の児童に対して非常勤講師を配置す

ることにより、その一人一人の持てる力を高め、生活や学習上の困難を克服するための必要な支援を

行う

島根県 雇用・就業
障害者就労支援事業所移行促進事業

（障害者福祉課）
平成１０年度 80,000

　家族会等が実施する創作・作業活動及び生活指導を行う事業に対し補助を行うことにより障害者の自

己実現、社会的自立を図る

島根県 雇用・就業
精神障害者社会適応訓練事業

（障害者福祉課）
昭和５７年度 13,213 　対象者を一定期間事業所に通わせ、社会適応訓練を実施し、社会復帰の促進を図る

島根県 雇用・就業
障害者就労支援センター事業

（障害者福祉課）
平成１８年度 33,400

　障害者就業・生活支援センターのない圏域において、障害者就労支援ワーカ ーを配置し障害者に対し

就労等の支援を行う
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島根県 保健・医療
福祉医療費助成事業

（障害者福祉課）
昭和４８年度 672,944

　重度心身障害者及びひとり親家庭に対して、医療費の自己負担分を助成し、容易に医療を受けられる

ようにすることによって、対象者の福祉の増進を図る

島根県 保健・医療
自殺予防のためのうつ病対策事業

（障害者福祉課）
平成１６年度 3,308

　自殺地域予防ネットワークを構築し、各圏域における予防対策を検討する。また、うつ病対策を中心と

した、自殺予防に関する相談体制の充実のための研修を実施する

島根県 保健・医療

県外の医療医療機関に入院する障害児療養支援事

業

（健康推進課）

平成１７年 5,352
　生活本拠地から県外医療機関までの入･退院時に要する交通経費を助成する

　また、助成対象者に対して県外で入院期間中に要する滞在費等に必要な資金を貸し付ける

島根県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

文字放送

（公聴広報課）
－ 2,142

　県内のイ ベントなどお知らせ情報を字幕付き広報番組や文字放送等障害者に配慮した情報提供を推

進する

島根県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

声の広報「島根県だより」

（公聴広報課）
－ 2,318

　県政の動きやお知らせなどを、声の広報「島根県だより」（カ セットテープ）として県内の視覚障害者や

関係者に配布し、情報提供を推進する
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岡山県 啓発・広報
点字広報「おかやま」の発行

（公聴広報課）
2,605 　目の不自由な人を対象に、県政の動き、話題などを紹介する

岡山県 啓発・広報
ユニバーサルデザイ ン推進事業

（企画振興課）
平成１５年度 17,607

　ＵＤ社会を実現するため、県のあらゆる施策にＵＤの考え方を取り入れるとともに、多様な普及啓発事

業により、県民をはじめ、ＮＰＯや企業等全県的にその考え方の浸透を図り、またＮＰＯ等と協働し、人材

づくりや場づくりを行ったり、県民の身近な場所にＵＤ協働推進の拠点（ＵＤ情報の発信や相談、ＮＰＯ等

の交流、活動の場）を整備し、ＵＤを真に県民の身近なものとして定着させるための基盤づくりを行う

岡山県 啓発・広報 心のバリアフリー支援事業 平成１３年度 146
　心のバリアフリー推進のための啓発冊子の活用を図るとともに、市町村や地域住民が取り組む車いす・

アイ マスク体験等に対し支援を行い、県民の心のバリアフリーの推進を図る

岡山県 生活支援
入院患者社会復帰促進事業

（健康対策課）
昭和６２年度 1,018 　精神病院の入院患者が社会復帰するにあたり、住居確保が困難な者に対し家賃保証料の補助を行う

岡山県 生活支援
24時間電話相談事業

（健康対策課）
平成１８年度 16,886 　在宅の精神障害者やその家族の方々から、生活相談など各種相談に応じる　　（24時間　通年受付）

岡山県 生活支援
ホステル運営事業

（健康対策課）
平成１８年度 25,030

　本人の意志または事情により一時的に入所が必要な者、退院促進のために一時的に入所が必要な者

に、利用期間を限り宿舎を提供する

岡山県 生活支援
障害児等療育支援事業

（障害福祉課）
平成１８年度 15,908 　在宅の障害児（者）に対して身近な地域で療育指導等が受けられる療育機能の充実を図る

岡山県 生活支援
心身障害幼児通所訓練事業

（障害福祉課）
平成６年度 6,798

　心身障害児及びその保護者に対して療育訓練、指導等を行い、地域社会が一体となって育成を助長す

る

岡山県 生活支援
聴覚・言語障害児巡回相談事業

（障害福祉課）
昭和５３年度 601

　在宅の聴覚・言語障害児に対し、巡回して医学的審査及び必要な諸相談に応じるとともに、適切な指導

を行い福祉の増進を図る

岡山県 生活支援
身体障害者グループホーム運営事業

（障害福祉課）
平成１９年度 3,527

　グループホームへの運営費を補助することで、身体障害者で地域生活へ移行可能な者に対して、自立

支援を促進する（補助対象：市町村）

岡山県 生活支援
グループホーム体験入所事業

（障害福祉課）
平成１９年度 1,710

　施設入所者の地域生活への移行を促進するため、グループホーム及びケアホームでの体験入所をモ

デル的に実施する（補助対象：市町村）

岡山県 生活支援
障害者グループホーム等整備事業

（障害福祉課）
平成１９年度 4,000

　施設から地域での自立した社会生活への移行のため、地域において受け皿となる生活の場を整備す

る

岡山県 生活支援
障害者自立支援推進事業

（障害福祉課）
平成１９年度 50,000

　市町村、事業者、家族など障害者を支える様々な主体が創意工夫を凝らし、地域の実情や障害者の

ニーズに応じたきめ細やかな取組や新たな分野への挑戦などを行う事業を支援することにより、障害者

が地域の中で快適に自立した生活を営める社会づくりを進める

岡山県 生活支援
全国障害者スポーツ大会派遣事業

（障害福祉課,健康対策課）
平成１３年度 36,588

　今年、秋田県で開催される第７回全国障害者スポーツ大会「秋田わか杉大会」に岡山県選手団１４２名

（選手１０２名、役員４０名）を派遣する
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

岡山県 生活支援
障害者スポーツ指導員養成事業

（障害福祉課）
平成１２年度 541

　障害者スポーツの振興を図り、障害者の健康の維持増進に寄与するため、障害者のスポーツ指導に

ついて専門的な知識と技能を身につけた指導員の養成を図る

岡山県 生活支援
全国障害者スポーツ大会地区予選会派遣事業

（障害福祉課）
平成１３年度 5,549

　平成1９年度秋田県で開催される「第７回全国障害者スポーツ大会」の地区予選会（団体競技）に県代

表チームを派遣する

岡山県 生活環境
警察施設のバリアフリー化

（警察本部会計課）
平成８年度 11,447

　交番・駐在所等の建替時に、多機能便所、誘導用床材、自動ドア及び車いす使用者用駐車施設等を設

置する

岡山県 生活環境
「メール１１０番受理・応答システム」の運用

（警察本部通信指令課）
平成１５年度 88

　聴覚障害者等言葉の不自由な方の外出中の事件・事故発生時における１１０番通報用通信手段とし

て、携帯電話のメール機能を利用した「メール１１０番受理・応答システム」を運用している（平成１５年７月

１日から運用を開始）

岡山県 生活環境
警察職員の手話講習

（警察本部教養課）
平成７年度 840 　手話バッジ取得に向けた手話通訳講習や手話バッジ取得者に対する１日研修を実施する

岡山県 生活環境
視覚障害者用道路横断帯の設置

（警察本部交通規制課）
平成１５年度 5,243

　音響式歩行者誘導装置の付加された信号交差点の横断歩道に点字ブロック様の横断帯を設置し、視

覚障害者の方が安全かつ安心して横断できるように支援する

岡山県 生活環境
岡山県福祉のまちづくり条例に基づく届出・協議

（建築指導課）
平成１３年度 －

　岡山県福祉のまちづくり条例に基づき生活関連施設の新築等を行う場合に届出・協議を義務づけ、整

備基準適合のための指導助言を行う

岡山県 生活環境
ＵＤ建築技術研修会

（建築指導課）
平成１６年度 419

　おかやまユニバーサルデザイ ン推進指針（平成１６年策定）に基づき誰もが利用しやすい建築物をめ

ざして高齢者・障害者・施設管理者・建築技術者等を対象に高齢者・障害者疑似体験や意見交換会等を

行い、ＵＤ推進に向けた意識啓発と技術研鑽を行う

岡山県 生活環境
ＵＤまちづくり推進手法策定事業

（建築指導課）
平成１７年度 390 　ＵＤまちづくり推進手法のパンフレットを作成して、ＵＤまちづくりの普及啓発を行う

岡山県 生活環境

既存施設のＵＤ化のための軽微な改善部品試作調査

事業

（建築指導課）

平成１７年度 500
　既存施設のＵＤ化を図るため、軽微な改善部品を試作・試用し今後の普及・実用化に向けた基礎調査

を行う

岡山県 生活環境
ＵＤまちづくり地域型モデル推進活動支援事業

（建築指導課）
平成１８年度 1,624

　平成1８年度に実施した、真庭市勝山地区におけるＵＤまちづくり推進手法策定調査結果を踏まえて、

まちの利用者（民間）が主体となり、具体的なＵＤまちづくり推進モデル事業となる実践ワークショ ップを

実施し、ＵＤまちづくりを推進する

岡山県 生活環境
バリアフリー相談事業

（障害福祉課）
平成１２年度 440

　県有施設の設計段階から障害者等の意見を聴いて整備を行うバリアフリー相談検討会を開催するとと

もに障害者等を対象にバリアフリーアドバイ ザースキルアップ研修会を開催するもの

岡山県 生活環境
福祉移送支援事業

（障害福祉課）
平成１６年度 1,785 　NPO等による福祉有償運送の拡充、安全性確保及び福祉車両の効率的運行システムの構築
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

岡山県 生活環境
バリアフリーガイ ドホームページ保守管理費

（障害福祉課）
平成１４年度 908 　平成１３年度に作成したバリアフリーガイ ドのホームページの保守管理。新規・更新による情報の提供

岡山県 教育・育成
特別支援教育推進事業

（教育庁特別支援教育室）
平成１６年度 2,357 　特別支援学校における公開講座の開催

岡山県 教育・育成
特別支援教育サポート事業

（教育庁特別支援教育室）
平成１７年度 4,441

　障害のある児童・生徒等への適切な支援を行うため、教育、医療、保健、福祉等の関係機関等からなる

特別支援連携協議会の設置や、大学教授や医師等の専門家の協力を得ながら、特別支援学校等の教

員を小・中学校等に派遣し、指導内容・方法について助言・援助する

岡山県 教育・育成
教職員の指導力の向上

（教育庁特別支援教育室）
昭和６２年度 856

　特別支援学校や幼・小・中学校の特別支援教育担当者等の指導力の向上を目的として、特別支援教育

教育課程研究協議会を実施する

岡山県 教育・育成
社会自立総合推進事業

（教育庁特別支援教育室）
平成６年度 434

　特別支援学校高等部生徒の社会自立を積極的に推進するため、職業能力の開発、現場実習、進路開

拓、職場適応指導等を行う

岡山県 教育・育成 いきいきジョ ブ支援事業 平成１９年度 1,433
　県立特別支援学校生徒の将来の職業自立に向けて、働く意欲の向上、進路選択の広がり、自己の適性

の理解を図るため、ジョ ブ支援員を活用し、中学部からの企業における就労体験を実施する

岡山県 雇用・就業
助成制度の積極的活用事業

（労政・雇用対策課）
昭和４８年度 720

　障害者の雇用の促進とそれに必要な連絡及び研究を行うことを目的とする事業を助成するため、補助

金を交付する

岡山県 雇用・就業
雇用促進大会の開催事業

（労政・雇用対策課）
昭和５０年度 336

　障害者雇用優良事業所、優秀勤労障害者等の表彰を行うとともに記念講演等を行い、障害者、事業主

の意識の啓発を図る

岡山県 雇用・就業
手話協力員の活用事業

（労政・雇用対策課）
昭和４９年度 475

　県下の安定所に（必要があれば他の安定所に出張）手話協力員を設置し、ろうあ者に対する職業相談

等を行う

岡山県 雇用・就業
障害者の就職促進事業

（労政・雇用対策課）
昭和５５年度 319 　労働局等関係機関と連携して、就職面接会・就職準備講習会等を実施する

岡山県 雇用・就業
障害者職場定着奨励金の活用事業

（労政・雇用対策課）
平成４年度 600

　職場適応訓練修了後引き続き常用労働者として雇用する事業主に対して、奨励金（１人につき２００千

円）を支給する

岡山県 雇用・就業
精神障害者社会適応訓練事業

（健康対策課）
昭和６２年度 15,860

　通院中の精神障害者の社会復帰を促進するため、理解のある事業所（職親）のもとで社会適応訓練を

実施し、精神障害者の社会参加を促進する

岡山県 雇用・就業
精神障害者就労支援促進体制整備事業

（健康対策課）
平成１８年度 3,660

　働くための一歩を踏み出しにくい精神障害者を後押しし、関係者が協働して働くきっかけ作りと就労支

援のための情報交換等が行える場を設け、精神障害者の就労支援を促進するための体制整備を行う
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

岡山県 保健・医療
ひきこもり脱出支援事業

（健康対策課）
平成１４年度 2,975

　ひきこもり経験者やその家族等に対し専門研修を実施し、研修修了者をサポーターとして委嘱し保健師

等と連携しひきこもり本人やその家族の相談に応じる

　また精神科医や臨床心理士等が地域に出向きひきこもりに悩む本人や家族等との座談会を開催する

岡山県 保健・医療
地域ひきこもり対策事業

（健康対策課）
平成１９年度 4,303

　ひきこもり対策は、地域の特性に応じた多様な主体によるきめ細やかな対応が必要であるため、各保

健所への相談窓口の設置や関係機関による連絡会議の開催、家族会の開催、学生サポーター育成強

化等を行う

岡山県 保健・医療
心身障害者医療費公費負担制度

（障害福祉課）
昭和４８年度 1,074,619 　重度心身障害者が必要とする医療を受けやすくするため、その医療費を公費負担する

岡山県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

点字広報「おかやま」の発行

（公聴広報課）
2,605 　目の不自由な人を対象に、県政の動き、話題などを紹介する

岡山県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ウエブアクセシビリティ推進事業

（情報政策課）
平成１６年度 1,764

　県庁ＨＰに、音声読み上げや文字拡大機能を有する「ＨＰ閲覧支援ソフト」を導入し、高齢者や視力の弱

い人などの閲覧に配慮するもの
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

広島県 啓発・広報
ユニバーサルデザイ ンひろしま推進事業

（政策企画部　企画調整局）
平成１３年度 - 　ユニバーサルデザイ ンの考え方の浸透を図るための，普及啓発活動を行う。

広島県 啓発・広報
団体活動の促進

（福祉保健部　障害者支援室・保健対策室）
1,730

　障害や障害のある人への理解促進に大きな役割を果たしている各団体（身体・知的・精神・難病）の自

主的活動に対して助成する

広島県 生活支援
福祉用具開発支援事業

（商工労働部　新産業振興室）
平成１９年度 3,109

　県内福祉用具メーカ ーの製品開発支援（試作品等モニタリング評価，デザイ ン等アドバイ ザー派遣）

を通じて，福祉関連市場の創出と本県産業構造の多角化，ものづくり産業の活性化を図る

広島県 生活支援
公園施設整備事業

（環境部　自然環境保全室）
平成７年度 94,069 　「広島県福祉のまちづくり条例」等を参考に，計画的に自然公園などの施設整備や改修を行う

広島県 生活支援
施設利用料の割引

（環境部　自然環境保全室）
昭和５９年度 －

　身体障害者手帳等の提示により，自然公園施設及び県立野外レクリエーショ ン施設の利用料の減免

が受けられる

広島県 生活支援
「子ども何でもダイ ヤル」電話相談事業

（福祉保健部　こども家庭支援室）
平成３年度 5,637

　広島こども家庭センターに，専門的知識，技術を有する相談員を設置し，こどもに関するあらゆる相談

に電話で応じ，保護者や児童自身の不安や悩みの解消を図る

広島県 生活支援
進行性筋萎縮症者（児）療養相談事業

（福祉保健部　障害者支援室）
昭和５４年度 185

　在宅生活を希望する進行性筋萎縮症者（児）やその家族に対し，在宅生活に必要な様々な知識（日常

生活，療育方法等）を提供する

広島県 生活支援
障害児（児）地域療育等支援事業

（福祉保健部　障害者支援室）
平成１５年度 38,609

　在宅の重度心身障害児（者），知的障害児（者），身体障害児の地域における生活を支えるため，身近

な地域で療育指導，相談等が受けられる療育機能の充実を図る

広島県 生活支援
療養援護事業

（福祉保健部　障害者支援室）
平成７年度 48,867 　重度の障害者等が，15日以上継続入院した場合に療養援護費を支給する

広島県 生活支援
「こころの電話」相談事業

（福祉保健部　保健対策室）
平成３年度 6,000

　広島県精神保健福祉協会に委託して，県民の心の健康に係る悩み・トラ ブル等の電話・メールによる

相談窓口として「こころの電話」を実施している

広島県 生活支援

精神障害者社会適応訓練事業（通院患者リハビリ

テーショ ン事業）

（福祉保健部　保健対策室）

昭和５７年度 8,888
　協力事業所に委託して，回復途上にある通院中の精神障害者を一定期間事業所に通所させ，就労等

の社会適応訓練を実施する

広島県 生活支援
全国障害者スポーツ大会選手団派遣事業

（福祉保健部　障害者支援室）
平成１３年度 11,354

　広島県社会参加推進センターに委託し，障害者の自立と社会参加を促進するため，全国障害者スポー

ツ大会へ選手を派遣する

広島県 生活環境
福祉のまちづくり整備資金の貸付

（都市部　建築指導室）
平成８年度 5,500 　福祉のまちづくり条例に適合した建築物の整備促進を図るため，整備資金の貸付を行う

広島県 生活環境
障害者福祉バスの設置

（福祉保健部　障害者支援室）
昭和５４年度 304

　障害者が，各種講習会，機能回復訓練，スポーツ，レクリエーショ ン等へ参加の際の移動を支援する

ため，障害者福祉バス１台を県立身体障害者更生相談所へ配備し，貸出しを行う

広島県 生活環境
災害時要援護者の避難支援対策

(県民生活部危機管理室）
平成１８年度 －

　近年の豪雨や地震による被害の教訓を踏まえ，高齢者・障害者などの災害時要援護者の特性に配慮

した具体的な避難支援計画（避難支援プラ ン）の策定について，市町の取組みを促進する
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（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

広島県 生活環境
運転適性相談の実施

（警察本部　運転免許課）
平成１０年度 279

　広島県運転免許センターにおいて，身体障害者等に対して運転免許の取得・更新等に対する相談や

身体障害者運転適性検査を行う

広島県 生活環境

ファ ックス１１０番システム

メール１１０番システム

（警察本部　通信指令課）

平成３年度

平成１２年度 90
　聴覚・言語等が不自由な人からの１１０番通報を，広島県警察本部通信指令課においてファ ックス及び

電子メールで受信する

広島県 生活環境
手話のできる警察職員の養成

（警察本部　警務課）
平成８年度 434 　聴覚障害者との円滑な意思伝達のため，手話のできる警察職員を養成する

広島県 教育・育成
就学指導委員会の開催

（教育委員会　特別支援教育室）
昭和４７年度 457 　就学指導を適正に行い，障害のある児童生徒に係る義務教育の円滑な実施を図る

広島県 教育・育成
適正な就学指導・教育相談支援事業

（教育委員会　特別支援教育室）
平成１５年度 99 　保護者や関係機関に対して相談機関等の情報を提供する，教育相談ガイ ドブックを作成・配布する

広島県 教育・育成
特別支援教育ビジョ ン策定事業

（教育委員会 特別支援教育室）
平成１９年度 1,444 　学校教育法の改正に伴い，今後の本県の特別支援教育の方向性を明らかにする

広島県 教育・育成
特別支援学校の通学対策

（教育委員会　指導第二課）
昭和５４年度 536,541

　幼児児童生徒の通学等の手段を確保する

（Ｈ１９．４現在　１３校６７路線）

広島県 教育・育成
福祉・医療等関係機関との連携

（教育委員会　特別支援教育室）
平成１７年度 ―

　障害のある児童生徒の指導に医学的側面からの専門性を付加し，特別支援学校の教育の質的向上を

図るため，理学療法士，作業療法士，言語聴覚士を特別非常勤講師として配置する

広島県 教育・育成
医療的ケア実施体制整備事業

（教育委員会　特別支援教育室）
平成１７年度 2,532

　看護師を配置している特別支援学校において，安全かつ適正に医療的ケアを実施するために必要な

体制を整備する

広島県 教育・育成
特別支援教育授業改善推進事業

（教育委員会　特別支援教育室）
平成１８年度 3,559

　特別支援学校及び小・中学校障害児学級の教育課程及び授業の改善を行う（研究指定校：小・中２，特

支３）

広島県 教育・育成
ＬＤ等の専門家巡回相談事業

（教育委員会　特別支援教育室）
平成１８年度 2,405

　ＬＤ等の専門家による小・中学校等への巡回相談を実施し，ＬＤ等の幼児児童生徒への対応を支援す

る

広島県 教育・育成
特別支援学校就職指導充実事業

（教育委員会　特別支援教育室）
平成１８年度 1,573

　一人一人の障害の特性等に応じた就職指導を推進し，障害のある生徒の自立や社会参加を促進する

（研究指定校２校，就職指導調査研究会議の設置，ジョ ブサポートティーチャーの配置２名）

広島県 雇用・就業
障害者就業支援事業

（商工労働部　雇用対策室）
平成９年度 5,812 　広島地域障害者雇用支援センターに対し，運営指導，運営に対する助成を行う

広島県 雇用・就業
障害者多数雇用事業所立地促進

（商工労働部　雇用対策室）
昭和５７年度 100

   障害者の雇用促進を図るため，広島県内の工業団地等に障害者を多数多数雇用する事業所を新設

する者に対し，助成金の交付，融資の措置を行う

広島県 雇用・就業
障害者雇用促進支援資金

（商工労働部　雇用対策室）
平成１８年度 －

　職業的自立を目指す障害者の就業を促進するため，障害者を一定割合雇用している企業若しくは新

たに雇用する企業に対して融資を行う
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広島県 雇用・就業
ハートフル農園支援事業

（農林水産部　農林水産総務室）
平成１７年度 20,000

　農業生産法人が野菜や果樹栽培などの多角的経営を行うため，新たな働き手として障害者が就労する

場合に必要な生産基盤，機械及び施設等の整備に対し助成する

広島県 雇用・就業
｢福祉の店｣設置支援事業

（福祉保健部　障害者支援室）
平成１８年度 3,000

　空き店舗等を利用して，「福祉の店」を開設するにあたり，開設時の初度経費を助成する市町に対し

て，補助を行う

広島県 雇用・就業
小規模作業所法定化移行等促進事業

（福祉保健部　障害者支援室）
平成１８年度 3,375

　就労することが困難な在宅障害者に対し設けられた共同作業の場（小規模作業所）が，障害者自立支

援法による事業体系に移行する際に要する，施設整備等の経費を助成する市町に対して補助を行う

広島県 雇用・就業
グループホーム・ケアホーム整備費補助事業

（福祉保健部　障害者支援室）
平成１９年度 15,264 　グループホーム・ケアホームの新設に要する，工事費等の経費を助成する市町に対して補助を行う

広島県 雇用・就業
障害者の雇用促進事業

（商工労働部雇用対策室）
平成１９年度 10,000

　障害者の職場定着支援のため，障害者を支援するジョ ブサポーターの養成研修・派遣事業を実施す

る

広島県 保健・医療
１歳６か月・３歳児精神発達精密健診等

（福祉保健部　こども家庭支援室）
昭和４４年度 3,934

　市町が実施する１歳６か月児及び３歳児健康診査の結果に基づき，こども家庭センター（児童相談所）

の児童心理司による，精密診査，事後指導を行う

広島県 保健・医療
重度障害者医療の給付

（福祉保健部　障害者支援室）
昭和４８年度 3,993,577 　重度障害者に対し，医療の助成を行う

広島県 保健・医療
精神保健活動事業

（福祉保健部　保健対策室）
昭和５８年度 3,605

　保健所において，精神障害者や痴呆性老人及びその家族に対し，精神科医，精神保健福祉相談員等

による相談指導や訪問指導を実施する

広島県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

県政広報

（総務部　広報室）
－

　視覚障害者及び聴覚障害者を対象に，県政について次のとおり情報提供を行う

・県政広報紙「広島県民だより～ふれあい～」点字版及びカ セットテープ版を希望者へ無料配布

・県政情報番組「わくわく！ひろしま県」手話通訳付き放送（年４回）及び字幕スーパー付き放送

・同番組「とれとれ広島県」，「キラ リ！広島県」，「ふれあいひろしま」の字幕スーパー付き放送

・広島県ホームページに，文字拡大や音声読み上げ機能を持つ「らくらくＷｅｂナビ」導入

　また，ウェ ブアクセシビリティ確保のため，「ＪＩＳＸ８３４１－３」に準拠

広島県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

県政情報提供事業｢広島県政もみじファ クス｣

（総務部　広報室）
平成９年度 1,882 　ファ ックス（一部音声誘導）により県政情報等の提供及び県政への提言の受付を行う

広島県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

警察施設ファ ックスネットワーク

（警察本部　地域課）
平成５年度 6,593 　各種安全情報の提供や要望等を受けるため，全交番等にファ ックスを設置する

広島県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

国際情報ネットワーク事業

（総務部　国際室）
平成１５年度 2,139

　ホームページ「ひろしま国際情報ネットワーク」を運営する

・イ ンターネットによる国際情報提供

・障害者に関する各施策についても情報提供（HP内「暮らしの手引き広島」）
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山口県 啓発・広報
ユニバーサルデザイ ン推進事業

（厚政課）
平成１９年度 3,600

　県民、事業者等の協働による各分野におけるユニバーサルデザイ ンへの視点に立った取組の促進

を図るため、「ユニバーサルデザイ ン出前講座」を開催するなど、普及啓発を行う

山口県 生活支援
全国障害者スポーツ大会準備推進事業

（障害者支援課）
平成１７年度 29,080

　平成23年の全国障害者スポーツ大会山口県大会開催に向け、所要の準備を行う（障害者スポーツ指

導員養成・ネットワーク化事業等の国庫補助事業を除く）

山口県 生活支援
障害者地域参加促進支援事業

（障害者支援課）
平成１５年度 7,000

　在宅の障害者が住み慣れた地域社会の中で自立し、積極的に地域社会に参加できる環境整備を図る

ため、各地域の実情に応じた各種の地域社会促進施策を展開する市町に対し、助成する

山口県 生活支援
障害者スポーツ振興事業

（障害者支援課）
平成１７年度 15,442

　障害の有無に関わらず、誰もがスポーツに参加できる環境づくりを推進するため、障害者スポーツの

拡充を図り、障害者の社会参加を促進する（全国障害者スポーツ大会派遣選手強化育成等事業等の国

庫補助対象事業を除く）

山口県 生活支援
知的障害者地域生活援助事業

（障害者支援課）
昭和６３年度 410

　年金、作業収入等の生活に必要な収入はあるものの、両親の死亡等により地域生活の維持等が困難

な知的障害者が、地域社会の中で生きがいのある安定した生活が送れるように、知的障害者の親の会

の母体となる団体に対し助成することにより、知的障害者の福祉の向上を図る

山口県 生活支援
障害児保育事業

（こども未来課）
昭和４７年度 72,244

　特別児童扶養手当の支給対象児（所得により手当の支給を停止されている場合を含む）以外の障害

児が保育所に入所した場合、当該障害児保育のための保育士の補強に要する経費及び当該障害児の

日常生活指導に要する経費を補助する

山口県 生活支援
社会福祉施設職員設置費等助成事業

（障害者支援課）
昭和５０年度 3,124

　民間の設置経営する知的障害児施設等に入所している入所児（者）の処遇の充実等を図るため、重度

知的障害児（者）の保護・指導に必要な職員の雇用費を助成する

山口県 生活環境
障害者虐待防止推進事業

（障害者支援課）
平成１８年度 1,500

　関係機関との連携や相談支援体制の整備などにより、障害者（児）施設における利用者への虐待行為

の未然防止、早期発見に向けた対策の充実・強化を図る

山口県 生活環境
障害者住宅整備資金貸付事業

（障害者支援課）
昭和４８年度 190,991

　障害者又は同居（予定）する世帯に対し、障害者の居住環境を改善するため、障害者の専用居室等の

増改築又は改造をするための資金を貸し付ける

山口県 教育・育成
特別支援教育推進体制整備事業

（特別支援教育推進室）
平成１９年度 12,000

　障害のある幼児児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な教育的支援を行う特別支援教育

の実現に向けて、「山口県特別支援教育ビジョ ン」及び「山口県特別支援教育ビジョ ン実行計画

（第1期）」に基づいた事業を計画的に推進する

山口県 教育・育成
私立幼稚園障害児教育費補助

（学事文書課）
昭和５４年度 3,088

　国庫補助の対象とならない、障害児が1人以上在園している学校法人が経営する幼稚園及び障害児が

在園している個人が経営する幼稚園の障害児教育に要する経費を補助し、教育条件の維持向上を図

る

山口県 教育・育成
総合療育機能推進事業

（障害者支援課）
昭和５６年度 19,025

　総合療育システム（福祉、医療、教育の各関係機関等によるネットワーク）の充実を図り、心身障害の

ある乳幼児の早期発見、早期療育を推進する

山口県 教育・育成
心身障害児（者）デイ ・ケア推進事業

（障害者支援課）
昭和４８年度 67,444

　在宅の心身障害児（者）に対し、通所により、日常生活訓練、機能回復訓練、その他必要な指導訓練を

実施し、地域社会における心身障害児（者）の自立を促進するとともに、保護者の負担軽減を図る
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山口県 教育・育成
心身障害児母子通園訓練事業

（障害者支援課）
平成４年度 9,504

　心身障害児の早期療育を推進するため、知的障害児通園施設等において、在宅心身障害乳幼児に対

して、母子通園形式による療育訓練を実施する

山口県 教育・育成
障害児等療育支援事業

（障害者支援課）
平成１５年度 64,017

　身近な地域で在宅療育等に関する相談、指導等のサービス提供を行うことにより、地域の在宅障害児

等の福祉の向上を図る

山口県 雇用・就業
知的障害者就労訓練事業

（障害者支援課）
昭和６２年度 3,095

　知的障害者援護施設及び知的障害児施設入所者（児）の自立更生のため、社会自立の可能性のある

者に対し、一定の期間、就労訓練を実施し、雇用に必要な素地を与えることにより、自立の促進を図る

山口県 雇用・就業
就労奨励サポート事業

（障害者支援課）
平成１９年度 20,400

　施設の平均工賃が平均利用料（利用者負担、食費）を下回る通所授産施設等を対象に、施設の利用

控えに歯止めをかけ、利用者の就労意欲を高めるために通所授産施設等が行う取組を支援する

山口県 雇用・就業
技能五輪・アビリンピック選手育成強化事業

（労働政策課）
平成１４年度 12,000

　障害のある人の職業能力の向上を図るとともに、障害者雇用に対する社会一般の理解を深め、また、

国際親善を図ることを目的として開催される国際アビリンピック大会（静岡県で開催）に参加する選手の

育成強化を図る（技能五輪国際大会・国内大会の参加選手の育成強化と合わせて実施）

山口県 雇用・就業
女性・障害者就業支援事業

（労働政策課）
平成１２年度 1,563 　障害者を対象とした合同就職面接会を開催し、障害者の就職促進を図る

山口県 雇用・就業
障害者対策費

（労働政策課）
昭和５１年度 504

　障害者雇用のための普及啓発活動を行う(社)山口県雇用開発協会に対し助成をし、雇用の促進を図

る
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徳島県 啓発・広報
障害者社会啓発強化事業

（障害福祉課）
平成８年度 492

　広く県民に障害及び障害者に対する理解と認識を深める

・第２６回障害者の集い県民大会

徳島県 啓発・広報
ぽいんせちあフェ スティバル開催事業

（特別支援教育課）
平成１０年度 2,700

　障害児と特別支援教育に対する理解、認識を深めるとともに、文化活動の振興を図る

・ひまわり作品展（児童生徒が図工・美術・作業学習等の時間に製作した作品の展示）

・ひまわり劇場（日ごろの学習の成果を発表する）

徳島県 生活支援
身体障害者相談員設置事業

（障害福祉課）
平成１０年度 4,046 　身体障害者の地域活動の推進、障害援護思想の普及等を行う相談員を設置する

徳島県 生活支援
障害児等療育等支援事業

（障害福祉課）
平成１８年度 24,125 　在宅の知的障害児（者）の福祉サービスの利用援助や各種相談等に応じる

徳島県 生活支援
心身障害児（者）在宅介護等支援事業

（障害福祉課）
平成１１年度 1,000

　市町村が心身障害児（者）のいる家庭に対して実施する在宅のレスパイ トサービスに対して、経費の一

部を補助する

　負担割合　県、市町村各２分の１

徳島県 生活支援
とくしま障害児施設利用支援特別事業

（障害福祉課）
平成１８年度 10,000 　障害児のいる家庭が安心して子育てができるよう、障害児施設利用者に対する負担の軽減を図る

徳島県 生活環境
ユニバーサルデザイ ンによるまちづくり推進事業

（保健福祉政策課地域福祉支援室）
平成１９年度 621

　ユニバーサルデザイ ンの先駆的・モデル的な取組を行った事業主、個人を表彰し、ユニバーサルデザ

イ ンによるまちづくりの推進を図る

徳島県 生活環境

ユニバーサルデザイ ンによるまちづくり整備モデル

資金貸付事業

（保健福祉政策課地域福祉支援室）

平成１９年度 3,000
　民間の公共的建築物の改善に対し、金融面で支援し、障害の有無、年齢、性別等にかかわらず多様な

人々の利用に配慮したユニバーサルデザイ ンによるまちづくりを促進する

徳島県 生活環境
重度身体障害者住宅改造費助成金

（障害福祉課）
昭和６３年度 5,000

　重度身体障害者の住宅改造に要する費用を助成する

　負担割合　県、市町村、本人　各３分の１

徳島県 生活環境
障害者交流プラ ザ管理運営費

（障害福祉課）
平成１８年度 157,637

　障害者の自立と社会参加の促進に向けた活動と交流の拠点である県立障害者交流プラ ザを管理運

営する

徳島県 生活環境

バス利用促進等総合対策及びバス運行対策費補助

金のうちノンステップバス購入費補助金

（交通政策課）

平成１５年度 42,000 　バス事業者が行うノンステップバスの購入に対し補助を行う

徳島県 生活環境
交通安全対策事業

（道路保全課）
平成３年度 53,000

　高齢者、障害者等交通弱者が安心して通行できる道路歩行空間を確保するため、歩道の整備・段差の

解消等を実施する

徳島県 生活環境
公園整備事業費

（都市計画課）
平成１８年度 8,000

　誰もが、自由・安全・快適に利用できるよう公園等公共施設について、管理者と利用者が一緒に点検評

価を行い、ユニバーサルデザイ ンを取り入れた改修を行う
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事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

徳島県 教育・育成
就学指導費

（特別支援教育課）
昭和５４年度 1,169

　障害児に対する理解を深めるとともに、障害のある幼児児童生徒の適切な就学相談・就学指導を図

る

徳島県 教育・育成
進路開拓推進事業

（特別支援教育課）
平成１７年度 550

　障害児に対する進路開拓等、生徒一人ひとりの能力、適性等を踏まえたきめ細かい進路指導を総合

的に推進する

徳島県 教育・育成
特別支援教育推進事業

（特別支援教育課）
平成１９年度 3,754

　特別な支援を必要とする児童生徒一人ひとりに対して「個別の指導計画」を作成することにより、きめ

細かい支援を推進する

徳島県 教育・育成
高等養護学校基本計画策定費

（特別支援教育課）
平成１９年度 2,000

　病弱等を伴う発達障害等の生徒の社会的・職業的自立に向けた教育を行う高等養護学校のあり方に

ついて専門家の意見も踏まえながら基本計画を策定する

徳島県 教育・育成
とくしま特別支援総合サポート推進事業

（特別支援教育課）
平成１９年度 5,000

　各特別支援学校が地域における中核となり、高等学校をはじめ、小学校、中学校等に在籍する発達障

害を含めた障害のある幼児・児童生徒に対して、学校からの要請に応じて多様なサポートを実施する

徳島県 教育・育成
図書館身体障害者サービス

（生涯学習政策課）
平成２年度 1,957 　図書館に障害者サービスのための文化推進員を置き、対面朗読等、サービスの充実を図る

徳島県 雇用・就業
(社)徳島雇用支援協会補助金

(雇用能力開発課）
昭和５９年度 1,600

　(社)徳島雇用支援協会が行う、高齢者等及び障害者の雇用の安定並びに新規学卒者等若年労働力の

確保を図るための事業に対し、補助金を交付する

徳島県 雇用・就業
徳島県重度心身障害者雇用奨励金

(雇用能力開発課）
昭和４８年度 3,360

　重度心身障害者を雇用した事業主に雇用奨励金を交付し、重度心身障害者の職場適応を高め、常用

雇用を促進することにより、その職業の安定を図る

徳島県 雇用・就業
障害者雇用啓発・誘導促進事業

(雇用能力開発課）
平成１９年度 200 　障害者の雇用啓発・誘導促進に向けて、｢（仮称）障害者雇用推進憲章（条例）｣施策等を図る

徳島県 保健・医療
重度心身障害者医療助成費

（障害福祉課）
昭和４８年度 1,009,123

　重度身体障害者等の医療費自己負担額を助成する

　負担割合　県・市町村各２分の１
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香川県 啓発・広報
福祉読本配布等事業

（健康福祉総務課）
平成１３年度 1,460 　心のバリアフリーを推進するため、小学生向けの福祉読本の配布等を行う

香川県 生活支援
香川県グループホーム等整備事業

(障害福祉課）
平成１９年度 7,550

　知的障害者及び精神障害者の地域生活への移行を促進するため、障害者グループホーム及びケア

ホームの開設に当たり、施設整備（新築）又は設備整備（初度備品購入）を実施する団体（社会福祉法

人、民法第３４条の規定により設立された法人及び特定非営利活動法人等の非営利法人）に対し、補助

（施設整備の基準額：６，０００千円、補助率１／２，設備整備の基準額：５００千円、補助率１／２）を行う

香川県 生活支援
香川型レスパイ トサービス育成事業

（障害福祉課）
平成１４年度 540

　レスパイ トサービス（一時預かり、自宅等に派遣、送迎、宿泊、外出支援、付き添い、緊急一時保護等、

障害児長期休暇等保育事業、その他障害者等のニーズに対応したサービス）を提供する団体（社会福

祉法人、特定非営利活動法人及び社会福祉に熱意のある営利企業でない団体）を育成するため、当該

団体に対し、補助（基準額：1箇所当たり５４０千円）を行う

香川県 生活支援
児童デイ サービス充実事業

（障害福祉課）
平成１６年度 2,262

　障害者自立支援法に基づく児童デイ サービスにおいて、厚生労働省令で定める職員配置基準に対

し、児童４人につき職員１人以上となるよう言語聴覚士、理学療法士、作業療法士等の専門職員を専任

で1人配置し、早期療育機能を強化する事業を実施する市町（中核市を除く）に対し、補助（基準額月額

３７７千円、補助率１／２）を行う

香川県 生活支援
障害児等療育支援事業

(障害福祉課）
平成８年度 34,002

　在宅の障害児の地域における生活を支えるため、身近な地域で療育指導等が受けられる療育機能の

充実を図る

香川県 生活環境
準生活交通路線維持費等補助事業

(交通政策課）
平成１５年度 7,250

　市町長が認めた地域住民の日常生活に必要な路線を走行するバスにノンステップバス等を導入する

際の経費に対する補助

香川県 生活環境

バリアのないやさしいまちづくり推進事業

（施設のバリアフリー化支援事業）

（健康福祉総務課）

平成８年度 5,514
　既存の民間施設のバリアフリー化への補助及び福祉のまちづくり条例の適正な執行により、障害者・高

齢者をはじめとしたすべての人に配慮した施設となるよう「施設のバリアフリー」化を推進する

香川県 生活環境
県民生活関連投資事業

（土木部道路課）
平成１４年度 47,790 　歩道、自歩道の段差解消

香川県 教育・育成
障害者ホームヘルパー等養成・強化事業

（障害福祉課）
平成１４年度 835 　身体・知的・精神障害特性を理解したホームヘルパーの養成

香川県 教育・育成
香川県障害児等対応保育士養成事業

（子育て支援課）
平成１８年度 4,000

　障害をもつ児童に適切な支援を行うため、発達障害についての基礎的な知識や対応する技能を持つ

保育士を養成するための事業を療育機関で行う

香川県 雇用・就業
特別支援学校生徒職場体験事業

(障害福祉課)
平成１７年度 42

　知的障害等をもつ養護学校生徒が、県庁における職場体験を通じて、就労に向けたマナー等を身に

付ける機会を提供するとともに、障害や障害者雇用に対する県民の理解促進を図る
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（所管課）
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香川県 雇用・就業
障害者就労支援シンポジウム事業

(障害福祉課)
平成１８年度 2,276

　障害者自立支援法の新体系に移行した事業所や、工賃水準の向上を実現した事業所から、実例を用

いた具体的な講演をいただくとともに、障害者自立支援法に関連して、労働分野、教育分野などから有識

者を招き、福祉サイ ドの就労支援に求められるものについてシンポジウムを行う

香川県 雇用・就業
精神障害者社会適応訓練事業

（障害福祉課）
昭和５９年度 3,560

  精神障害者が精神障害に理解のある事業者のもと、社会適応のための訓練を受けることができる社会

復帰の支援プログラ ム

香川県 雇用・就業
きらめく個性の発見事業

（障害福祉課）
平成１５年度 1,068

　障害児（者）の就労を支援するため資格や知識技能を習得するための講座を開催する社会福祉法人

等に補助する

香川県 雇用・就業
障害者雇用促進事業

（労働政策課）
平成１２年度 5,460

　障害者の雇用を促進するため、ハローワークに障害者支援の職業相談員を配置するとともに、雇用支

援協会など関係機関との連携を図る

　また事業主向けに、障害者雇用支援のための各種施策を紹介したガイ ドブックを作成し、企業に配布

する

香川県 保健・医療
心身障害児（者）歯科診療事業

（医務国保課）
昭和５５年度

  障害児（者）の歯科保健医療の確保

 （休日における診療と併せ委託しているため、単独予算算出不可）

香川県 保健・医療
障害者(児)等歯科保健医療研修事業

(医務国保課)
平成１６年度 1,000

　障害者(児)の歯科保健医療に関する身近な｢相談医」の育成を目的として、県内歯科保健医療関係者

の障害者(児)歯科保健医療における専門知識・技術の向上のための研修を行う

香川県 保健・医療
重度心身障害者等医療費支給事業

（医務国保課)
昭和４９年度 1,431,000 　重度心身障害者等の健康の保持及び生活の安定等に資するため、医療費の自己負担分を助成する

香川県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

視覚障害者等のための電話音声情報サービス事業

（健康福祉総務課）
平成１３年度 945 　電話から県ホームページ掲載情報（携帯電話サイ ト）へのアクセスを可能とするシステムの運用

香川県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

障害者のためのイ ンターネット情報提供事業

（健康福祉総務課）
平成１４年度 1,805

　障害者に役立つ福祉情報や、障害の理解促進につながるコンテンツを県のホームページ内で一元的

に提供する

香川県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ガイ ドヘルプボラ ンティア養成講座

（障害福祉課）
平成１３年度 1,150

　単独での外出が困難な車椅子利用者や知的障害児（者）の外出支援や余暇支援を行うボラ ンティアを

養成
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愛媛県 啓発・広報
ボラ ンティアマッチング推進事業費

(県民活動推進課)
平成１９年度 9,067

　福祉施設等のボラ ンティアをイ ンターネットを通じて募集するとともに、各市町にボラ ンティアコーディ

ネーターを配置することにより、ボラ ンティアと受入施設との円滑な仲介を実施

愛媛県 啓発・広報
ボラ ンティア普及事業費

(県民活動推進課)
平成１７年度 4,407

　夏期と冬期の２回、ボラ ンティアキャンペーンを実施することにより、県民のボラ ンティア体験を促進

するとともに、福祉施設等のボラ ンティア数の増加を図る

　施設等のボラ ンティア数の増加を図る

愛媛県 啓発・広報
身体障害者福祉啓発事業

（障害福祉課）
昭和４１年度 170

　障害者週間推進事業として講演会の開催及び作文・ポスターの募集（愛媛県障害者社会参加推進セン

ターに委託）

　身体障害者等に対する知事表彰の実施（自立更生者、更生援護功労者）

愛媛県 生活支援
障害児すこやか保育事業費

(子育て支援課)
平成１３年度 1,356

　障害児保育を更に推進するため、軽度障害児を受け入れている保育所に対し、保育士の加配を行う

ことにより、障害児に対する適切な処遇の確保を図る

愛媛県 生活支援
身体障害者団体助成事業

（障害福祉課）
昭和２７年度 600

　愛媛県身体障害者団体連合会、愛媛県視覚障害者協会及び愛媛県聴覚障害者協会の活動経費に対

する助成

愛媛県 生活支援
手をつなぐ 育成会補助事業

（障害福祉課）
昭和４３年度 200 　愛媛県手をつなぐ 育成会の活動経費に対する助成

愛媛県 生活支援
肢体不自由児愛護大会補助事業

（障害福祉課）
昭和４０年度 200 　肢体不自由児愛護大会の開催経費に対する助成

愛媛県 生活支援
愛媛県手をつなぐ 育成会研修大会補助事業

（障害福祉課）
昭和４７年度 200 　愛媛県手をつなぐ 育成会研修大会の開催経費に対する助成

愛媛県 生活支援
身体障害者相談員設置事業

（障害福祉課）
昭和４２年度 460 　身体障害者相談員（中核市を除く県下全域46人）を設置する事業

愛媛県 生活支援
知的障害者相談員設置事業

（障害福祉課）
昭和４３年度 200 　知的障害者相談員（中核市を除く県下全域20人）を設置する事業

愛媛県 生活支援
障害児（者）療育支援事業

（障害福祉課）
平成８年度 24,430

　障害児（者）施設の有する機能を活用し、相談支援体制の充実を図るとともに、専門的な療育等の支援

を行うことにより、障害児（者）及びその家庭の福祉の向上を図る

愛媛県 生活支援
全国障害者スポーツ大会派遣事業

（障害福祉課）
昭和３９年度 9,531 　全国障害者スポーツ大会への愛媛県選手団の派遣

愛媛県 生活支援
軽度発達障害者（者）社会参加促進事業

（障害福祉課）
平成１９年度 750

　知的障害を伴わない高機能自閉症やアスペルガー症候群等の軽度発達障害者（児）のうち青年期・成

人期の者を対象に、デイ ケア事業等を実施することにより社会参加の促進を図る

愛媛県 生活支援
福祉有償運送運営体制整備事業

（障害福祉課）
平成１９年度 772 　福祉有償運送体制を整備し、要介護者や障害者等の日常生活における移動を支援する
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愛媛県 教育・育成
障害児ふれあい体験学習事業

（特別支援教育課）
平成１５年度 2,181

　特別支援学校と小・中・高校との交流を実施し、児童生徒に社会の一員としての自覚を促すとともに、地

域社会の障害者に対する正しい理解と認識を深める事業

愛媛県 教育・育成
ＬＤ・ＡＤＨＤ等特別支援教育推進事業

（特別支援教育課）
平成１９年度 5,966

　ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症を含めて、障害のある児童生徒に対する適切な教育を行うために支援体

制の整備をしたり、特別支援学校が小・中学校等への支援など特別支援教育のセンター的機能を果た

す事業

愛媛県 教育・育成
障害児就学相談事業

（特別支援教育課）
平成１７年度 1,617

　障害のある児童生徒一人ひとりの実態を的確に把握した上で、適切な教育を受けられるようにするた

め、全ての障害に関する専門的知識・経験を有する者による教育相談を実施する事業

愛媛県 教育・育成
自閉症療育事業

(教育総務課）
昭和５７年度 224

　総合教育センターにおいて、自閉症及び自閉的傾向のある児童生徒及び保護者に対し、親子療育教

室を実施し、児童生徒の社会適応能力の育成を図る

愛媛県 雇用・就業
障害者・高年齢者雇用推進事業

（雇用対策室）
昭和４９年度 939

　高齢・障害者雇用フェ スタｉｎえひめの開催、県内企業に対する知事と愛媛労働局長連名による雇用要

請文の送付、「愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例」の普及啓発の実施

　啓発活動の実施

愛媛県 雇用・就業
障害者小規模作業所運営補助事業

（障害福祉課）
昭和５７年度 22,680 　障害者共同作業所の指導員の雇い上げ経費及び運営に要する経費に対する補助

愛媛県 雇用・就業
精神障害者社会適応訓練事業

（障害福祉課）
昭和６２年度 9,630 　精神障害者の社会適応訓練を協力事業所に委託

愛媛県 雇用・就業

平成20年度愛媛県公立学校教員採用選考試験障害

者特別選考

（義務教育課・高校教育課）

平成１８年度 0

　身体障害者福祉法第15条に規定する身体障害者手帳の交付を受け、その障害の程度が１級から６級

であり、介助者なしで教員の職務が遂行できる者について実施する

　また試験を受ける際に不利にならないよう、本人の状況と希望によって特別な配慮（手話通訳をつけ

る、試験時間を延長する、実技や集団討論を免除する等）を行う

　なお採用予定者数は「若干名」である

愛媛県 保健・医療
重度心身障害者（児）医療費公費負担事業

（障害福祉課）
昭和４９年度 1,603,863

　身体障害者：手帳１～２級、知的障害者（児）：ＩＱ３５以下、重複障害者（児）：身体障害者手帳３～６級でＩ

Ｑ５０以下を対象

　補助率１／２(中核市１／４)　　補助金交付先：市町村

愛媛県 保健・医療
心身障害児（者）歯科巡回診療事業

（障害福祉課）
昭和５５年度 6,509 　心身障害児（者）に対する歯科巡回診療等の実施（愛媛県歯科医師会に委託）
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

高知県 啓発・広報
特別支援教育理解推進活動費

（特別支援教育課）
平成９年度 731

　障害のある幼児児童生徒が、その障害に基づく種々の困難を克服して、積極的に社会に参加していく

ため、広く一般の方々に障害のある幼児児童生徒に対する教育について、正しい理解と認識を深める

高知県 啓発・広報
広報紙配布等委託料

（議会事務局）
平成１３年度 761

　視力障害者等に議会情報を提供し、開かれた議会の実現と視力障害者の社会参加の促進に資するた

め、点字版及び録音版の「こうち県議会だより」を作成する

高知県 啓発・広報
高知県社会貢献活動拠点センター運営事業

（男女共同参画・ＮＰＯ課）
平成１１年度 18,942

　高知県ボラ ンティア・ＮＰＯセンターが実施する社会貢献活動団体への支援活動に対し補助を行うこと

により、ＮＰＯの活動拠点としての機能の強化を図るとともに、ＮＰＯ活動の促進に取り組む

高知県 生活支援
高知県福祉基金（財団法人事業）

（保健福祉課）
昭和４９年度 830

　（財）高知県福祉基金が、民間社会福祉施設等に対し、児童や心身障害児・者の福祉の向上などのた

め各種の助成や資金の貸付を行う

高知県 生活支援
地域生活支援事業

（障害福祉課）
平成１８年度 107,013 　市町村が実施する地域生活支援事業に要する経費に対して、補助する

高知県 生活支援
保育サービス・子育て支援推進総合補助金

（幼保支援課）
平成１７年度 32,000

　特別児童扶養手当の支給対象外の軽度の障害を持つ児童を受け入れている保育所において、加配

保育士の配置等により、障害児保育の充実を図る

高知県 生活支援
在宅サービス利用者支援事業費

（障害福祉課）
平成１８年度 5,412

　障害者自立支援法の施行により負担増となった障害福祉サービスの利用者負担について、市町村が

行う負担軽減支援に要する経費に対し補助することにより、利用者の負担軽減を図る

高知県 生活支援
障害児施設等入所者支援事業費

（障害福祉課）
平成１８年度 11,240

　障害者自立支援法の施行により負担増となった施設の利用者負担について、市町村又は障害児施設

等が行う負担軽減支援に要する経費に対し補助することにより、利用者の負担軽減を図る

高知県 生活支援
地域生活支え合い支援事業

（障害福祉課）
平成１８年度 1,459

　養護学校等の長期休暇中に、地域において市町村・保護者等による障害児の援助に対して補助を行

うことにより、障害児やその保護者の生活を支援する

高知県 生活支援

障害者地域生活サポート事業（ホームヘルパー現任

研修事業）

（障害福祉課）

平成１３年度 283 　障害特性を理解し、障害のある人に対応できるよう、ホームヘルパーの現任研修を実施する

高知県 生活支援
身体障害者福祉団体育成事業

（障害福祉課）
昭和４４年度 3,838

　身体障害者福祉の向上を図るため、財団法人高知県身体障害者連合会が行う身体障害者連合会活

動推進事業及び身体障害者福祉大会開催事業に要する経費に対して、補助する

高知県 生活支援
心身障害児・者福祉振興事業

（障害福祉課）
昭和３７年度 1,190

  心身障害児・者福祉の向上を図るため、社会福祉法人高知県知的障害者育成会が行う知的障害児・者

福祉活動推進事業に要する経費に対して、補助する

高知県 生活支援
社会福祉活動費補助事業

（障害福祉課）
平成１２年度 350

  心身障害児・者福祉の向上を図るため、社会福祉法人高知県知的障害者育成会が行う知的障害児・者

福祉活動推進事業に要する経費に対して、補助する

高知県 生活支援
障害児（者）療育等支援事業

（障害福祉課）
平成８年度 10,787

　在宅障害児・者のラ イ フステージに応じた地域での生活を支援するため、施設の機能を活用し、療育

相談・各種サービス等を実施する
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（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

高知県 生活支援
療育福祉センター巡回相談（更生相談）事業

（障害福祉課）
平成１８年度 891

　遠隔地に居住し、起居動作が不自由等の理由で判定医療機関への受診が困難な身体障害者に対する

巡回相談、重度知的障害者に対する巡回療育指導・巡回相談を実施する

高知県 生活環境
中小企業金融対策事業（福祉関連事業支援融資）

（金融課）
平成９年度 302

　事業用施設のバリアフリー化を図る企業や、福祉関連事業を営む企業に対して行う融資について、保

証料を補給することにより、企業の負担を軽減する

高知県 生活環境
やさしいまちづくり推進事業

（障害福祉課）
平成９年度 116

　障害者・高齢者の福祉向上のため、県民への福祉思想の普及・啓発を図るとともに、障害者・高齢者を

はじめすべての県民が公共的施設を容易に利用できるよう、施設の整備・改善、情報収集などを一層推

進する

高知県 生活環境

在宅障害者支援事業

（住宅等改造支援事業）

（障害福祉課）

平成１９年度 5,396
　身体障害児・者を含む世帯において、障害者等が居住する住宅を当該障害者等の身体の状況等に応

じて安全かつ利便性に優れたものに改修・改築する

高知県 生活環境
安全安心まちづくり推進事業

（県民生活課）
平成１９年度 2,063

  県民一人ひとりの防犯意識を高めながら、地域住民の連携によって地域の安全は地域で守る取組を進

めるとともに、犯罪の起きにくい環境を整備することにより、県民や本県を訪れる人すべてが犯罪の被

害に遭わずに安全で安心して暮らすことのできる地域社会の実現を目指す

高知県 生活環境
障害者防災対策事業

（障害福祉課）
平成１６年度 －

　南海地震の発生に備え、障害者や高齢者等いわゆる災害時要援護者の被害を最小限におさえるた

め、課題を明確化し、その対応策を検討する

高知県 教育・育成
障害児適正就学推進費

（特別支援教育課）
昭和５１年度 287

　 教育上特別な配慮が必要と思われる幼児・児童・生徒の障害の内容を診断・判定し、その適切な就学

を図るため、高知県就学指導委員会等を開催する

高知県 教育・育成
教育相談充実活動費

（特別支援教育課）
平成９年度 1,161

　市町村の行う障害のある幼児児童生徒の就学相談を支援するため各市町村教育委員会と連携し、県

内４会場で移動教育相談を実施するほか、市町村教育委員会の要請に応じて随時教育相談員を派遣す

る

高知県 教育・育成
特別支援教育プロジェ クト事業

（特別支援教育課）
平成１６年度 2,970

　幼稚園・保育所・小・中学校・高等学校等に在籍する発達障害を含めた障害のある幼児児童生徒に対

して、医療・保健・福祉等と連携し、一人一人の教育的ニーズに応じた支援体制を確立する

高知県 雇用・就業
精神障害者社会適応訓練事業

（障害福祉課）
平成１５年度 6,261

　精神障害者を一定期間協力事業所に通わせ、仕事に対する環境適応能力等の向上を図るための訓

練を行い、再発防止と社会的自立を促進し、社会復帰を図る

高知県 雇用・就業
精神障害者社会復帰施設等通所手当費

（障害福祉課）
平成１１年度 1,918

　精神障害者社会復帰施設通所者及び社会復帰適応訓練協力事業所への訓練生に対する通所手当て

の給付を行い、作業意欲の向上を図ると共に、精神障害者の社会復帰を促進する

高知県 雇用・就業
障害者就労支援対策事業費

（障害福祉課）
平成１９年度 1,923

　障害のある人の自立と地域生活への移行を支援するため、民間企業等での障害のある人の働く場の

確保など就労の支援を行うため、効果的・効率的な就労支援対策を推進する

高知県 保健・医療
市町村支援研修事業

（保健福祉課）
平成９年度 148

　福祉保健所が、地域保健の広域的・専門的・技術的拠点として、市町村職員等に対して、地域の実情に

即した研修を実施することにより、福祉保健所と市町村との連携強化を図るとともに住民にとっての身近

な保健、福祉サービスの向上を図る
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開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

高知県 保健・医療
臓器移植対策事業費補助事業

（医療薬務課）
昭和６３年度 8,666 　県下の臓器移植の推進を図るため、高知県腎バンク協会の行う事業に対し補助を行う

高知県 保健・医療
老人保健事業（機能訓練Ａ型）

（健康づくり課）
昭和６３年度 1,000

　市町村で実施される機能訓練事業の実施により、高齢者や障害者のリハビリテーショ ンの充実を図

る

高知県 保健・医療
重度心身障害児･者医療費助成事業

（障害福祉課）
昭和４９年度 1,251,539 　重度心身障害児・者の医療費の一部を助成し、障害者福祉の向上と増進を図る

高知県 保健・医療
重度心身障害児･者歯科診療事業費補助金

（障害福祉課）
平成９年度 9,703

　一般の歯科医院等では診療の困難な重度心身障害児・者に対して、特別の人員構成で障害特性に配

慮した診療技術・口腔衛生の観点から歯科診療を行っている者に補助する

高知県 保健・医療
自立支援医療費

（障害福祉課）
平成１８年度 284,977

　一般の治療で治癒したと考えられる障害に対し、障害軽減等の治療を行う

　市町村分補助
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

福岡県 啓発・広報
障害者地域理解交流事業

（保健福祉部障害者福祉課)
平成７年度 300 　障害者への理解や地域交流事業への助成

福岡県 啓発・広報
福祉のまちづくり普及・啓発事業

(保健福祉部障害者福祉課)
平成７年度 345 　福祉のまちづくりの啓発パンフレットを作成し、県民等に配布する

福岡県 啓発・広報
電光掲示板を利用した広報・啓発活動

(警察本部運転免許試験課）
平成１９年度 -

　試験場に設置している電光掲示板に、障害者等への理解を深めるための広報文を掲示し、広報・啓発

活動を実施している

福岡県 生活支援
地域精神保健福祉連絡協議会

（保健福祉部障害者福祉課）
平成８年度 1,691 　精神障害者の社会復帰を推進するための連絡協議会の開催等

福岡県 生活支援
全国障害者スポーツ大会

（保健福祉部障害者福祉課）
昭和３９年度 16,793

　障害者がスポーツを通じて機能回復と体力の維持・増強を図り、自らの障害を克服して明るく勇気と希

望をもってたくましく生きていく能力を育てるとともに、社会の障害者に対する認識を深めることを目的と

して開催される全国大会に福岡県選手団を派遣する

福岡県 生活支援
腎臓疾患患者福祉給付費

（保健福祉部障害者福祉課）
昭和５３年度 4,560

　勤務や高齢者の介護等の都合上、夜間に人工透析を受けている腎臓疾患患者に対し、通院に伴う交

通費の一部を助成する

福岡県 生活支援
県障害者スポーツ協会の育成

（保健福祉部障害者福祉課）
平成元年度 19,387

　障害者スポーツの普及・振興を目的に設置された専門組織としての育成・強化を図るための協会運営

費の助成

福岡県 生活支援
福岡県障害者スポーツ振興事業

(保健福祉部障害者福祉課)
平成８年度 5,573

　福岡県総合福祉センターに併設されている障害者の利用に配慮したスポーツ施設であるアリーナ棟

を拠点として、障害の種別や程度に応じた各種スポーツ・レクリエーショ ン事業を実施する

福岡県 生活支援
心の電話事業

(保健福祉部障害者福祉課)
昭和６１年度 6,000 　県下４ブロックにおいて、福岡県地域精神保健協議会が実施している「心の電話相談」に補助を行う

福岡県 生活支援
在宅心身障害児療育キャンプ

(保健福祉部障害者福祉課)
昭和３０年度 10,561

　在宅の心身障害児を対象に、日帰り又は宿泊キャンプを行い、集団生活を通じた障害児の心身の療

育や、保護者に対する家庭内での訓練方法の指導を行うとともに、介護等のボラ ンティア体験・交流の

促進を図る

福岡県 生活支援
障害児等療育支援事業

（保健福祉部障害者福祉課）

平成１５年度から

県単事業
59,487

　在宅の障害児(者)の地域での生活を支援するため、障害児(者)施設の機能を活用して療育指導、相談

等、各種福祉サービスの提供の援助・調整を行う

福岡県 生活支援
障害児放課後対策モデル事業

（保健福祉部障害者福祉課）
平成１８年度 21,000

　ディサービス事業所、学校の空き教室等において、養護学校等終了後に障害のある小・中・高生を預

かるとともに、社会に適応する日常的な訓練を行う

福岡県 生活支援
障害者共同作業所運営費補助事業

(保健福祉部障害者福祉課)

昭和５７年度

（精神は昭和６１

年度）

151,260
　各地域の障害者団体等が通所の場を設けて、在宅の障害者に対し、通所の方法により、授産指導及

び生活指導を行う作業所の運営経費の一部を助成する
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福岡県 生活支援
持ち込み車両による技能試験の実施

（警察本部運転免許試験課）
－ -

　運転免許取得希望者に対する利便の向上を図るため、持ち込み車両による技能試験の実施や専門

的な知識を有する相談員による運転適性相談を実施する

　また、指定教習所に対する身体障害者用車両の持ち込みによる教習及び技能試験検定等について

必要な指導を実施する

福岡県 生活支援
交通安全講習

（警察本部交通企画課・運転免許試験課）
－ -

　身体障害者等に対して、交通ルールと交通マナーの習慣づけのため交通安全教室等を実施する

　また、聴覚障害者用として、運転免許取得時及び更新時講習については、字幕スーパー入り交通安全

ビデオを効果的に活用する

福岡県 生活環境
福祉のまちづくり推進事業

(保健福祉部障害者福祉課)
平成７年度 4,816

　高齢者、障害者をはじめすべての県民が様々な分野の活動に自らの意思で参加できるような環境づく

り(福祉のまちづくり）推進する

　平成１０年３月に「福岡県福祉のまちづくり条例」を制定し、平成１０年４月から施行している

福岡県 生活環境

福祉のまちづくり支援事業(人にやさしいまちづくり事

業)

(建築都市部建築指導課)

平成１０年度

（平成６年度）
79,064

　市街地における高齢者等の快適かつ安全な移動を確保するための施設の整備及び高齢者等の利用

に配慮した建築物の整備の促進を図り、高齢者・障害者等に配慮したまちづくりを推進する

福岡県 生活環境
福岡住みよか事業

（保健福祉部高齢者福祉課）
平成７年度 42,600

　在宅の要援護高齢者もしくは障害者又はこれらと同居する世帯に対し、高齢者又は障害者に配慮した

住宅に改造するための資金を助成する

福岡県 生活環境
まちづくり専門家派遣制度事業

(建築都市部都市計画課)
平成１３年度 1,039

　良好なまちづくりを行おうとする地域住民団体が組織する協議会に、県で登録しているまちづくり専門

家を派遣する

福岡県 生活環境
人にやさしい歩行空間整備事業

（土木部道路維持課）
平成１３年度 340,000

　高齢者や身体障害者をはじめ全ての人々の移動に際して、身体的負担の軽減や利便性・安全性を向

上するために、幅広歩道の整備や、既設歩道の段差・勾配の改善等を行い、歩行空間のバリアフリー化

を実施する

福岡県 生活環境
ファ ックス１１０番

（警察本部通信指令課）
平成２年度 -

　聴覚等障害者を対象とした警察への緊急通報用ファ ックスで、障害者からの緊急通報への迅速、的確

な対応を図る

福岡県 生活環境
メール１１０番

（警察本部通信指令課）
平成１６年度 - 　パソコンや携帯電話のメール機能を利用し、障害者からの緊急通報への迅速、的確な対応を図る

福岡県 生活環境
公共交通機関、歩行空間等のバリアフリー化の推進

(警察本部駐車対策課）
－ -

　交通バリアフリー法に基づき、バリアフリーの歩行空間を確保するため、横断歩道、バス停留所付近及

び視覚障害者誘導用ブロック上等の迷惑・危険性の高い違法駐車の取締り強化を図る

　また、違法駐車（輪）追放の広報啓発活動を展開する

福岡県 教育・育成
県立特別支援学校交流教育

(教育庁教育振興部義務教育課)
平成７年度 2,763

　各県立特別支援学校の各学部ごとに、近隣の幼稚園、小学校、中学校、高等学校との学校間交流を計

画的に実施する

福岡県 教育・育成
特別支援教育担当の児童生徒指導相談員の配置

(教育庁教育振興部義務教育課)
平成４年度 37,134

　各教育事務所に特別支援教育担当の児童生徒指導相談員を配置し、障害のある子どもの教育相談等

を実施する
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福岡県 教育・育成
県立特別支援学校進路指導推進研修会

(教育庁教育振興部義務教育課)
平成５年度 36

　特別支援学校における生徒の職業教育及び進路指導に関する事項について、研修会を実施する

○対象　県立特別支援学校進路指導主事･管理職

福岡県 教育・育成
障害児巡回教育相談

(教育庁教育振興部義務教育課)
昭和５０年度 450

　各教育事務所単位で、障害のある子ども(就学前の幼児から)に対して、医療・福祉・教育の専門家によ

る教育相談を行うことにより、就学指導を適性かつ円滑に推進する

福岡県 教育・育成
特別支援教育講演会

(教育庁教育振興部義務教育課)
昭和５４年度 48

　障害のある子どもの保護者及び地域社会の人々に対し特別支援教育の意義及びその成果等の正しい

理解と認識を促進するため、講演会、児童生徒の音楽発表及び作品展示等を実施する

福岡県 教育・育成

県立学校等活性化総合推進事業(レイ ンボーアンビ

シャスプロジェ クト）

(教育庁教育振興部義務教育課)

平成５年度 5,576
　地域の人々との交流活動等(自然体験、社会体験)を通じ、特別支援教育の理解・啓発を図り、学校の活

性化を推進する

福岡県 教育・育成
学習障害(ＬＤ）に対する理解・啓発の促進

(教育庁教育振興部義務教育課)
平成１０年度 93

　学習障害（ＬＤ）児等について、その指導法を究明するとともに、教員等への理解啓発のための研修等

を実施する

福岡県 教育・育成
学習等特別支援事業

(教育庁教育振興部義務教育課)
平成１７年度 2,074

　小・中学校の通常の学級に在籍している学習障害（ＬＤ）児等の学習や生活上の困難に対し、専門家を

派遣する等、必要な支援を行う

福岡県 教育・育成
特別支援学校就職促進事業

(教育庁教育振興部義務教育課)
平成１９年度 2,978

　企業の障害者に対する理解啓発や生徒・保護者の就職に対する意識向上、学校の職場開拓技術のス

キルアップを図る３つの取組により、特別支援学校高等部生徒の就職を促進する

福岡県 教育・育成
特別支援学校医療的ケア体制整備

(教育庁教育振興部義務教育課)
平成１９年度 19,372

　県立特別支援学校に在籍する日常的に医療的ケアを必要とする児童生徒等に対して、看護師の配

置、医療機関や福祉施設との連携を通して、安全に教育を受けられる環境を整備する

福岡県 教育・育成
青少年文化普及事業

(教育庁教育企画部生涯学習課)
平成７年度 4,005

　特別支援学校の児童・生徒を対象に芸術、文化に対する理解と関心を高めるため、県内芸術文化団

体等の芸術公演を実施する

福岡県 教育・育成
障害児体験活動支援事業

(教育庁教育企画部生涯学習課)
平成１６年度 3,177

　障害のある子どもたちに週末等を活用した自然体験・アンビシャス広場との交流体験・生活体験等を

実施し、障害のある子どもたちの体験活動の機会と場の拡充を図る

福岡県 雇用・就業
精神障害者社会適応訓練事業

(保健福祉部障害者福祉課)
昭和５４年度 39,184 　精神障害者の社会適応訓練を、職親と呼ばれる事業経営者に委託実施する

福岡県 雇用・就業
障害者雇用の促進

(生活労働部労働局新雇用開発課)
昭和５０年度 9,299

　障害者雇用の促進を図るための障害者ワークフェ ア等の開催（障害者ワークフェ ア、障害者雇用促進

セミナー、障害者雇用開発検討会議、広報啓発事業、特例子会社専門相談員派遣事業、障害者雇用支

援センターの育成指導、大企業等事業主懇談会、雇用促進面談会）

福岡県 雇用・就業
障害者雇用対策事業

(生活労働部労働局新雇用開発課)
平成１３年度 3,008

　障害者就業・生活支援センターの指定に向けた地域ネットワーク会議の開催、障害者就職準備セミナー

の開催、知的障害者県職場体験実習事業

福岡県 雇用・就業
高齢者・障害者等にフレンドリーな職場開拓事業

(生活労働部労働局新雇用開発課)
平成１７年度 19,154

　福岡県中小企業団体中央会の組織力を活用し、高齢者派遣職場の開拓、子育て応援宣言のＰＲ・情報

収集及び知的障害者実習職場の開拓を総合的・効果的に実施する
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福岡県 雇用・就業
障害者在宅就労促進事業

（生活労働部労働局新雇用開発課）
平成１９年度 6,458

　企業と障害者との請負業務の受発注のマッチングの仕組みを新たに構築する（発注企業の新規開拓、

企業と施設のマッチング、工程管理等施設に対する指導）

福岡県 雇用・就業
障害者企業内実習付職業紹介事業

（生活労働部労働局新雇用開発課）
平成１９年度 20,987

　民間職業紹介会社を活用し、求職障害者の募集から就業相談、実務訓練、マッチング、定着支援まで

の一貫した就業支援を行う

福岡県 保健・医療
心身障害児早期訓練事業

(保健福祉部障害者福祉課)
昭和５８年度 2,753

　在宅の肢体不自由児等のうち特に幼児を対象とし、専門職員による機能訓練をはじめとする療育指

導を行うとともに、保護者に対して家庭における訓練方法等を指導する

福岡県 保健・医療
重度心身障害児（者）医療費支給制度

(保健福祉部障害者福祉課)
昭和４９年度 3,739,720

　重度心身障害者の保健の向上及び福祉の増進を図るため、重度心身障害者が必要とする医療を容

易に受けることができるように医療費のうち患者負担分を公費で負担し、同制度を県単独で実施する

福岡県 保健・医療
先天性代謝異常等検査

(保健福祉部子育て支援課)
平成１３年度 51,460 　知的障害者等の心身障害の発生を予防するため、新生児の血液による検査を行う

福岡県 保健・医療
3歳児精神発達精密検診事後指導

(保健福祉部児童家庭課)
昭和６１年度 710

　心身障害児の早期発見・早期治療の趣旨に基づき、精神発達面に障害のある3歳児に対し、児童相談

所において、必要な事後指導を行う

福岡県 保健・医療
特殊歯科保健医療推進事業

(保健福祉部医療指導課)
平成９年度 1,502

　在宅で通院可能な（母親等による搬送含む）重度（２級程度）の心身障害者（児）の歯科保健医療を確

保するために、保健所において、歯科健康診査を年２回実施し治療等の必要性を把握するとともに、治

療上の対応可能な歯科治療機関を紹介するなどして心身障害者（児）の口腔内状況の改善を図る

福岡県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

障害者福祉情報センター

(保健福祉部障害者福祉課)
昭和６３年度 12,637

　障害者に役立つ情報(行政情報・生活情報・ボラ ンティア活動情報等)を収集・管理し、障害者及びその

家族等から相談を受ける福祉事務所・町村窓口等の機関に情報提供する

福岡県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

視覚障害者用広報紙録音版

(総務部県民情報広報課)
平成１０年度 3,467 　全戸配付広報紙の録音版の作成を通じて、視覚障害者の社会参加を促進する

福岡県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

点字広報紙作成

(総務部県民情報広報課)
昭和５４年度 2,969 　点字広報紙を通じて、障害者の文化活動等への参加促進を図る

福岡県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

広報番組の字幕放送

(総務部県民情報広報課)
平成１６年度 -

　字幕放送を通じて、聴覚障害者に県政情報を提供する

（予算は広報番組制作・放送予算に含まれる）

福岡県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

県庁紹介ビデオ

「こちら福岡県庁取材班」DVD字幕入作成

（総務部県民情報広報課）

平成１８年度 -

　小学生に県施策に対する理解を深めてもらうために作成したもの

　聴覚障害者に情報提供できるよう字幕入りを作成し、県庁見学等で活用する

　また、県民情報センター等で貸出をおこなう

福岡県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

本会議傍聴者に対する手話通訳派遣

（議会事務局総務課）
平成１５年度 243 　聴覚障害者の本会議傍聴時、手話通訳者を配置する
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福岡県 国際協力
飯塚国際車いすテニス大会の開催支援

(保健福祉部障害者福祉課)
昭和６０年度 1,000 　’０７飯塚国際車いすテニス大会の運営に要する経費の一部を助成
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佐賀県 生活支援
知的障害者福祉住宅事業

(障害福祉課)
昭和５９年度 1,811

  住居を求めている就労可能な知的障害者に独立した生活環境を与え、日常生活の安定を確保し、その

社会参加の推進を図る

佐賀県 生活支援
障害児等療育支援事業費

（障害福祉課）
平成１１年度 12,270

　在宅障害児の地域における生活を支えるため、身近な地域で療育指導・相談等が受けられるよう療育

支援体制を充実させ、もって、障害児の福祉の向上を図る

佐賀県 生活支援
全国障害者スポーツ大会派遣事業

（障害福祉課）
平成１３年度 6,609

　全国障害者スポーツ大会への派遣を行うことにより、障害者スポーツの振興を図るとともに、自立更

生及び社会参加を促進する

佐賀県 生活支援
地域生活移行円滑化事業

（障害福祉課）
平成１６年度 1,094

　国庫補助対象グループホーム要件に満たない小規模グループホームに補助を行うことにより、グルー

プホーム等地域生活への移行の円滑化を図る

佐賀県 生活支援
知的障害者グループホーム（ケアホーム）開設費補助

（障害福祉課）
平成１９年度 25,000

　知的障害者が地域で生活するために必要な住まいの場であるグループホーム及びケアホームの整備

促進を図り、施設に入所している知的障害者の地域生活への移行を推進する

佐賀県 生活環境
福祉のまちづくり推進事業

（地域福祉課）
平成１１年度 1,130 　福祉のまちづくりを推進するための条例施行事務

佐賀県 生活環境
ユニバーサルデザイ ン推進事業

（地域福祉課）
平成１８年度 5,026

　年齢や能力等にかかわらず、誰もが暮らしやすい社会づくりに向けて、総合的なユニバーサルデザイ

ンの取組を県民総参加で推進

佐賀県 教育・育成
交流及び共同学習推進事業

（学校教育課）
昭和５５年度 1,421

　障害児の理解のために、特別支援学校が中心となり、県内幼小中学校の幼児・児童生徒や地域・諸団

体との交流を推進する

佐賀県 教育・育成
特別支援学校における医療的ケア支援事業

（学校教育課）
平成１５年度 22,836 　医療的ケアが必要な児童生徒に対応する看護師を特別支援学校に配置等し、支援体制を整備する

佐賀県 教育・育成
特別支援教育推進事業

（学校教育課）
平成１６年度 2,571

　ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等を含めた障害のある児童生徒への特別な教育的支援を行う体制の整備

を図る

佐賀県 教育・育成
障害のある子どもの学校生活支援事業

（学校教育課）
平成１７年度 2,918

　障害のある児童生徒に対する適切な教育的支援を図るため、専門家等を小・中学校等に派遣し、支

援の内容や方法、校内における支援体制づくりについて指導・助言を行う

佐賀県 雇用・就業
障害者雇用促進協会補助

（障害福祉課）
昭和５０年度 572

　佐賀県高齢・障害者雇用支援協会が行う障害者の雇用啓発、雇用促進及び雇用管理に関する事業に

対する補助

佐賀県 雇用・就業
障害者雇用コンサルタント設置

（障害福祉課）
昭和５６年度 2,332

　求人開拓、障害者の雇用に関する事業主への助言・情報提供等を行う障害者雇用コンサルタントの設

置

佐賀県 雇用・就業
障害者雇用促進奨励金

（障害福祉課）
昭和６３年度 2,502

　職場適応訓練、特定求職者雇用開発助成金受給後、引き続き障害者を雇用する事業主に対する奨励

金の支給

佐賀県 雇用・就業
障害児職業自立推進事業

（学校教育課）
平成７年度 3,101 　県立特別支援学校の中学部・高等部の生徒を対象とし、企業等において就業体験等を実施する
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佐賀県 雇用・就業
働くチャレンジドサポート事業

（障害福祉課）
平成１６年度 4,031

　障害者の就業に関する相談、情報提供、職場実習のあっせん等を行うことにより、職業能力の向上を

図り、障害者の就業を支援する

佐賀県 雇用・就業
チャレンジドと企業の架け橋事業

（障害福祉課）
平成１９年度 5,698

　障害者の特性・能力と企業のニーズを訪問活動を通してコーディネートする就労支援コーディネーター

の設置ほか

佐賀県 保健・医療
重度心身障害者医療助成費補助

(障害福祉課)
昭和５０年度 848,827   重度心身障害者の医療費等の自己負担額を助成することにより、生活の安定と福祉の増進を図る
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長崎県 啓発・広報
ＮＰＯ・ボラ ンティア活動促進事業

（県民協働推進室）
平成１２年度 27,751

　ボラ ンティア団体やＮＰＯの活動の活性化を図るため、県民ボラ ンティア活動支援センターの管理運

営、ＮＰＯとの協働に関する職員研修会、NPO・ボラ ンティア活動推進協議会を実施する

長崎県 啓発・広報
ふれあい福祉啓発事業（福祉読本発行事業）

（社会福祉課）
平成９年度 2,760

　「思いやりのある暖かい地域社会」を実現していくための土壌づくりとして「思いやりの心」の啓発のた

め、福祉読本を作成し、小学校５年生に配布し、学校で活用してもらう

長崎県 啓発・広報
障害者雇用対策費

（雇用労政課）
1,662

　９月の雇用支援月間にあたり、企業、関係機関、県民の参加を求め、障害者雇用優良事業所及び優良

障害者の表彰等を行う「長崎県障害者雇用促進のつどい」を開催する

長崎県 啓発・広報
障害者雇用対策費

（雇用労政課）
750

　新規学校卒業予定及び求職登録中の障害者に対して、より多くの事業主との情報交換の場を提供す

るとともに、企業に対して積極的な雇用の促進を図るため

長崎県 啓発・広報
交流体験学習事業

（特別支援教育室）
平成元年度 2,578

　盲・ろう・養護学校の児童生徒への理解を深めるため、小・中学校及び高等学校との交流体験学習を

行う

長崎県 生活支援
ＮＰＯとの協働推進事業

（県民協働推進室）
平成１８年度 3,120 　ＮＰＯとの協働を事業企画段階から進め、多くのＮＰＯが協働に参加できる仕組みづくりを行う

長崎県 生活支援
身体障害者福祉活動推進事業

（障害福祉課）
昭和５４年度 734

　県身体障害者福祉協会連合会に身体障害者福祉活動推進員を設置し、各種社会参加促進事業の企

画、推進業務等にあたる

長崎県 生活支援
障害者団体活動育成事業

（障害福祉課）
昭和５３年度 10,008

　障害者団体の活動を促進するため、主要障害者団体の運営費や障害者の社会活動を促すための研

修会等の費用の一部、および障害者団体が開催する大会の経費の一部を助成する

長崎県 生活支援
愛の県民運動事業

（障害福祉課）
昭和５８年度 44,440

　基金箱の設置管理および寄付金収納等による基金の造成と、県民への啓発活動を実施

　また、県社協への補助金交付、障害者自立更生のための各種研修事業、文化・芸術・スポーツ振興の

ための事業、盲導犬訓練団体に事業費の補助を実施

長崎県 生活支援
精神障害者社会適応訓練事業

（障害福祉課）
昭和５１年度 20,025

　精神障害回復途上者の社会復帰を図ることを目的とする社会適応訓練及び生活訓練を一定期間事

業主に委託して実施する

長崎県 生活支援
ふれあいブックメールサービス事業

（生涯学習課）
平成１３年度 2,002 　身体的障害等のため図書館の利用が困難な人々に、郵送による図書資料の貸し出しを行う

長崎県 生活支援
長崎県青少年劇場の開催事業

（学芸文化課）
昭和４７年度 3,754

　盲・ろう・養護学校で青少年劇場を開催し、身体障害者、知的障害者等に舞台芸術鑑賞の機会を提供

する

長崎県 生活支援
身体障害者・知的障害者相談員設置事業

（障害福祉課）
5,625

　障害者の更生援助に関し、本人又はその保護者等からの相談に応じ、必要な指導、助言、関係機関の

業務に対する協力、援護思想の普及に関する業務を行う

長崎県 生活支援
障害者雇用支援センター事業

（雇用労政課・障害福祉課）
平成１１年度 4,033

　地域の関係機関と連携して、障害者の就業面と生活面を一体的に支援する障害者就業・生活支援セン

ター業務を行う社会福祉法人などを指定し、必要経費を補助する

長崎県 生活環境
予防業務指導費

（消防保安室）
平成９年度 108

　住宅火災による死者（特に老人、障害者等）の減少を目標に、「長崎県住宅防火対策推進協議会」を

設置し、推進を図る
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長崎県 生活環境
一般防災対策費

（危機管理防災課）
昭和３７年度 2,620 　県防災機関において消防法に基づく立入検査及び避難訓練の際の要領等について指導を行う

長崎県 生活環境
自主防災組織結成推進事業費

（危機管理防災課）
平成１３年度 1,266

　自主防災組織の組織化率向上のため、市町村とともに自治会等に自主防災組織規約の採択に向けた

説明・要望を実施し、啓発を図る

長崎県 生活環境
公共交通移動円滑化設備整備費補助事業

（交通政策課）
平成１６年度 7,325 　低床化車両バスの導入に対し、助成を行う

長崎県 生活環境
福祉のまちづくり啓発普及事業

（社会福祉課）
平成９年度 8,473

　平成１０年４月１日からの福祉のまちづくり条例施行に伴い、福祉のまちづくりの意識の全県下への浸

透、定着を図る（「適合証」交付事業所の県ホームページへの掲載、バリアフリー推進のため啓発・普及

事業を行う市町村への助成、「長崎県福祉のまちづくり推進協議会」の運営）

長崎県 生活環境
少子・高齢化対策事業

（社会福祉課）
平成４年度 160,407 　県が所有・管理する施設等のバリアフリー化を推進する

長崎県 生活環境
高齢者・障害者住宅整備資金貸付事業

（社会福祉課）
平成９年度 -

　高齢者・障害者の居住環境を改善し、福祉の増進を図るため、自力で住宅棟の改造が困難な者へ、県

社会福祉協議会を通じ原資貸付を行う

長崎県 生活環境
高齢者・障害者住宅改造助成事業

（社会福祉課）
平成９年度 75,000 　高齢者および障害者（児）が居住する住宅の改善に要する経費の一部助成する

長崎県 生活環境
重度身体障害者グループホーム事業

（障害福祉課）
平成１７年度 7,311

　施設入所から地域生活への移行を効率的に進めるため、国庫補助の対象となっていない重度身体障

害者グループホームへの運営費助成を行う

長崎県 生活環境
県立都市公園環境アップ事業

（都市計画課）
平成１５年度 － 　都市公園内のトイ レの水洗化、ユニバーサルデザイ ン導入施設への改修を行う

長崎県 生活環境
道路環境・交通安全施設整備事業

（道路維持課）
61,050 　段差切下、視覚障害者用点字ブロック等の交通安全施設を整備する

長崎県 生活環境
交通安全施設費

（道路維持課）
- 　歩道整備されていない道路について、道路改良と併せて整備する

長崎県 生活環境
道路環境・交通安全施設等整備事業

（県警交通規制課）
105,344 　交通信号機の新設を行う

長崎県 生活環境
自動車駐車場の整備事業

（道路維持課）
- 　放置自転車をなくすために自転車駐車場を整備

長崎県 生活環境
港湾ターミナルの整備

（港湾課）
-

　フェ リーターミナルのバリアフリー化を目指し、フェ リー乗降施設（ボーディングブリッチ）のバリアフリー

化を行う

長崎県 教育・育成
発達促進保育特別対策事業

（こども未来課）
昭和５７年度 15,243

　軽中程度の障害または発達遅滞を有する保育所入所児に対し、その児童の発達を促すための保育に

要する経費を補助する
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長崎県 教育・育成
障害児施設入所児童・生徒の帰省旅費助成事業

（障害福祉課）
平成８年度 1,100 　障害児施設入所児童・生徒の帰省旅費を助成し、児童・生徒と家族の絆を深め、健全成長に寄与する

長崎県 教育・育成
障害児受入促進事業

（こども未来課）
平成１４年度 8,436

　年間開設日数が２８１日以上、かつ、年間平均児童数１０人以上である放課後児童クラ ブにおいて、

１人以上の障害児を受入、児童数に応じて指導員を配置する

長崎県 教育・育成
巡回就学相談事業

（特別支援教育室）
昭和５６年度 2,257 　就学などに悩みを持つ保護者に対して、障害の状態に応じた教育や療育等について相談を行う

長崎県 教育・育成
就学指導協議会事業

（特別支援教育室）
昭和５６年度 176 　市町村教育委員会の就学事務担当者及び就学指導委員を対象に協議会を開催する

長崎県 教育・育成
教育センター専門研修事業

（特別支援教育室）
昭和５４年度 　特別支援教育諸学校及び特別支援学級の教員を対象とした研修講座を開設する

長崎県 教育・育成
特別支援教育諸学校初任者研修事業

（特別支援教育室）

　盲・ろう・養護学校の初任者に対し、校内、校外研修を実施し、特別支援教育における実践的指導力と

教師としての使命感、幅広い知識を習得させる

長崎県 教育・育成

特別支援教育諸学校教職経験１０年経過職員研修会

事業

（特別支援教育室）

　教職経験１０年を経過した教員に対し、必修研修及び選択研修を行い、体験などを通して学校運営の

推進者としての指導力の向上を図る

長崎県 教育・育成
教職員研修会等派遣事業

（特別支援教育室）
昭和４７年度

　文部科学省主催による盲・ろう・養護学校校長・教頭研修会、盲学校理療科担当教員研修会、聴覚障

害者担当教員研修会等に教員を派遣する

長崎県 教育・育成
研修員派遣事業

（特別支援教育室）
昭和４８年度 　国立特別支援教育総合研究所の短期研修及び県教育センター等への研修員の派遣を行う

長崎県 教育・育成
訪問教育担当教員研修会事業

（特別支援教育室）
昭和５４年度 156

　訪問教育を担当している教員に対し研修を行い、重複障害児の指導のあり方について専門的な知識

及び技能を習得させ、指導力の向上を図る

長崎県 教育・育成
進路指導事業

（特別支援教育室）
昭和５４年度 105 　障害者の現場実習の充実や職域拡大を図るため、進路指導主事の研修会を開催する

長崎県 教育・育成
障害のある子どもの医療サポート事業

（特別支援教育室）
平成１６年度 21,996 　５つの養護学校に５名の看護師を配置

長崎県 雇用・就業
精神障害者社会適応訓練事業

（障害福祉課）
昭和５１年度 19,200

　精神障害回復途上者の社会復帰を図ることを目的とする社会適応訓練および生活訓練を一定期間

事業主に委託して実施

長崎県 雇用・就業
精神障害者雇用促進事業

（障害福祉課）
平成１７年度 6,400

　県内の事業所において新たに３ヶ月以上精神障害者を雇用する事業主に対し、その期間に応じ、雇用

奨励金を交付する

長崎県 雇用・就業
障害者雇用支援事業

（雇用労政課）
平成１６年度 6,211

　障害者雇用アドバイ ザーを設置することにより、職業相談、就業のための職場実習支援、職場定着の

ための就労先訪問等を実施する

5,540
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開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

長崎県 雇用・就業
障害者雇用支援センター事業

（雇用労政課）
平成１１年度 4,033

　就業が特に困難な障害者の職業的自立を図るため一貫した相談・援助を行う社会福祉法人を障害者

雇用支援センターに指定し、運営費を補助する

長崎県 雇用・就業
障害者職業訓練受講奨励事業

（産業人材課）
昭和５０年度 －

　障害者で専門の訓練施設における訓練が適当と思われるものについて、国立障害者職業能力開発校

への入校を推奨し、入校者に対して受講支度金を支給する

長崎県 雇用・就業
教員採用選考試験

（高校教育課）
平成１５年度 － 　公立学校教員採用選考試験における身体障害者を対象とした特別採用選考を実施

長崎県 雇用・就業
県職員採用試験点字試験

（人事委員会）
平成８年度 1,308

　県職員採用試験（大卒程度（行政（行政））、高卒程度（一般事務））における点字及び拡大文字による

試験を実施

長崎県 雇用・就業
身体障害者対象県職員選考採用試験

（人事委員会）
平成１１年度 1,171 　身体障害者を対象とした選考採用試験の実施

長崎県 雇用・就業
障害者雇用促進事業

（雇用労政課）
292

　盲・ろう・養護学校及び中学校特別支援学級の生徒に対し、自分の進路の決定に役立つよう、事務所

見学を行い、職業についての認識と就職にあたっての心構えを得ることに対して支援する

長崎県 保健・医療
離島における医師確保対策事業

（医療政策課）
昭和４５年度 189,947

　医学生への就学資金貸与および自治医科大学への学生派遣により医師を養成し、離島医療機関等に

勤務する医師の確保を図る

長崎県 保健・医療
未熟児訪問指導

（こども家庭課）
平成９年度 330 　養育上指導の必要な未熟児に対して、訪問指導を実施する

長崎県 保健・医療
乳幼児発達支援体制整備事業

（こども家庭課）
平成１６年度 3,707

　市町村における乳幼児健康診査等の結果、経過観察、発達支援指導が必要と認められた児および保

護者を対象として診察・相談、発達訓練指導、訪問訓練指導、情報提供を行う

長崎県 保健・医療
先天性代謝異常等検査

（こども家庭課）
平成１３年度 28,887 　先天性の代謝異常等による知的障害を防ぐ ために、新生児の血液を採取し疾病の早期発見を行う

長崎県 保健・医療
人工透析患者通院支援事業

（障害福祉課）
平成１３年度 2,000

　人工透析患者の透析施設への通院を支援するため、通院ボラ ンティアと透析患者とをコーディネート

する事業を行う通院介護支援センターの運営に要する経費の一部を助成する

長崎県 保健・医療
心身障害者福祉医療費助成事業

（障害福祉課）
昭和４９年度 1,137,945

　疾病に対する抵抗力が弱く罹患率の高い障害者のため、医療費の助成をすることにより介護に当た

る保護者とその家族の経済的・精神的負担の軽減を図る

長崎県 保健・医療
しまの精神医療特別対策事業

（障害福祉課）
昭和５５年度 15,579

　精神科無医地区である上五島地域（離島）において、精神科医師を派遣・常駐させ、外来診療および

精神保健相談を行う

長崎県 保健・医療
障害児（者）歯科診療事業

（国保・健康増進課）
昭和６０年度 20,057

　一般歯科医療施設での治療が困難な場合の多い障害者の歯科診療について、口腔保健センターを拠

点とした障害者歯科診療及び歯科診療車による巡回診療を行う

長崎県 保健・医療
育児支援教室等推進事業

（こども家庭課）
平成１８年度 4,088

　市町が実施する乳幼児検診等後の育児支援教室に臨床心理士（嘱託）を派遣し、ペアレント・トレーニ

ングの技法を市町の保健師等への伝授を行う
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

長崎県 保健・医療
地域リハビリテーショ ン支援体制整備事業

（長寿社会課）
平成１０年度 21,352

　高齢者や障害のある人が住み慣れた地域でいきいきと暮らすことができるように様々な状態に応じた

リハビリテーショ ン事業が適切かつ円滑に提供される体制整備を図るとともに、保健・医療・福祉のネッ

トワーク作りを推進する

長崎県 保健・医療 保健所精神保健事業 13,946

　地域における精神保健福祉業務の中心的な行政機関として関係機関、団体等との連絡協調のもとに、

精神障害者の早期治療の促進、並びに精神障害者の社会復帰及び自立と社会経済活動への参加の促

進を図るとともに、地域住民の精神的健康の保持・増進を図る

長崎県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
（広報広聴課） － 　各課のホームページ管理者へのＷｅｂアクセシビリティ等に関する研修会の開催

長崎県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ふれあい広報推進事業

（広報広聴課）
平成８年度 11,932

　県内全世帯広報誌・情報誌の点字版・テープ音訳版の作成、県政番組への手話挿入、文字放送による

情報提供の実施

長崎県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

戦略的情報発信事業

（観光振興推進本部）
平成１４年度 300 　バリアフリー情報ホームページの管理・更新

長崎県 国際協力
国際交流協会助成事業

（国際課）
平成２年度 2,773 　国際協力・交流フェ スティバルの開催
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

熊本県 啓発・広報
やさしいまちづくり普及啓発事業

（健康福祉政策課）
平成６年度 6,134

　障害者用駐車場の適正利用を促進するため「パーキングパーミット制度」を導入するとともに、県民や

事業者の“やさしいまちづくり”に対する理解を促進するための広報啓発、情報提供等による市町村の

取組み支援を行う

熊本県 啓発・広報
ユニバーサルデザイ ン推進事業

（企画課）
平成１２年度 9,232

　県民や企業、団体等に対するＵＤの一層の普及啓発や企業・団体等の主体的な取組みについて支援

を行う。併せて、ＵＤの具体的な取組みを実践・指導することができる人材の育成を行う

熊本県 啓発・広報
ユニバーサルデザイ ン実践普及事業

（企画課）
平成１９年度 6,236

　ＵＤ全国大会を契機として、「ＵＤウイ ーク」を開催し、ＵＤの実践に重点を置いた啓発活動等を集中的

に実施する

熊本県 生活支援
地域療育総合推進事業

（障害者支援総室）
平成１７年度 34,437

　在宅の重症心身障害児（者）、知的障害児、身体障害児及び障害の疑いがある児童（以下「在宅障害

児等」という）の地域における生活を支えるため、身近な地域で療育指導、相談支援等が受けられる療

育体制を充実し、在宅障害児の福祉の向上を図ることを目的に次の事業を実施

 ・ 地域療育センター事業

 ・ 療育拠点施設事業（難聴児分）

 ・ 地域療育ネットワーク推進事業

熊本県 生活支援
障害児施設利用児緊急支援事業

（障害者支援総室）
平成１８年度 15,264

　児童福祉法の改正に伴い、措置制度から契約制度に移行した障害児につき、急激な利用者負担増を

理由に、必要な療育や教育の機会が奪われることがないよう、緊急的に負担軽減の支援を行う

熊本県 生活支援
障害者スポーツ・文化振興事業

(障害者支援総室)
平成５年度 21,410

　毎年開催される全国障害者スポーツ大会への熊本県選手団の派遣業務委託及び障害者のスポーツ・

文化の振興事業への補助

熊本県 生活支援
身体障害者相談員設置事業

（障害者支援総室）
昭和４２年度 3,346

　身体障害者からの各種相談に応じるとともに、関係機関の業務に対する協力等を行うことにより、身体

障害者の福祉の向上に寄与する

熊本県 生活支援
知的障害者相談員設置事業

（障害者支援総室）
昭和４３年度 904

　知的障害者の更生援護に関し、本人またはその保護者等からの相談に応じ、必要な指導、助言を行うと

ともに、関係機関への協力、援護思想の普及等の業務を行い、知的障害者の福祉の増進を図る

熊本県 生活支援
「熊本こころの電話」運営事業

（障害者支援総室）
不明 900

　精神的健康を損ね、相談する相手もなく深刻な精神的危機に陥っている人に対して、一定期間の養成

研修を受けたボラ ンティアの電話カ ウンセラ ーが年中無休で電話相談に応じ、その心理的、情緒的危

機から脱せられるよう援助する

熊本県 生活環境
ユニバーサルデザイ ン建築推進事業

（建築課）
平成１４年度 10,801

　建物におけるユニバーサルデザイ ン（ＵＤ）の取組みを進めるため、「ユニバーサルデザイ ン建築ガ

イ ドラ イ ン（平成１４年度作成）」及び「既存建築物のユニバーサルデザイ ン評価マニュアル（平成１５年

度作成）」を活用すると共に、ＵＤによる民間建築物の整備に対して補助を行いその普及啓発を図る

熊本県 生活環境
やさしいまちづくり建築物推進事業

（建築課）
平成７年度 522

　バリアフリー法の特定建築物に対する事前協議における指導・助言を行う他、（熊本県）やさしいまち

づくり条例に基づき、誰もが使いやすい建築物の普及を推進する

熊本県 生活環境
やさしい道づくり事業

（道路保全課）
平成７年度 270,000

　少子高齢化社会の進展に伴い、高齢者や障害者の円滑な移動支援を目的とし、バリアフリー整備計画

２６地区における既設歩道の段差解消や幅員の拡幅など、道路のユニバーサルデザイ ンに基づいた、

すべてのひとにやさしく安全な歩道の整備を実施する
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

熊本県 生活環境
障害者住宅改造助成事業

（障害者支援総室）
平成８年度 15,696

　重度の身体障害児（者）及び知的障害児（者）がいる世帯に対し、住宅改造に必要な経費を助成するこ

とにより、在宅での自立支援、寝たきり防止、介護者の負担軽減を図る

熊本県 生活環境
福祉有償運送支援事業

（健康福祉政策課）
平成１５年度 2,363

　旧「福祉コミュニティ特区」及び旧「熊本県地域ささえ愛セダン特区」に関する福祉有償運送運営協議会

を主宰するとともに、その他の市町村における運営協議会の設置支援及び道路運送法改正に伴う制度

変更等に応じた適切な事業推進を図る

熊本県 生活環境
地域の縁がわづくり推進事業

（健康福祉政策課）
平成１６年度 31,083

　誰もが気軽に集い、交流や福祉サービスをうみだしていく地域の支え合いの拠点づくりに係る施設改

修等経費の補助

熊本県 生活環境
自律移動支援プロジェ クト推進事業

(企画課）
平成１８年度 16,501

　障害のある方や熊本が初めての人でも、必要な情報や欲しい情報を簡単に入手できるためのシステム

を体験してもらうことで、その技術の有効性や利用可能性を検証するとともに、熊本駅や駅前広場におけ

る実用化の可能性と課題を検証する

熊本県 教育・育成
特別支援教育ステップアップ事業

（高校教育課）
平成１９年度 3,825

　特別支援教育への転換を踏まえ、学校、家庭、福祉等の関係機関と連携し、特別支援教育の体制整備

を進めるとともに、特別支援教育についての理解啓発や専門性の一層の向上を図り、本県特別支援教

育の総合的な推進を目指す

熊本県 教育・育成
特別支援教育充実事業

（高校教育課）
平成１４年度 1,914

　特別支援学校における講師招聘研修の実施、特別支援学校コーディネーター養成研修や学部主事会

議等の各種研修会の実施を通して、特別支援学校における特別支援教育に関する専門性向上と充実

を図る

熊本県 教育・育成
ほほえみスクールラ イ フ支援事業

（高校教育課）
平成１７年度 21,158

　医療的ケアが必要な児童生徒の学習環境の整備と保護者の負担軽減のため、県と委託契約した医療

機関から特別支援学校に看護師を配置し医療的ケアを行うとともに、研修を受けた教員が看護師と連携

してたんの吸引等の一部を実施する

熊本県 教育・育成
障害児巡回就学相談

（高校教育課）
平成１７年度 392

　障害児の育児・就学について保護者、保育士、教師等の悩みや不安を解消し、適切な就学の推進を図

るため、相談員が県下各地を巡回し、子どもの教育的ニーズに応じた助言・指導を行う

熊本県 教育・育成
軽度障害児保育事業

（少子化対策課）
平成８年度 50,451

　保育所において保育に欠ける軽度障害児を受け入れるにあたり、その安全性が確保されるよう設備

等を整備するとともに、障害の特性に応じた集団保育を通じ、児童の心身の健全な発達を促す

熊本県 雇用・就業
障害者雇用・就業支援ネットワーク事業

（労働雇用総室）
平成１６年度 60

　福祉、労働、教育、経済関係機関で構成する雇用・就業支援ネットワーク会議を開催し、障害者の一般

就業に関しての課題整理、支援策の検討、役割分担の明確化等を行う

熊本県 雇用・就業
障害者雇用コーディネート事業

（労働雇用総室）
平成４年度 6,081

　障害者の雇用を促進するため、県雇用促進協会が行う障害者雇用コーディネーターの事業に対し、補

助を行う

　雇用コーディネーターは、職業相談、求人開拓、定着指導、関係機関の連絡調整等を実施

熊本県 雇用・就業
障害者雇用優良事業所等の表彰

（労働雇用総室）
不明 96 　障害者雇用において高い実績のある事業主及び良好な勤務実績を有する障害者を表彰する

熊本県 雇用・就業
障害者雇用応援団事業

（労働雇用総室）
平成１８年度 953 　優良企業による障害者雇用応援団を結成し、未達成企業等への相談・助言を行う
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熊本県 雇用・就業
障害者職場定着等支援事業

（労働雇用総室）
平成１８年度 900

　養成講座を開催し、授産施設職員や学校教職員等に対して、就労支援や職場定着のノウハウや企業

側の考え方を学ぶ機会を提供し、障害者雇用に必要な技術と知識を習得させる

熊本県 雇用・就業
精神障害者社会適応訓練事業

（障害者支援総室）
平成１５年度 16,446 　通院患者の生活指導・作業訓練を協力事業所に委託し、社会適応力を養い社会復帰を促進する

熊本県 雇用・就業
授産製品展示商談会

（障害者支援総室）
平成１８年度 0

　行政機関等における授産製品の利用促進を図るため、県庁地下大会議室において授産製品の展示・

商談会を開催

熊本県 保健・医療
重度心身障害者医療費助成事業

（障害者支援総室）
昭和４８年度 1,787,321

　重度心身障害者の医療費助成を行う市町村に対して補助を行う。（対象者：身障手帳１・２級、療育手帳

A1・A2、精神手帳１級、福祉手当受給相当者）

熊本県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

やさしいくまもとづくり広報事業

（広報課）
平成８年度 9,093

　視覚・聴覚障害者等に対し、県政情報を定期的に提供するため、点字版･録音版広報誌の制作や県政

広報テレビ番組に字幕又は手話挿入を行う

熊本県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

文字多重放送

（広報課）
平成元年度 3,119

　聴覚障害者等に対し、県政情報を定期的に提供するため、ＮＨＫのテレビ電波を利用した文字放送を

行う

熊本県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ＮＨＫデータ放送

（広報課）
平成１８年度 0

　聴覚障害者等を含め、県民の皆さんに県政情報を定期的に提供するため、ＮＨＫ地上デジタル電波を

利用したデータ放送を行う
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

大分県 啓発・広報
大分県福祉のまちづくり推進事業

(福祉保健部地域福祉推進室)
平成１４年度 11,185

　大分県知事賞「おおいたユニバーサルデザイ ン賞」を実施するとともに、車いす駐車区画適正利用

キャンペーン啓発用パンフレットを作成する

大分県 啓発・広報
大分県ユニバーサルデザイ ン推進事業

(福祉保健部地域福祉推進室)
平成１８年度 2,185

　住む人が暮らしやすく、訪れる人にやさしい大分県を実現するため、ユニバーサルデザイ ンの普及・

啓発を実施する

大分県 啓発・広報
障がい者秋の交歓会開催事業

（福祉保健部障害福祉課）
昭和５７年度 4,020

　「障がい者秋の交歓会」の実施主体である大分県障害者社会参加推進協議会に対する補助金

　交流交歓会（ゲートボール大会、囲碁・将棋大会、風船バレーボール大会など）、ときめき作品展（絵

画、書道、写真などの作品展）

大分県 生活支援
やさしい社会環境づくり推進事業

(福祉保健部地域福祉推進室)
平成４年度 9,000

①　リフト付タクシー購入費補助（補助率：事業費の1/2、補助額：１台２００万円限度）

②　民間既設の公的施設のバリアフリー化整備費補助（補助率：事業費の1/4、補助額：５００万円限度）

大分県 生活支援
聴覚障がい者相談事業

（福祉保健部障害福祉課）
昭和５７年度 1,535

　大分県聴覚障害者協会への委託料

　聴覚障がい者の各種相談に応じる

大分県 生活支援
視覚障がい者相談事業

（福祉保健部障害福祉課）
昭和５７年度 1,770

　大分県盲人協会への委託料

　視覚障がい者の各種相談に応じる

大分県 生活支援
全国障害者スポーツ大会派遣事業

（福祉保健部障害福祉課）
昭和４０年度 7,363 　全国障害者スポーツ大会へ大分県選手団を派遣する

大分県 生活支援
国際車いすマラ ソン大会開催事業

（福祉保健部障害福祉課）
昭和５６年度 25,000 　大分国際車いすマラ ソン大会を開催する

大分県 生活支援
大分県身体障害者福祉協会補助事業

（福祉保健部障害福祉課）
昭和４９年度 2,043 　大分県身体障害者福祉協会等団体への補助金

大分県 生活支援
民間社会福祉施設利子補給事業

（福祉保健部障害福祉課）
昭和４７年度 10,812

　民間社会福祉事業者が社会福祉施設整備事業として社会福祉・医療事業団より借り入れた資金の利

子の一部を助成する

大分県 生活支援
知的障がい者専任相談員設置事業

（福祉保健部障害福祉課）
昭和５７年度 1,779

　大分県手をつなぐ 育成会への補助金

　知的障がい者専任相談員を設置する

大分県 生活支援
知的障がい者相談員設置事業

（福祉保健部障害福祉課）
- 726 　知的障がい者相談員を知的障がい者の保護者等に委託する

大分県 生活支援
大分県知的障害者育成会補助事業

（福祉保健部障害福祉課）
昭和５３年度 720 　大分県知的障害者育成会への各種事業助成のための補助金

大分県 生活支援
こころの緊急支援推進事業

（福祉保健部障害福祉課）
平成１９年度 1,265

　事件・事故発生時に早急に現地に出向いて関係者等を支援し、ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障がい）の

発生を最小限に抑える「こころの緊急支援活動チーム（ＣＲＴ）」の活動体制を整備する
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

大分県 生活支援 心の健康づくり推進事業 昭和５５年度 6,372 　精神科デイ ・ケアを実施することにより回復途上にある在宅の精神障がい者の社会復帰を促進する

大分県 生活環境
在宅重度障がい者住宅改造助成事業

（福祉保健部障害福祉課）
昭和５８年度 18,153

　重度障がい者（児）の住む住宅を改造する経費に対して助成を行う市町村に対してその経費の一部を

補助する

大分県 生活環境
共生のまち整備事業

（土木建築部建設政策課）
平成１２年度 116,700

　高齢者、障がい者、児童などすべての県民が自立していきいきと生活し、人と人との交流が深まる共生

型の地域社会を実現するため、社会活動への参加を妨げる行動面での障壁を取り除くことを目的に、

県が管理する既存の公共施設（歩道や建築物等）のバリアフリー化を推進する

大分県 教育・育成
特別支援教育振興事業

（教育庁特別支援教育推進室）
平成１５年度 7,197 　教育相談・就学相談の推進、特別支援学校等における特別支援教育の推進

大分県 教育・育成
学習障害児等支援体制整備事業

（教育庁特別支援教育推進室）
平成１７年度 21,366 　幼稚園、小学校、中学校、高等学校の学習障害等の園児、児童・生徒への支援体制の整備

大分県 教育・育成
特別支援教育推進計画策定費

（教育庁特別支援教育推進室）
平成１８年度 1,382 　特別支援学校への転換、小・中学校等における特別支援教育充実方策等についての検討

大分県 雇用・就業
職場実習研修事業

（福祉保健部障害福祉課）
平成１７年度 2,000 　障がい児（者）に対して、就労に向けた実際の職場での訓練を行う

大分県 雇用・就業
障害者雇用促進強化対策

（商工労働部　雇用・人材育成課）
昭和４９年 8,134

　障がい者相談員及び手話通訳員を職業安定所へ配置するとともに、地域雇用対策の各般にわたり活

動している（財）総合雇用推進協議会への補助を行う

大分県 雇用・就業 社会適応訓練事業 平成１５年度 7,352 　一般の事業所に作業訓練を委託し、精神障がい者の就労の向上を図る

大分県 保健・医療
重度心身障がい者医療費給付事業

（福祉保健部障害福祉課）
昭和５０年度 1,036,319 　重度心身障がい者の医療費の助成を行う市町村に対してその経費の一部を補助する

大分県 保健・医療
ストマ用装具助成事業

（福祉保健部障害福祉課）
平成２年度 1,489 　ストマ用装具に係る自己負担額の助成を行う市町村に対してその経費の一部を補助する

大分県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

点字・音訳「みんなの県政」事業

(企画振興部広報広聴課)
－ 1,372

　視力障がい者を対象に、県政の施策、現状等を広報し、身体障がい者福祉の一環としての役割を果た

す

大分県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

テレビ放送字幕付加事業、手話放送

（企画振興部広報広聴課）
平成１８年度 4,148 　県民の関心のある生活情報を中心に、県政の事業をわかりやすく提供する

大分県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

文字放送事業

（企画振興部広報広聴課）
平成元年 2,823 　ＮＨＫのテレビ電波を利用した文字放送を活用し、県政施策などの情報を提供する

大分県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

安全・安心情報提供体制整備事業

（企画振興部広報広聴課）
平成１６年度 731

　災害発生時、文字放送、携帯電話サイ トの開設、大分県防災ホームページにより緊急時の情報発信を

行う
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

宮崎県 啓発・広報
ふれあいフェ スティバル

（障害福祉課）
平成５年度 2,306

　障がいのある人もない人も一緒になり各種催しに参加することにより、県民の障がい児・者に対する理

解の促進と障がい児・者の社会参加意欲の向上を図る

宮崎県 啓発・広報
精神保健啓発事業

（障害福祉課）
昭和５６年度 946

　地域社会において精神保健福祉に関する理解を深めるとともに、県民の心の健康の保持増進及び啓

発に資するため、精神保健福祉事業功労者を表彰するとともに、宮崎県精神保健福祉大会を開催する

宮崎県 啓発・広報
宮崎県社会福祉大会開催事業

（福祉保健課）
昭和２７年度 1,837

　社会福祉に関する県民意識を高めるため、社会福祉事業の各分野における顕著な功績を顕彰すると

ともに、社会福祉に関する重要課題をテーマとする講演会を開催する

宮崎県 啓発・広報
高齢者等保健福祉推進事業

（福祉保健課）
平成４年度 42,000

　市町村等による地域の実情に応じた保健福祉サービス等の実施について助成することにより、地域

に密着した保健福祉活動の振興を図り、在宅の高齢者等の保健福祉の増進を図る

宮崎県 啓発・広報
宮崎県人権啓発センター整備事業

（人権同和対策課）
平成１９年度 4,260

　人権啓発の推進拠点となる人権啓発センターの整備に際して、障がい者にも利用し易い施設とした

　また、障がい者の人権に関する図書・ビデオも整備し、障がい者への理解を深められるよう配慮した

宮崎県 生活支援
身体障がい者生活行動訓練事業

（障害福祉課）
昭和４１年度 514

　義肢装着訓練、スポーツ、レクリエーショ ン等を組織的に行うことにより、在宅身体障がい者の福祉の

増進を目的として、障がい者団体に委託して実施する

宮崎県 生活支援
身体障がい者活動推進事業

（障害福祉課）
昭和４１年度 3,221 　身体障害者相談員の資質の向上と活動の推進を図るため、指導及び研修の企画推進を行う

宮崎県 生活支援
福祉用具相談開発事業

（障害福祉課）
平成７年度 2,322

　身体障害者相談センター内又は、巡回で義肢適合判定や補装具等の装着訓練指導及び福祉用具の紹

介等を行うとともに、福祉用具の開発・改良を行うため、業者等を含めた福祉用具開発研究協議会の開

催等を行う

宮崎県 生活支援
手をつなぐ 育成会事務局設置費

（障害福祉課）
昭和５６年度 3,159

　知的障がい者の父母の会である宮崎県手をつなぐ 育成会の運営を安定させることにより、知的障害

者の福祉の向上を図る

宮崎県 生活支援
在宅障がい者介護者支援相談事業

（障害福祉課）
平成７年度 1,601

　身体障害者相談センターに介護サポートとして専任のカ ウンセラ ーを配置し、身体障がい者福祉の専

門的なアドバイ スにより介護者の精神的な安定を図り、在宅福祉の充実に努める

宮崎県 生活支援
障害者スポーツ協会運営費

（障害福祉課）
昭和５６年度 17,113 　障がい者スポーツの振興を図るため、障害者スポーツ協会に専任職員４名を配置する

宮崎県 生活支援
社会福祉研修センター事業

（福祉保健課）
昭和５８年度 46,146

　社会福祉事業に従事している現任の職員等を対象に社会福祉研修事業を実施し、福祉人材の資質の

向上を図る

宮崎県 生活支援
県難病団体連絡協議会運営費補助金

（健康増進課）
平成元年度 515

　難病団体の運営の円滑化を図り、また、患者団体による保健指導相談を実施することで難病患者の健

康管理及び家庭看護の充実を図る

宮崎県 生活支援
介護予防に配慮した歩行支援システムに関する研究

(新産業支援課）
平成１８年度 932

　工業技術センターにおいて試作開発した片手操作式歩行器をベースに、歩行障がい者の更なる安定

歩行を実現するため、歩行補助機構について研究を行う
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自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

宮崎県 生活環境
人にやさしい福祉のまちづくり事業

（障害福祉課）
平成１３年度 4,988

　障がい者や高齢者をはじめすべての人々が、住み慣れた地域で安心して快適に生活を営むと共に、

様々な社会生活に積極的に参加できる社会を実現するために「人にやさしい福祉のまちづくり」に関す

る啓発・広報、人材育成等を行い、その推進を図る

宮崎県 生活環境
障がい者住宅改造助成事業

（障害福祉課）
平成７年度 34,566

　障がい者の自立支援及び介護者の負担軽減を図るため、住宅改造に要する経費を助成する事業を

行う市町村（中核市を除く）に対して補助を行う

宮崎県 生活環境
高齢者住宅改造助成事業

（高齢者対策課）
平成７年度 35,555

　要支援・要介護高齢者の自立支援並びに介護者の負担軽減を図るため、現に居住する住宅の改造に

要する経費を助成する事業を行う市町村に対して補助を行う

宮崎県 生活環境
元気、感動みやざき観光地づくり事業

（観光・リゾート課）
平成１８年度 18,900

　市町村等が行う地域の観光資源を活用した魅力ある観光地づくりのための事業（ソフト・ハード（バリア

フリー化等を含む））に対して支援を行う

宮崎県 生活環境
人にやさしい企業育成貸付（中小企業融資制度）

（経営金融課）
平成１３年度 54,700

　「人にやさしい福祉のまちづくり条例」に規定する整備基準に適合するトイ レ、スロープ等を整備する

中小企業者及び組合に対して、設備及び運転資金の貸付を行う

宮崎県 生活環境
人にやさしい公営住宅支援事業

（建築住宅課）
平成１８年度 7,912

　障がい者の居住の安定を図るため、市町村が行う障がい者世帯向け公営住宅の建設又は改善に対

し、その事業費の一部を補助する

宮崎県 教育・育成
在宅心身障がい児療育キャンプ等事業

（障害福祉課）
昭和４９年 4,681

　在宅の心身障がい児に集団生活の機会を与えるとともに、保護者等の療育技術の向上を図るため、

キャンプ実施団体に補助する

宮崎県 教育・育成
障がい幼児言語訓練事業

（障害福祉課）
平成６年度 6,751 　訓練機会の少ない就学前の言語発達遅滞児に対し、言語訓練を実施し、早期療育の充実を図る

宮崎県 教育・育成
障がい児地域療育機能強化事業

（障害福祉課）
平成１２年度 1,961

　在宅の肢体不自由児に対する療育が不足している県北地域に必要な人材を配置し、相談、機能回復

訓練等を行うことにより、療育機能の充実を図る

宮崎県 教育・育成
障がい児ラ イ フステージ支援モデル事業

（障害福祉課）
平成１８年度 3,682

　障がい児の自立に向け、福祉・保健・医療・教育・労働の関係機関が連携を図りながら、個々のニーズ

やラ イ フステージに対応した一貫支援を行うための新しい療育支援プログラ ム（ラ イ フステージ支援プ

ログラ ム）の開発を行う

宮崎県 教育・育成
障がい児等療育支援事業

（障害福祉課）
平成８年度 48,793

　在宅の障がい児等の身近な地域での生活を支援するため、訪問・外来等による療育指導、相談等を

行う

　また、民間病院の訓練士等を対象に、小児リハビリテーショ ンに係る研修を行う

宮崎県 教育・育成
元気に子育て支援事業

（児童家庭課）
昭和６０年度 9,324

　保育に欠ける中・軽度の障害児を受け入れ、健常児との集団保育を行うことにより、健全な社会性の

成長及び発達を促進し、障がい児の福祉の増進を図る

宮崎県 教育・育成
盲ろう学校運営費

（財務福利課）
不明 68,089

　標準的な学校運営費を措置し、学校教育の円滑な運営を行うとともに、障がいのある児童生徒の教育

の拡充とその水準の維持向上を図る

宮崎県 教育・育成
養護学校運営費

（財務福利課）
不明 276,007

　標準的な学校運営費を措置し、学校教育の円滑な運営を行うとともに、障がいのある児童生徒の教育

の拡充とその水準の維持向上を図る
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宮崎県 教育・育成
養護学校等医療的ケア実施事業

（特別支援教育室）
平成１６年度 51,966

　障がいが極めて重度・重複化しているため常時医療的ケアを必要とする児童生徒に対して、必要な医

療的ケアを行える体制を整備する

宮崎県 教育・育成
高等部訪問教育事業

（特別支援教育室）
平成１２年度 2,302 　学校に通学して後期中等教育を受けることが困難な生徒に対して、教育の機会均等を図る

宮崎県 教育・育成
養護学校学齢超過者就学推進事業

（特別支援教育室）
平成１６年度 583

　昭和54年の養護学校教育義務制導入以前に学齢期を超過し、その後様々な事情から今日まで義務教

育を受ける機会がなかった就学猶予・免除者に対し、教育の機会均等や自立支援の観点から、学校教育

の機会を提供する

宮崎県 教育・育成
盲・聾・養護学校特別支援教育センター化事業

（特別支援教育室）
平成１７年度 4,124

　障がいの重度・重複化、多様化、さらにはLD、ADHD等の児童生徒に対応するため、特別支援学校の地

域の特別支援教育センターとしての機能の充実を図る

宮崎県 教育・育成
知的障がい者就労支援モデル事業

（特別支援教育室）
平成１７年度 10,887

　知的障がい者の雇用促進を図るため、中学部及び高等部の生徒と未就職の卒業生を対象に作業学

習及び訓練就労を実施し、在学中から卒業後を含めた継続性のある就労支援を行う

宮崎県 教育・育成
「宮崎県特別支援学校総合整備計画」策定事業

（特別支援教育室）
平成１９年度 1,991

　学校教育法の改正による特別支援学校の創設に伴う「宮崎県立盲・聾・養護学校再編整備計画」の見

直しに当たり、福祉や保健、労働等の連携など新たな視点で特別支援学校の構想について検討を行い、

「みやざき特別支援教育プラ ン」の具体的な取組を推進するために、時代の変化に対応できる特別支

援学校の総合整備計画を策定する

宮崎県 教育・育成
発達障がいに対応した指導力向上事業

（特別支援教育室）
平成１９年度 3,670

　学校教育において喫緊の課題となっている発達障がいについて広く理解啓発を図るとともに、教職員

の高い専門性を確保するため、講演会や研修会、実践研究等を実施し、本県における特別支援教育の

一層の充実を図る

宮崎県 教育・育成
養護学校スクールバス整備事業

（特別支援教育室）
平成１９年度 16,291

　障がいのある児童生徒に、自立と社会参加に必要な生活体験の場を設定するとともに、保護者の負担

軽減を図り、地域就学の推進に寄与する

宮崎県 教育・育成
特別支援学校環境整備事業

（特別支援教育室）
平成１９年度 13,702

　学校教育法の改正に伴う、盲・聾・養護学校の特別支援学校への転換及び児童生徒の増加に伴う教室

不足解消のため、施設整備等を行い、教育環境の充実を図る

宮崎県 教育・育成
交流教育推進事業

（特別支援教育室）
昭和５４年 2,491

　特別支援学校に在籍する幼児児童生徒が、近隣の幼稚園、小・中・高等学校の幼児児童生徒との交流

活動を通して、経験を深め、社会性を養い、好ましい人間関係の育成を図る

宮崎県 教育・育成
修学旅行支援事業

（特別支援教育室）
平成１７年度 1,359

　特別支援学校に在籍する重度の障がいのある児童生徒が、安全に修学旅行に参加できるように、医

師又は看護師の派遣を行う

宮崎県 雇用・就業
在宅障がい者小規模作業所育成事業

（障害福祉課）
昭和５６年度 7,882

　在宅障がい者小規模作業所が、自立支援給付や地域活動支援センター等の新体系サービスに移行す

るまでの間、作業所の利用者が、身近なところで必要なサービスを受けられるよう、作業所に対する支

援を行う

宮崎県 雇用・就業
精神障がい者社会適応訓練事業

（障害福祉課）
昭和６２年度 14,844

　精神障がい者を一定期間協力事業所に通わせて社会適応訓練を行い、再発防止と社会的自立を促

進し、その社会復帰を図ることを目的とした事業で、協力事業所に対して協力奨励金を支払う
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宮崎県 雇用・就業
宮崎県障がい者雇用促進協議会運営事業

（障害福祉課）
平成１９年度 832

　障がい者の雇用促進の一層の強化を図る観点から、企業・行政・学校等の関係機関で構成した「宮崎

県障がい者雇用促進協議会」を運営する

宮崎県 雇用・就業
歩一歩の店推進事業

（障害福祉課）
平成２年度 1,929

　「歩一歩の店」による授産製品等の共同販売を通じて、障がい者の社会参加と自立意欲の増進を図る

とともに、県民の障がい者に対する理解を深める

宮崎県 雇用・就業
障がい者雇用優良事業所等表彰

（労働政策課）
昭和５０年度 74

　障がい者雇用優良企業等の知事表彰を行い、その努力をたたえるとともに、これを県民に広く周知す

ることにより障がい者雇用の促進を図る

宮崎県 雇用・就業
障がい者雇用コーディネーター設置事業

（労働政策課）
平成９年度 23,625

　障がい者雇用コーディネーター８名を県内に配置し、求職相談や求人開拓等を行うことにより、就職が

困難な障がい者の雇用を図る

宮崎県 雇用・就業

環境改善貸付「労働環境整備対策」（中小企業融資制

度）

（経営金融課）

平成７年度 136,400
　障がい者の雇用促進等を図るための設備整備等に取り組む中小企業者及び組合に対して、設備及び

運転資金の貸付を行う

宮崎県 雇用・就業
障がい児就職指導支援相談員設置事業

（労働政策課）
平成１５年度 8,007

　障がい児就職指導支援相談員３名を県内３地区に配置し、就職の厳しい養護学校等の生徒の就職希

望の実現を図る

宮崎県 雇用・就業
障害者雇用支援センター補助金

（労働政策課）
平成８年度 2,713

　（社）宮崎県雇用開発協会が設置運営する「宮崎障害者雇用支援センター」に対し補助を行うことによ

り、重度障がい者等就職が特に困難な障がい者の雇用の促進を図る

宮崎県 雇用・就業
障がい者技能競技大会

（労働政策課）
昭和５４年度 144

　障がい者の職業能力の開発を促進し、技能労働者として社会に参加する自信と誇りを与えるとともに、

広く障がい者に対する社会の理解と認識を高め、その雇用の促進と地位の向上を図る

宮崎県 雇用・就業
障がい者等技能習得奨励費

（労働政策課）
昭和５７年度 600

　障がい者の雇用促進と職業生活の安定を図るため、本県出身者が障害者職業能力開発校に入校す

る場合に、支度金を支給する

宮崎県 雇用・就業
宮崎県雇用開発協会補助金

（労働政策課）
昭和５０年度 855

　(社)宮崎県雇用開発協会に補助金を交付し、各種事業を行うことにより、障がい者の雇用の促進を図

る

宮崎県 雇用・就業
チャレンジド（障がい児者）就労サポート事業

（労働政策課）
平成１９年度 16,382

　チャレンジド就労アドバイ ザーを配置し、障がい児者のプレ職業訓練や就労時のサポートを行うジョ

ブ・サポーターの育成や、障がい児就労への協力企業の開拓を行う

宮崎県 保健・医療
３歳児・１歳６か月児精密健康診査・事後指導

（障害福祉課）
昭和６２年度 1,616

　市町村の実施する３歳児及び１歳６か月検診の受診児童中、精神発達面の遅れの疑いのある児童に

対して精密検診及び事後指導を行い、障がい児の発生予防及び早期発見・早期治療を促進する

宮崎県 保健・医療
リハビリテーショ ン訓練事業

（障害福祉課）
平成７年度 1,825

　身体障害者相談センターにおいて、在宅障がい者、施設入所者、退院間際の入院患者で障がい者及

びその家族を対象に、科学的な評価や判定に基づき一般のリハビリだけでなく、日常生活訓練、住宅改

造相談、言語療法も取り入れた形で、通常のリハビリテーショ ンを行う

宮崎県 保健・医療
精神保健一般管理事務費

（障害福祉課）
昭和４９年度 22,817

　精神保健福祉法により県知事への届出・報告が義務づけられている各種報告書の文書料及び医療費

支払審査事務委託費
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宮崎県 保健・医療
精神障がい者病状審査及び病院指導

（障害福祉課）
平成３年度 790

　精神障がい者の適正な医療及び保護を確保し、患者の人権擁護を目的に、精神病院に立ち入り、入

院中の者の診察を行う

宮崎県 保健・医療
精神保健関係連絡業務

（障害福祉課）
昭和４０年度 3,699

　精神保健福祉センターにおいて、精神通院医療費公費負担及び精神障害者手帳交付申請に係る認

定・判定を行う

　また、精神障がい者の人権に配慮しつつ、その適正な医療及び保護を確保する観点から、精神医療審

査会において措置入院者の定期病状報告書、医療保護入院者の入院届、定期病状報告書及び退院請

求を審査する

宮崎県 保健・医療
重度障がい者（児）医療費公費負担事業

（障害福祉課）
昭和５０年度 956,941 　重度の障がい児・者に対し、医療費の一部を助成することにより、保健の向上、福祉の増進を図る

宮崎県 保健・医療
先天性代謝異常等検査

（健康増進課）
昭和５２年度 24,863

　フェ ニールケトン尿症等の先天性代謝異常及び先天性甲状腺機能低下症は、放置すると知的障害な

どの症状を来すので、新生児について血液によるマス・スクリーニング検査を行い、異常を早期に発見

することにより、後の治療と相まって障がいを予防する

宮崎県 保健・医療
障がい児者等歯科保健ネットワーク事業

(健康増進課）
平成１８年度 6,701

　協力医の養成、県内で唯一の障がい児者専門診療施設である宮崎歯科福祉センターの機能強化な

ど、センターと協力医の役割分担を明確にしたネットワークの構築を行うことにより、県内の障がい児者

歯科保健医療の推進を図る

宮崎県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

身体障がい者福祉情報提供事業

（障害福祉課）
平成７年度 1,117

　身体障害者相談センターに専門誌、ビデオ等を整備した福祉情報コーナーを設置する。また、障がい

者福祉に関する施策や各種福祉用具の最新情報等を提供するための広報誌を発行する

宮崎県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

点字広報の発行

（秘書広報課）
昭和４７年度 1,210 　広報みやざき等を点字に訳した「点字広報」を発行する

宮崎県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

「声の広報」の提供

（秘書広報課）
平成元年度 133 　広報みやざき等をテープに録音し、視覚障がい者に配布する

宮崎県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

県政テレビ番組での手話通訳

（秘書広報課）
昭和６０年度 601

　MRTテレビ「おしえて！みやざき」及びUMKテレビ「みやざきゲンキTV」において、県からのお知らせ

（１～２分間）の手話通訳を実施する

宮崎県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

みんなでつくる人権ホームページ作成事業

（人権同和対策課）
平成１８年度 923

　障がい者にも利用し易いようにバリアフリー化したホームページを開設し、人権啓発に関する様々な情

報を一元的に発信することにより、県民に対し生涯を通した多様な学習機会を提供する
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鹿児島県 啓発・広報
福祉の心を育てる事業

（社会福祉課）
昭和５７年度 1,066 　福祉作文コンクールの実施

鹿児島県 生活支援
福祉情報提供体制整備事業

（社会福祉課）
平成７年度 7,246

　県社会福祉協議会に利用支援センター（福祉情報センター）を設置し，県関係機関，市町村，市町村社

協，福祉施設などとのネットワーク（すこやかネット）化を促進する

鹿児島県 生活支援
かごしますこやか保育推進事業

（子ども課）
平成１０年度 3,198

　軽度障害児が入所している保育所に対して保育士等の加算経費の助成を行い，保育所における軽度

障害児保育を推進する

鹿児島県 生活支援
文化鑑賞事業

（生活・文化課）
3,489

　小・中・特別支援学校の児童生徒及び県民に対して，器楽・声楽・バレエなどの優れた舞台芸術鑑賞の

機会を提供する

鹿児島県 生活環境
福祉のまちづくり推進事業

（障害福祉課）
平成９年度 4,381

　事業者，県民等への福祉のまちづくりに関する広報，啓発を実施すること等により，福祉のまちづくり

を推進する

鹿児島県 生活環境
高齢者等住宅改造推進事業

（長寿社会課）
平成８年度 16,605

　高齢者等の在宅での生活を支援するため，在宅の要援護高齢者及び重度身体障害者がいる世帯に

対し，住宅改造に必要な経費を助成する

鹿児島県 生活環境
人にやさしい道づくり事業

（道路維持課）
平成１３年度 159,000

　高齢者や障害者を含むすべての人々が，安全かつ安心して通行できるよう歩行環境の整備を図るた

め，既に設置された歩道等について段差・勾配等の改善を行う

鹿児島県 生活環境
地方公共交通特別対策事業

（交通政策課）
2,250 　廃止路線代替バス等の運用の用に供する乗車定員２９人以下の車両の購入費に対する一部補助

鹿児島県 生活環境
文化施設整備事業

（生活・文化課）
7,506 　文化センター，みやまコンセール等の施設・設備の整備，補修

鹿児島県 生活環境
黎明館維持補修事業

（生活・文化課）
4,194 　黎明館の施設・設備の補修

鹿児島県 生活環境
高齢者等交通安全対策事業

（交通企画課）
18,514 　交通安全指導専門委員による交通安全教育の実施及び交通安全ナイ トスクールの実施

鹿児島県 生活環境
防災行政推進事業

（危機管理防災課）
1,206 　自主防災組織の結成促進及び活動の活性化を図るため，地域防災推進員養成講座等を開催する

鹿児島県 生活環境
「はいかい老人SOSネットワークシステム」事業

（生活安全企画課）
-

　認知症高齢者，知的障害者等による徘徊事案に迅速かつ的確に対応するため，警察署等がこれらの

事案を受理した場合に，関係機関に情報を流して，地域ぐ るみで該当高齢者等の発見保護活動を行

い，保護後のアフターケアを行う

鹿児島県 生活環境
ファ ックスネットワークシステム整備事業

（地域課）
0 　交番・駐在所と福祉施設や障害者家庭との間のファ ックスネットワークの構築を推進する

鹿児島県 生活環境
メール１１０番・ファ ックス１１０番事業

（地域課）
112 　聴覚障害者等からの緊急通報手段として，ファ ックス１１０番，メール１１０番を運用している
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鹿児島県 教育・育成
県障害児就学指導委員会

（義務教育課）
407

　特別支援教育の理解・啓発の推進及び盲学校等で適切な教育を受けることが望ましい幼児・児童・生

徒の就学判断等を行う

鹿児島県 教育・育成
特別支援教育アドバイ ザー配置事業

（義務教育課）
平成１８年度 9,871

　県下１１の教育事務所（支所）にLD・ADHD・高機能自閉症等の障害のある幼児児童生徒の教育に関し

専門的な知識等を有する特別支援教育アドバイ ザーを配置し，各地域の小・中学校等の特別支援教育

体制の充実を図る

鹿児島県 教育・育成
特別支援教育新任担当教員研修

（義務教育課）
平成１７年度 2,769

　新任の特別支援学級等教員を対象として，特別支援教育に関する体系的な研修を４日間行い，資質の

向上を図る

鹿児島県 教育・育成
可能性を伸ばす教育推進事業

（義務教育課）
平成１７年度 1,179 　適正な就学指導を行うために，巡回就学相談及び定期的教育相談を行う

鹿児島県 教育・育成
特別支援教育研修指導費（訪問教育担当教員研修

会）（義務教育課）
27

　障害の状態等により通学して教育を受けることが困難な児童生徒に対し，家庭，児童福祉施設，医療

機関等を訪問して教育を行う教員に研修を行う

鹿児島県 教育・育成
盲ろう学校建物整備事業

（学校施設課）
58,408

　盲ろう学校において，障害のある児童生徒の教育環境を充実するため，校舎等の施設整備を推進す

る

鹿児島県 教育・育成
盲・聾・養護学校パソコン整備事業

（学校施設課）
3,440 　児童・生徒の障害の状態や能力・適正に応じた情報処理能力等を高めるためパソコンを整備する

鹿児島県 教育・育成
盲ろう学校管理運営事業

（学校施設課）
5,356

　盲ろう学校において，児童生徒の基礎・基本的な学習理解を助け教育効果を高めるため教材教具の

整備充実を図る

鹿児島県 教育・育成
養護学校管理運営事業

（学校施設課）
26,476

　養護学校において，児童生徒の基礎・基本的な学習理解を助け教育効果を高めるため教材教具の整

備充実を図る

鹿児島県 教育・育成
養護学校建物整備事業

（学校施設課）
67,401 　養護学校において，障害のある児童生徒の教育環境を充実するため，校舎等の施設整備を図る

鹿児島県 教育・育成
鹿児島盲学校施設整備事業

（学校施設課）
平成１９年度 54,653 　鹿児島盲学校移転整備のための基本設計等を行う

鹿児島県 雇用・就業
障害者雇用促進事業

（雇用労政課）
5,702

　障害者の雇用の促進のため，県民・事業主に対する啓発，指導及び障害者就職面接会の開催，企業

による障害者雇用体験事業を実施する

鹿児島県 保健・医療
周産期医療対策事業

（子ども課）
平成１１年度 34,749 　周産期医療体制の拠点である鹿児島市立病院周産期医療センターに対し，運営費補助を行う

鹿児島県 保健・医療
ハイ リスク母子保健対策事業

（子ども課）

昭和２６年度（一

部平成８年度）
1,134

　ハイ リスク母子保健（妊産婦，未熟児及び心身障害児等）訪問指導及びハイ リスク母子保健訪問指導

者研修会の実施

鹿児島県 保健・医療
老人保健対策事業（保健事業費負担事業）

（健康増進課）
292,628

　老人保健法に基づいて４０歳以上の者等を対象に，市町村が行う健康手帳の交付，健康教育，健康相

談，健康診査，機能訓練及び訪問指導の経費を負担する
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鹿児島県 保健・医療
健やか育児サポート事業

（子ども課）
平成１５年度 1,686

　健康診査等で発見された虐待もしくは虐待傾向のある母親等がその経験や悩みを語り合うことで，スト

レスや育児不安の軽減を図り，児童虐待の発生を予防する

鹿児島県 保健・医療
ナースセンター事業

（保健医療福祉課）
10,594

　ナースセンター事業運営委員会を開催して，未就業看護職員に対しての再就業促進に必要な相談指

導，看護業務のＰＲ事業及び訪問看護の実施に必要な支援の円滑かつ効果的な実施について協議を行

い，社団法人鹿児島県看護協会に委託して実施する
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沖縄県 啓発・広報
心の輪を広げる障害者理解促進事業

（障害保健福祉課）
平成元年度 700

　障害のある人とない人が「共に生きる」社会を築く前提となる正しい障害者観に基づく相互理解の促進

を図るため、「心の輪を広げる体験作文」及び「障害者週間のポスター」を募集し、優秀作品に対し表彰

等を行う事業

沖縄県 啓発・広報
障害者雇用促進啓発事業

（雇用労政課）
昭和４８年度 600 　障害者雇用フォ ーラ ム、障害者雇用促進表彰等を実施し、障害者雇用に関して普及啓発を行う

沖縄県 生活支援
研修事業の実施

（福祉・援護課）
昭和５６年度 7,005 　社会福祉事業従事者に対し、各種研修を行い、資質の向上を図る。（16コース　1,697人）

沖縄県 生活支援
沖縄県精神障害者福祉会連合会補助金

（障害保健福祉課）
平成４年度 1,698

　家族会の団体である当該団体に補助を行うことにより、各地域の家族会を育成支援し、地域精神保健

福祉の活性化を図る

沖縄県 生活支援
沖縄県精神保健福祉協会補助金

（障害保健福祉課）
昭和４７年度 1,698

　当該団体に補助を行うことにより、県の施策と相提携して精神障害者の福祉増進、精神保健に関する

知識の普及啓発に関する事業を行わせ、県民１人１人の精神保健の保持増進を図る

沖縄県 生活支援
身体障害者福祉団体助成事業

（障害保健福祉課）
昭和４８年度 4,094

　県の障害福祉の向上に大きく貢献している沖縄県身体障害者福祉協会、沖縄県視覚障害者福祉協

会、沖縄県手をつなぐ 育成会の運営費を補助することにより、県内障害者の統括的な団体の活動等が

活発化し、もって障害者福祉の向上を図ることを目的とする

沖縄県 生活環境
障害者や高齢者にやさしいまちづくりの促進

（障害保健福祉課）
平成１０年度 3,591

　福祉のまちづくり条例を推進するため、審議会等の開催や県政広報媒体の活用等による啓発を行う。

また、生活関連施設のバリアフリー化に関する助言及び設計者のバリアフリー技術向上に資する研修を

実施する

沖縄県 生活環境
視覚障害者用信号機の整備事業

（交通規制課）
昭和５１年 5,425 　視覚障害者等が通行する交差点に設置し、視覚障害者の安全通行を確保する

沖縄県 生活環境
高齢者等いきいき住宅改造補助事業

（高齢者福祉介護課）
平成１５年度 7,748

　在宅の要支援高齢者及び障害者又はこれらと同居する者がいる世帯に対して、在宅での生活支援及

び介護者の負担軽減を図るため、住宅改造に必要な経費を助成する

沖縄県 生活環境
県単交通安全施設整備事業

（道路管理課）
昭和４７年度 27,570 　歩道に点字ブロックを設置したり、歩道未整備箇所において歩道設置等を行う

沖縄県 教育・育成
特別支援教育指導資料作成事業

（県立学校教育課特別支援教育班）
昭和５０年度 1,209

　特別支援教育の推進、充実に向けて、各学校における指導の指針となる資料等の発行が求められて

いる

　障害理解や指導・支援のノウハウ、実践事例等、学校現場で活用できる指導の手引き等を作成すると

ともに、周知・活用のための研修会等を企画し、教職員の特別支援教育に関する資質向上を図る

沖縄県 教育・育成
適正就学指導体制の確立

（県立学校教育課特別支援教育班）
昭和５０年度 1,287

　障害児の適正な就学指導を行うために、各市町村教育委員会等において就学指導に従事している者

に対して研究協議の機会を提供し、その資質の向上を図り、障害児の就学指導の充実を図る

　沖縄県心身障害児適正就学指導委員会においては、委員会を開催し、諮問された児童生徒の障害の

程度を審議・答申し、県教育委員会は答申を踏まえ就学通知を送付する
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沖縄県 教育・育成
進路指導の充実

（県立学校教育課特別支援教育班）
平成４年度 1,272

　障害児の職業自立の推進を図るため、特殊教育諸学校の中から各年度に重点校及び継続推進校を

指定し、職業教育、進路指導の充実及び労働、福祉等関係機関との連携を強化するために、地域推進

協議会を組織しその体制づくりを図る

沖縄県 教育・育成
障害児保育の充実

（青少年・児童家庭課）
昭和５５年度 17,927

　集団保育が可能な保育に欠ける障害児の受け入れに対して、保育士の加配等に要する経費の助成を

行う

（対象：障害者手帳又は療育手帳の交付を受けていて、特別児童扶養手当の受給対象ではない児童）

沖縄県 教育・育成
医療的ケア体制整備事業

（県立学校教育課特別支援教育班）
平成１７年度 21,431

　特別支援学校に在籍し日常的に医療的なケアを必要とする児童生徒の、安全・安心な学習環境確保の

ため、嘱託看護師を配置すると共に、学校における救急体制の整備を図る

沖縄県 教育・育成
県立青少年教育施設の施設・設備の充実

（生涯学習振興課）
昭和４１年度 13,167 　県立青少年教育施設の改修や設備の補充等を行う

沖縄県 教育・育成
図書館サービスの向上

（生涯学習振興課）
昭和５８年度 28,426 　県立図書館の蔵書や資料購入費等の県立図書館の充実を図る事業

沖縄県 教育・育成
学級・講座等の開設促進

（生涯学習振興課）
平成１４年度 10,852

　市町村の行政区域を越えた広域的な学習機会を提供するとともに、大学や専修学校、高等学校等の教

育機能を生かした講座等を開設し、県民に提供している

　障害者の日常生活を豊かにし、障害者の社会活動への参加及び障害者の自立の促進を図るため、各

種の教養講座・教室を実施する

沖縄県 教育・育成
特別支援学校就学奨励費

（財務課）
昭和５６年度 2,347

   特別支援学校の児童・生徒の県外競技派遣事業及び修学旅行に係る那覇～離島間の航空賃支弁に

要する経費（九州地区盲学校体育大会、音楽大会、九州地区身体障害者ｱｰﾁｪﾘｰ大会）

沖縄県 教育・育成
養護研修事業

（保健体育課）
昭和４７年度 2,934 　養護教諭研修会の開催

沖縄県 雇用・就業
事業主に対する助成措置の活用

（雇用労政課）
平成８年度 600

　本県における雇用失業情勢の改善を目的とした各種雇用支援制度（障害者雇用に係るものを含む）の

活用促進を図るため、リーフレットを作成し制度説明・相談会を開催する

沖縄県 雇用・就業
手話・要約筆記協力員の配置

（雇用労政課）
昭和５２年度 1,064

　県内５ヶ所の公共職業安定所に手話協力員を配置し、ろうあ者に対する職業相談、職業紹介及び職場

適応指導業務等について安定所の職員と協力して実施する

沖縄県 雇用・就業
障害者就業・生活支援センターの設置

（雇用労政課）
平成１４年度 2,000

　障害者に対し、身近な地域で就業・生活の両面から一体的な支援を行う「障害者就業・生活支援セン

ター」の設置促進を図る

沖縄県 雇用・就業
障害者小規模作業所運営費補助

（障害保健福祉課）
平成１９年度 23,100

　在宅の心身障害者の社会参加と自立支援を促進し、もって心身障害者等の福祉増進を図るため、身

体・知的・精神障害者小規模作業所に補助する市町村に対して補助を行う（従来、心身障害者と精神障

害者に分けて補助していた事業を平成19年度に統合した）

161



自 治 体 名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予 算 額 （ 千 円 ） 概要

沖縄県 保健・医療

臨床心理技術者及び精神科ソーシャルワーカ ーの研

修の強化

（青少年・児童家庭課）

昭和４９年度 316

　療育手帳及び重度加算判定に携わる児童相談所の児童心理司を各種の研修会等へ積極的に派遣す

る等、職員の資質の向上と専門性を高めるとともに、心理判定員相互の意見交換及び連携を図り、障害

児童の療育の充実を図る

沖縄県 保健・医療
精神保健福祉センター事業（デイ ケア）

（障害保健福祉課）
昭和５１年度 1,715

　回復途上にある精神障害者に、生活指導及び作業指導を行い、円滑な自立及び社会参加の促進を図

る

沖縄県 保健・医療
通院患者リハビリテーショ ン事業

（障害保健福祉課）
昭和５７年度 34,809

　回復途上にある精神障害者を一定期間事業所へ通わせ、社会復帰適応訓練を行い、再発防止と社会

的自立を促進し、社会復帰を図る

沖縄県 保健・医療
重度障害児（者)医療費助成事業

（障害保健福祉課）
平成３年度 972,152

　心身に重度の障害を有する者又は児童が医療保険により医療をうけた場合の一部自己負担金を公

費で負担することにより、障害児（者）が必要な医療を容易に受けられるようにする

沖縄県 保健・医療
障害児（者）歯科治療事業

（障害保健福祉課）
昭和５０年度 14,671

　一般の歯科診療所での治療が困難な心身障害児（者）を対象に、全身麻酔下歯科治療等を実施し、障

害児(者)の歯科医療体制の充実を図る

沖縄県 保健・医療
先天性代謝異常検査

(健康増進課)
昭和５２年度 37,621

　フェ ニールケトン尿症等の先天性代謝異常及び先天性甲状腺機能低下症は、放置すると知的障害な

どの症状を来すため、新生児について血液によるマススクリーニング検査を行い、異常を早期に発見

することにより、後の治療と相まって障害を予防することを目的とする

沖縄県 保健・医療
都道府県臓器移植連絡調整者設置事業

(健康増進課)
平成１１年 4,574

　県民及び関係医療機関に対して臓器移植に関する普及啓発を行い、臓器提供発生時には関係機関と

連携しながら、円滑な移植の実施を図る

沖縄県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

聴覚障害者通信サービス事業

（障害保健福祉課）
平成７年度 1,823 　聴覚障害者のＦＡＸと、健常者の電話を中継するサービス

沖縄県
情報・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

観光バリアフリー実施事業

（観光企画課）
平成１９年度 4,658 　観光バリアフリーツアーセンターの立ち上げ支援
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